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１ 人生の意味の心理学から生きがい
研究への架橋にむけて

浦田 悠
＜大阪大学全学教育推進機構特任講師＞

はじめに

かつて神谷美恵子（１９８０）が，「生きがいということばにはいかにも日本語らしい

あいまいさと，それゆえの余韻とふくらみがある」（p．１４）と表現した通り，生きが

い概念は非常に複雑なニュアンスを含んでいる。実際，生きがい概念は，例えば，ポ

ジティブ心理学者のセリグマン（Seligman，２０１１ 宇野監訳 ２０１４）がウェルビーイ

ングの５要素として挙げる「ポジティブ感情（Positive Emotion）」「エンゲージメン

ト（Engagement）」「関係性（Relationships）」「意味（Meaning）」「達成（Achievement）」

の多くを含む，あるいは因果的に密に連関を持つ概念といえるだろう。

一方，多くの生きがい研究の概念定義に含まれる「人生の意味（meaning in／of

life）」あるいは「人生の目的（purpose in／of life）」も，生きがいと同様かなり多義的

な概念であり，その中には，生活の中で意味をもたらす源泉から，人生や世界を含ん

だ価値観に至るまで，幅広い意味合いが含まれている。

この人生の意味については，フランクルの実存心理学をその端緒として，心理尺度

を用いた研究を中心に，量的・質的研究が行われており，心理療法で用いる技法も開

発されてきた（欧米での研究については，Batthyany & Guttmann（２００５），George

& Park（２０１６），浦田（２０１３
１）

）などを参照）。それらの多くで扱っている内容は，こ

れまでの日本の生きがい研究とかなり重なるところが大きい。また，日本において

も，フランクルを源流とした独自の研究の蓄積があり，それらも生きがい研究として

位置づけられることが多い（例えば，岡堂・PIL研究会，１９９３）。

本論では，生きがいの近接概念としての人生の意味を視座として，生きがい概念と

それとの重なりと差異を確認した上で，現在の人生の意味に関する心理学的な研究や

実践を簡単に紹介する。最後にそれらの議論を踏まえ，人生の意味の心理学から生き
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がい研究へ与えうる示唆について少し考えてみたい。

1 生きがいと人生の意味

これまでも度々指摘されてきた通り，生きがいの辞書的な定義には，「人生の意味

や価値」（大百科事典），「生きている意義」（日本国語大辞典）などが含まれており，

両者は一般的にはかなり相互互換的に使われてきたといえそうである。冒頭にも少し

述べたように，生きがい研究者の多くも，生きがいと人生の意味・目的の２つの用語

はかなり重なるところが大きく，少なくとも人生の意味は生きがいの最も重要な要素

の１つであると考えている（例えば，熊野，２００６；Mathews，１９９６ 宮川訳 ２００１；

岡堂・PIL研究会，１９９３）。実際，研究においても，両者は同義的に捉えられること

が多い。例えば，フランクルの弟子が開発した「人生の目的テスト（Purpose in Life

test：PIL）」（Crumbaugh & Maholick，１９６４）は，人生の意味に関する量的研究で

の主な尺度の１つであるが，日本では，生きがいを測定する尺度とみなされることも

多い（例えば，岡堂・PIL研究会，１９９３；坂井・水野，２０１６）。質的調査においても

同様に，両者を近接概念とみなすことができる。例えば，マシューズ（Mathews，

１９９６ 宮川訳，２００１）は，生きがいに関するインタビューにおいて，アメリカ人に対

しては，「あなたの人生で最も大切なものは何ですか？」「あなたの人生で生きる価値

があると思わせている最大のものは何ですか？」という問いを用いているが，これと

ほぼ同様の問いが人生の意味の源（sources of meaning）に関する研究でも用いられ

てきた。表１にこれまでの研究で見られた代表的な意味の源を示すが，これらの意味

の源は，（方法論が類似している以上，当然ながら）生きがいの源泉や生きがい対象

と呼ばれてきた内容とほぼ重なっているといえる（最近の研究では例えば，片岡・吹

野，２０１４；小野，２０１４）。

では，この２つの用語にその他の差異があるとすれば，どのような点が挙げられる

だろうか。ここでは，以下の３点について考えてみたい。

� meaning in life（生きがい）VS meaning in life+meaning
of life（人生の意味） ●●●●●●●●●●●●●●

生きがい対象や生きがい感などは，個人の価値観や感情にもとづくものであるとい

う意味では，すぐれて心理的な概念であるといえる。そのため，生きがい対象をいく

つ有しているか，生きがい感をどの程度感じているか，ということをそのまま評価・
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表１ 意味の源についての主な先行研究一覧

研究者 類型注１ 地域注２ 対象者

Lukas（１９７２，１９８１）
「自己の暮らしの安楽」「自己実現」「家族」「本
務」「人間関係」「興味」「体験」「信条への奉仕」
「生活の困窮の克服」

オーストリア １８～６９歳の男女

Battista &Almond
（１９７３）

「対人関係」「奉仕」「理解」「獲得」「表現」「倫
理」

アメリカ 医学学生

Klinger（１９７７）
「友人・コミュニケーション・理解」「親・兄弟
姉妹」「宗教的信条・神との関係」「教育プロセス・
大学の修了」他

アメリカ 大学生

Yalom（１９８０）
「利他主義」「大義への献身」「創造性」「快楽主
義」「自己実現」「自己超越」

アメリカ ―

DeVogler &
Ebersole（１９８０）

「理解」「関係」「奉仕」「信条」「表現」「獲得」「成
長」「実存的―快楽主義的」

アメリカ 大学生

DeVogler &
Ebersole（１９８１）

「関係」「信条」「成長」「ライフワーク」「健康」
「奉仕」「理解」「獲得」

アメリカ 成人

Ebersole &
DePaola（１９８７）

「関係」「奉仕」「信条」「獲得」「成長」「健康」「ラ
イフワーク」「喜び」

アメリカ 高齢者

Baum &
Stewart, Jr.

（１９９０）

「仕事」「恋愛と結婚」「子どもの誕生」「個人的
な趣味」「事故／病気／死」「別離／離婚」「大き
な買い物」

アメリカ １７～９６歳の男女

Taylor &
Ebersole（１９９３）

「関係」「活動」「信条」「成長」「獲得」「学校」「健
康」

アメリカ 児童

O’Connor &
Chamberlain

（１９９６）

「人間関係」「創造性」「個人的成長」「宗教的も
しくはスピリチュアル」「社会的もしくは政治的」
「自然との関係」

ニュージーランド ４０～５０歳の成人

Reker（１９９６） 「自己没入」「個人主義」「集団主義」「自己超越」 カナダ １６～９３歳の男女

Prager（１９９６）
「個人的な関係性」「個人的欲求の満足」「価値や
理想の維持」「個人的成長」

オーストラリア １８～９１歳の男女

Wong（１９９８）
「達成努力」「宗教」「関係」「満足」「公平―尊敬」
「自信」「自己統合」「自己超越」「自己受容」

カナダ １８～６０＋の男女

Debats（１９９９）
「関係」「ライフワーク」「個人的ウェルビーイン
グ」「自己実現」「奉仕」「信条」「物質主義」

オランダ １８～２６歳の男女

Prager, Savaya &
Bar―Tur（２０００）

「他者からの尊敬」「家族との親密さ」「社会集団
への所属」「価値を基準にした生活」「スピリチュ
アル，心的／知的な追求」「心身の健康」「個人的
な地位や成功」「自己充足」

イスラエル ２１～７８歳の男女

‥Pohlmann, Gruss
& Joraschky（２００６）

「関係」「人生の仕事」「個人的ウェルビーイング」
「自己実現」「奉仕」「信条」

ドイツ 神学部と科学系の大学生

Schnell &
Becker（２００６）

「自己超越」「自己実現」「秩序」「ウェルビーイ
ングと共同性」

ドイツ １９～６８歳の男女

Auhagen &
Holub（２００６）

「個人的関係」「積極的な社会的行動」「活動」「獲
得」「目標」「個人的成長」「ウェルビーイング」「人
生それ自体」「進化」「超越」

ドイツ １８～６９歳の男女

Fegg, Kramer,
Bausewein &
Borasio（２００７）

「利他主義」「動物／自然」「家族」「経済的安定」
「友人／知人」「健康」「快楽主義」「家／庭」「余
暇時間」他

ドイツ １６～７０＋の男女

浦田（２００７）
「関係」「喜び」「成長」「存在」「獲得」「ライフ
ワーク」「奉仕」「尊攘」

日本 大学生・看護学生の男女

注１：質的手法による分類と因子分析的手法による分類がある。

注２：地域名が明記されていない文献については，研究者の所属機関の所在地を記載した。

出典：浦田，２０１３を改変
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人類・地球・宇宙の歴史

現在 未来過去

線分としての日常生活・人生

人生の意味（meaning　of　life）は何か？

生活の意味（meaning　in　life）＝生きがいは何か？

測定することが可能であり，現在に至るまで生きがいを測定する尺度や質問項目が開

発，活用されてきた。

人生の意味においても，後述するように，一面では，認知や情動，動機づけといっ

た個人的・心理的な構成要素の枠組みから捉えることによって心理的概念として扱わ

れてきた。そのため，海外では，これらの研究は個人的意味（personal meaning）と

いう用語が用いられており（例えば，Wong & Fry，１９９８），そこで扱われている内

容は生きがい研究とかなり重なるところが大きい。これらは，日々の生活における意

味についての価値観や感情を多分に含んでいることから，「生活の意味（meaning in

life）」と呼ぶことができる
２）

。

一方，始点と終点を持つ「線分」（青木，２００５）としての人生を超え，人生や人類，

ひいては世界までを鳥瞰しようとした形で問われる人生の意味も，文字通り「人生の

意味（meaning of life）」として問われるものである（浦田，２０１３）。ここでは，それ

らの関係を図１のように表現した。

図１に示しているように，生きがいの核となるのは，日々の生活や生涯の中で何に

価値を見出して生きるかというmeaning in lifeの問題であるが，人生の意味は，それ

を含みつつも，より抽象的で究極的な問いとしての内容も表していると見ることがで

きる
３）

。この区別に従うならば，「生きがいを持たない人の人生にも意味がある」とい

う言い方が可能であろう。実際にこのような区別に基づいた生きがい論や人生の意味

論も散見される（青木，２００５；荻野，１９９８）。

図１ 人生の意味と生きがいの関係

第１編 研究発表
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� 価値志向的（生きがい）VS
価値中立的＋価値志向的（人生の意味）●●●●●●●●

前項にも密接に関連した差異として，「生きがい」は価値志向的であるのに対して，

人生の意味は価値中立的なものも含むという点も挙げることができるかもしれない。

しばしば議論されてきたことであるが，生きがいの「かい（かひ）」は，「行動の結

果としてのききめ。効果。また，してみるだけの値打ち」（広辞苑第六版）を指すこ

とから，生きがいについては，何か価値志向的な活動そのもの，あるいはそれによっ

て得られる成果というものに焦点が当てられることが多いといえるだろう。これまで

の生きがい研究におけるほとんどの定義においてもそれは直接的に表現されている。

それに対して，人生の意味は，「無意味である」という意味づけも含め，必ずしも

肯定的な価値を志向するものであるとは限らない。心理学者の人生の意味の定義を見

ても，「物事や出来事，関係性にまつわる可能的な関係の心的表象」（Baumeister，

１９９１），「人生一般や個人の人生，もしくはその部分に関する意味の文脈についての考

えおよび経験の仕方を意味する理論的概念」（Auhagen，２０００）等，概して，世界や

自己および，両者の関係についての一貫性のある理解という価値中立的な観点からの

定義が多いことがわかる。また，筆者の自由記述による調査においても，「ただ生き

ていること（が生きている意味）」「ここに生きていることが全て」「生きて死ぬこと

が生きる意味」など，必ずしも価値を志向しない回答が含まれており，一般的にも（よ

い）価値を志向しない場合もあると捉えられるようである
４）

。

� 苦悩の意味 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●

上述の２つの区別を踏まえれば，苦悩についての捉え方にも生きがいと人生の意味

の差異を見ることができる。例えば，フランクルにおいて，「苦（悩）の意味」は彼

の理論の根幹に関わる重要な概念である（例えば，Frankl，２００５ 山田監訳 ２０１１）。

フランクルは，「人生は想像や喜びにおいて充たされうるだけでなく，苦悩において

すらも充たされうるのである」（同書，p．１９４），「成果がないということは，意味が

ないということではない」（p．１９５）と述べ，いかなる結果とも無関係に価値を有す

る体験の深みがあると論じている。すなわち，フランクル的には，「苦しむことそれ

自体にも意味がある」という言説は十分に意味を持つ。

それに対して，生きがいに関しては，「苦しむこと自体が生きがいである」という

表現は，特殊な場合を除いてあまり見られないのではないだろうか。やはり，基本的
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には，生きがいがある，生きがいを持つという場合は，ポジティブな価値を志向して

いると見ることができる。それに対して，人生の意味は，場合によっては，ポジティ

ブ・ネガティブを超えた視点から問われることもあるといえるだろう
５）

。

以上のような差異は指摘できるとしても，全体としては，生きがいと人生の意味の

概念は，かなり近接した概念であることは論を俟たない。とすれば，人生の意味に関

する現在までの研究知見や実践が生きがい研究に役立つところも大いにあるだろう。

そこで，ここからは，人生の意味に関する心理学の現状を簡単に概観した上で，心理

的な介入法をいくつか紹介していく。

2 人生の意味に関する心理学の現在

� 人生の意味の心理学的研究 ●●●●●●●●●●●●

人生の意味の心理学に関する多くの論者は，人生の意味や目的という概念には，認

知（意味の認知），情動（意味感），動機づけ（意味への意志）に関わる要素のいずれ

かあるいは全てが含まれていると考えてきた（例えば，Frankl，１９６３；Klinger，

１９７７；Park，２００５；Reker & Wong，１９８８）。リーカーとウォン（２０１２）は，その３

要素を図２のように図式化している。

図２に示している要素のうち，認知的要素については，「価値の認識」（神谷，

１９８０）や「生きがい認知」（熊野，２０１２）などが該当するといえる。情動的要素は，（状

態としての）生きがい感に相当すると見ることができる
６）

。ここで示されている満足感，

充足感，幸福感は，例えば直井（２００４）において，生きがいを感じている精神状態と

して全て挙げられている要素である。動機的要素については，「生きがいへの欲求」（神

谷，１９８０），生きがい意識（今井・長田・西村，２０１２）の「未来への積極的・肯定的

態度」などが当てはまるだろう。

このような理論モデルをベースとしつつ，最近の研究では，従来使用されてきた

PILに加え，スティーガーら（Steger et al.）が２００６年に開発した人生の意味尺度

（Meaning in Life Questionnaire : MLQ）がよく使用されるようになっている。MLQ

は，人生の意味について，探索（search）と保有（presence）の２つの側面を測定す

る尺度であり，現在までに多くの言語に翻訳されて研究が蓄積されている。

また，最近の動向としては，とりわけ２０００年以降，ポジティブ心理学に注目が集ま

る中で，ポジティブ感情，レジリエンス，心的外傷後成長（PTG），マインドフルネ

第１編 研究発表
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情動的要素

（満足感，充足感，幸福感）

目標の選択へ向かわせる

信念体系を強化する　認知的要素

（信念，世界観，価値の枠組み）

動機的要素　　

信
念
体
系
を
確
認
す
る

目
標
追
求
を
活
性
化
す
る

不
安
を
低
減
す
る
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価
値
が
あ

る
と
い
う
感
覚
を
生
み
出
す

目
標
を
追
求
し
達
成
す
る

（望み，欲求，目標追求）

スなどの概念との関連において，意味に関する実証的な知見や実践も増加しており，

脳科学や進化論なども踏まえた学際的な研究へと拡大を見せている（Hicks &

Routledge，２０１３；Markman, Proulx, & Lindberg，２０１３）。

一方，日本においては，各国に比しても早くから「人生の目的テスト（PIL）」を

用いた研究が独自の発展を見せており，PILのPart―Aの標準化のみならず，欧米では

臨床的に用いられるのみであったPILのPart―B･Part―Cの文章完成法や自由記述につ

いても客観的に解釈するための基準も提示されている（PIL研究会，２００８）。臨床実

践においても，例えば日本ロゴセラピスト協会によって，ロゴセラピーを行うための

プログラムも開発されており，生きがいも含めた研究や実践が現在まで蓄積されてい

る。

� 人生の意味の（再）構築を支援するための技法
―さまざまな意味志向的なアプローチ― ●●●●●●●

生きがいについては，生きがい療法（伊丹，１９９０）や生きがいカウンセリング（鶴

田，２００７）など，生きがいに焦点化した心理療法が見られるが，人生の意味について

も，意味の生成（meaning making）や意味構築（meaning construction）を支援す

図２ 人生の意味の構成要素

出典：Reker & Wong，２０１２，p．４３５ 翻訳は筆者による
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ることを目的としたカウンセリング技法やプログラムも多く開発されている（Russo―

Netzer, Schulenberg, ＆ Batthyany，２０１６）。意味志向的な代表的な技法について，特

に呼称が与えられているアプローチについては表２にまとめている
７）

。

これらのアプローチの中でも，認知行動療法をはじめ，さまざまなカウンセリング

の技法や理論を取り入れて展開しているのが，ウォンの「意味中心カウンセリング・

心理療法（MCCT）」（Wong，２０１０，２０１２a，２０１５）である。MCCTでは，PUREと

ABCDEという２つの介入方略を提唱している。それぞれの内容は以下の通りである。

意味を定義する４つの要素（ingredients）

Ｐ（目的Purpose）：動機的要素

Ｕ（理解Understanding）：認知的要素

Ｒ（責任ある行動Responsible Action）：行動的要素

Ｅ（楽しみ・評価Enjoyment or Evaluation）：情動的・評価的要素

表２ 意味志向的なアプローチを用いた技法

アプローチ 提唱者・実践者

ロゴセラピー Frankl（１９６３）

実存療法 Yalom（１９８０）

ウェルビーイング・セラピー（WBT） Fava（１９９９）

意味再構成アプローチ Neimeyer（２０００）

哲学カウンセリング Raabe（２０００）

意味中心グループ療法（MCGP） Breitbart（２００２）

人生の意味の探究プログラム Westerhof, Bohlmeijer, & Valenkamp（２００４）

意味生成のための介入法（MMi） Lee et al.（２００６）

究極的意味技法（UMT） Leontiev（２００７）

短期ライフレビュー Ando et al.（２００８）

意味中心の介入 （MCI） Fillion, Duval, Dumont, et al.（２００９）

意味中心カップル療法 Schulenberg, Schneizer, Winters, & Hutzell（２０１０）

意味中心カウンセリング・心理療法（MCCT） Wong（２０１０）

依存への意味ベースの介入 Singer, Singer, & Berry（２０１３）

目的インタビュー（Brief Purpose Interview） Reilly & Damon（２０１３）

意味を拡張する介入法 Shin & Steger（２０１４）

がん患者を介護する人への意味中心療法（MCP―C） Applebaum et al.（２０１５）

意味の源のカード技法（SoMeCaM） la Cour & Schnell（２０１６）

ポジティブ・マインドフルネス・プログラム Ivtzan et al.（２０１６）

第１編 研究発表
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５つの変容（transformative）プロセス

Ａ（受容するAccept）：現実に直面すること―現実原則

Ｂ（信じるBelieve）：人生は生きるに値すると信じること―信（faith）の原則

Ｃ（コミットするCommit）：目的や行為にコミットすること―行動（action）の原則

Ｄ（発見するDiscover）：自己や状況の意味や意義を発見すること―アハ原則

Ｅ（評価するEvaluate）：前述のものを評価すること―自己調整の原則

MCCTでは，これらの方略のもとに，これまでの心理療法で用いられてきたさま

ざまな手法を組み合わせてカウンセリングが行われている（Wong & Wong，２０１２）。

フランクルのロゴセラピーやウォンのMCCTのように，汎用的な技法として提唱

されているものもあるが，意味の構築を支援するという性質上，意味を喪失する可能

性が高い状況に焦点化したプログラムも多い。例えば，ブレイバート（Breitbart，

２００２）の意味中心グループ療法（MCGP）やリーら（Lee et al., ２００６）の意味生成の

ための介入法（MMi）では，意味の喪失を経験したがん患者の意味生成を支援する

技法として実施される。安藤ら（Ando et al., ２００８）による短期ライフレビューも，

終末期のがん患者を対象とした技法であり，人生で大事にしていることや病気の意味

などについての質問を通して，人生の意味や目的の感覚を高めることを目的としてい

る。安藤らは，このライフレビューにより，抑うつ感が低下し，スピリチュアルな

ウェルビーイングが向上するとしている。一方で，フィロンら（２００９）やアップルバ

ウムら（２０１５）の技法は，緩和ケアに携わる看護師やがん患者の介護人など，ケアに

関わる者を対象とした技法である。

最近開発された注目すべき技法としては，ラ・クールとシュネル（la Cour &

Schnell，２０１６）の意味の源のカード技法（SoMeCaM）を挙げることができる。この

技法では，２６枚の意味の源のカードを用いて，クライエントがそこから３枚から５枚

のカードを選択し，それらのカードをもとにセラピストと対話を深めていくという方

法であり，後述する筆者の実践にも近い。

以上のように，意味にフォーカスした介入法は近年多く見られるが，いくつかの課

題も挙げられている。シンとスティーガー（Shin & Steger，２０１４）は，①一部の技

法を除いて，介入の効果については十分に検討されていないこと，②意味や目的が直

接評価されていないこと，③主に，何らかの困難やトラウマ的なイベントや病気に直

面した成人という限られた対象であること，などの現状の限界を指摘し，スティー

ガーの概念枠組みに基づいた新たな介入法を提案している。今後，これらの課題も踏
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関係的

個人的

社会的／普遍的

宗教的／霊的

まえ，十分にその効果が検証され，汎用的に応用可能なアプローチの開発が望まれ

る。

� 筆者の実践例 ●●●●●●●●●●●●●●●●●

筆者は，大学の授業等でも比較的簡便に利用できるような人生の意味を考えるため

のワークを開発している。現在，他領域の研究者とともに実践を重ねながら改良を進

めているところであるが，ここでは，その概要を紹介する。

このワークは，自らの人生の意味をリフレクションし，半ば暗黙に抱いている人生

観を可視化することを目的としている。また，キャリア教育等に授業で応用する場合

は，そこで扱われるテーマ（仕事，リーダーシップ等）を自分の人生観と照らし合わ

せて捉える機会を提供することも目的となる。ワークは，意味の源に関する尺度

（IMI）と人生の意味の入れ子モデル（浦田，２０１３），および意味システムアプロー
‥チ（Pohlmann et al., ２００６）をベースとして，表３と図３のようなワークシートを用

いる。

ワークの具体的な手順は以下の通りである。基本ワークは，１から４および８を行

図３ 意味のマップを作成するためのワークシート
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表３ IMI―Rのワークシート

１：全く重要でない ２：ほとんど重要でない ３：あまり重要でない ４：どちらとも言えない

５：少し重要である ６：かなり重要である ７：非常に重要である

No 意味の源 内容 重要度（１～７）

１ 健康 心身の健康を維持すること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

２ 外見 外見をよくすること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

３ 所有 お金で買えるものを所有すること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

４ 快楽 快楽を追求し，楽しむこと １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

５ 幸福感 喜びや満足を感じること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

６ 体験 様々なことを体験すること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

７ 美 美しいもの，芸術的なものを味わうこと １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

８ 自己受容 自分の限界を受け入れ，満足すること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

９ 生そのもの 生きていることそれ自体に満足すること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

１０ 目標達成 目標を達成すべく，努力をすること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

１１ 責任性 自立して責任を持つこと １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

１２ 成長 能力や技能を身につけて成長すること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

１３ 自己実現 自分の潜在的な可能性を認識し，実現・達成すること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

１４ 創造性 何かを創造すること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

１５ 名声 地位や名誉を手に入れること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

１６ ライフワーク 仕事・学業に従事すること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

１７ 理解 見識を広く持ち，多くのことを理解すること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

１８ 家族 家族，子供と仲良くすること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

１９ 承認・尊敬 他者から認められ，尊敬されること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

２０ 友情 親しい友人との良好な関係を保つこと １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

２１ 出会い 人と出会うこと １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

２２ 恋愛 恋愛関係における親密さを持つこと １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

２３ 影響力 他人に対して影響力を持つこと １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

２４ 奉仕 他の社会的に困っている人などを助けること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

２５ 道徳性 正義や道徳を重視し，実践すること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

２６ 真理 何らかの真理を見つけること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

２７ 社会貢献 社会や政治に関心を持ち，世の中をよくしていくこと １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

２８ 所属 何らかの社会集団に所属すること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

２９ 伝統の継承 文化の伝統を守り，価値あるものを維持していくこと １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

３０ 自然 人間が自然の一部であると認識し，つながりを持つこと １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

３１ 人類 遺伝子を残し，人類の存続，進化に貢献すること １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

３２ 信仰 神を信じ，神とのつながりを持つこと １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

３３ スピリチュアリティ スピリチュアルなもの，より高次なものとのつながりを持つこと １ ２ ３ ４ ５ ６ ７
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うが，授業で扱うテーマと関連させて実施する場合は５以降もオプションとして実施

することができる。実施時間の目安は参加者の規模によっても変動するが，基本ワー

クのみの場合は約５０～６０分，５以降も実施する場合は約６５～７０分である。

１．Important Meaning Index改訂版（IMI―R：表３）へ回答する。（１０分）

�IMI―Rは，表１に示した先行研究の意味の源を包括的に再分類して尺度化したも

のである。各項目の個人的な重要性を「全く重要でない」から「非常に重要であ

る」までの７段階で評定をする。

２．人生の意味のモデルの概要について説明する。（１０～１５分）

�意味の源は，①個人的意味，②関係的意味，③社会的／普遍的意味，④宗教的／

霊的意味の４層の同心円として捉えうることを解説し，IMI―Rの項目１－１７は①

に，１８－２４は②に，２５－３１は③に，３２，３３は④の層に該当することを示す。

３．意味のマップを作成する。（１０分）

�IMI―Rで５点以上のものを上位１０個まで選択し，各項目の番号に〇を付ける。

�選択した項目の「意味の源」の名称を「意味のマップ」（図３）の該当する層に

記入する。

�相互に関係していると思われる意味の源を線で結ぶ。

�記入した意味の源に何本の線が集まっているのかを数え，「意味の源」の上に数

値を記入する。数値が大きいほど，その意味の源がその回答者におけるコアと

なっているといえる。

４．グループワークで意味のマップをシェアする。（５～１０分）

�各自が簡単に自分の意味のマップの内容を発表した後，互いに気づいたこと（自

分なりの人生観，意味のマップの違い，自分が挙げていなかった意味の源につい

て等）を共有する。

５．授業で扱うテーマに基づいて，「〇〇（授業のテーマ）を通して，人生にどのよ

うな意味を見出したいのか」について考える。（５分）

�〇〇とつながる意味の要素を改めて線で結ぶ。

�新たな意味の源が必要な場合は，４で記入した意味の源と区別できる形で記入す

る。

６．授業で扱うテーマと結ばれた意味の源がどのように，なぜつながっているのかに

ついて，その関係性を動詞で表現する。（５分）

�例：「〇〇を通して，様々な人と関わる」「〇〇を通して，人をポジティブに変
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える」等

７．グループワークで意味のマップをシェアする。（５～１０分）

�４と同様にグループワークで，自分なりの〇〇観を確認する。

８．これまでの人生の意味に関する心理学で見られている知見について解説する。

（１５分）

このワークで見られた具体例や感想等については別稿に譲ることとするが，これま

での実践では，数百人規模の大人数講義においても，比較的簡便に実施できることを

確認しており，多様な意味のマップが見られている。今後，その効果を検証しつつ，

自分自身の人生観を可視化するための方法論としてさらに洗練させていきたいと考え

ている。

以上，意味志向的なアプローチのいくつかを紹介したが，これらの実践は，日本に

おける生きがい形成の支援にも応用できるところは多いのではないだろうか。今後，

生きがい研究と人生の意味の心理学およびポジティブ心理学の架橋が進み，有効な実

践を洗練させていくことが望ましい。

3 人生の意味の心理学から生きがい研究への架橋

前項の意味志向アプローチも含め，人生の意味の心理学における理論や方法論は，

生きがい研究にも応用可能性があるだろう。ここでは，生きがい研究に示唆を与えう

ると思われるいくつかの観点について考察する。

� 生きがい感の定義 ●●●●●●●●●●●●●●●

生きがい研究者も指摘してきた通り，生きがい概念のうち，とりわけ生きがい感を

どう位置づけるかという点は今後も検討する余地が大きい問題であろう。人生の意味

については，先述した通り，情動的要素，すなわち満足感や充足感や幸福感がその１

要素として位置づけられてきた。しかし，スティーガー（Steger，２００９）は，情動的

要素については，人生の意味との因果関係を明確にすることは難しく，多様な情動や

満足感の変数から人生の意味に特有の情動の特徴を抽出するのは困難であることか

ら，それを概念に加えることに疑義を呈している。この困難は生きがい感についても

当てはまるかもしれない。今後，生きがい感のみ特定的に結びつく要素（あるいは感

情のセット）が存在するのかを精査し，いわゆる幸福感，満足感，ウェルビーイン
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グ，ポジティブ感情などと呼ばれてきたものとどのように異なるのか，あるいは重な

るのか，ということについて明らかにしていく必要があるだろう
８）

。

� 幸福感やウェルビーイングとの関連 ●●●●●●●●●

人生の意味は，幸福感（happiness）とともに，心理的ウェルビーイングに含まれ

るものとして扱われてきたが，幸福感との意味の差異は明確ではなかった。しかし，

最近では，両者は関連しているものの独立したものであることが実証的な研究によっ

ても示されてきている（例えば，Choi, Catapano, & Choi,２０１６；Schueller & Seligman,

２０１０）。最近の研究としては，例えばチョイら（２０１６）は，どのような活動をしてい

る時に意味や幸福感を経験しているかということを，経験標本抽出法（ESM）によっ

て検討したところ，両者は相互に関連しているものの，個別に経験することも多々あ

ることが明らかになっている。具体的には，授業を受ける，病院を訪問する，働くな

どの活動をすることは，幸福感とは負の相関が見られた一方，意味とは正の相関が見

出されている。

生きがいについても，すでにESMを用いた例もあるが（粥川・増山・山本，

２００７），さらに検討を進めることによって，生きがい感が単なる幸福感や満足感とは

異なるものであることが示されるならば，その概念枠組みもより明確化されるであろ

う。

� 生きがいの探索と保有 ●●●●●●●●●●●●●●

近年の人生の意味研究では，意味の「探索」と「保有」を区別することが一般的と

なっていることはすでに述べたが（Steger et al., ２００６），これはおそらく生きがい概

念においても有効な視座となりうるであろう。この区別を踏まえるならば，これまで

の研究であまり検討されてこなかった生きがいを探索することの意味についての心理

学的諸相を明らかにすることができるだろう。また，例えば「生きがいをすでに持つ

がゆえに探索しない」場合と，「生きがいを持たず，かつ探索もしない場合」等を区

別して検討することも可能となるはずである。

� 生きがいの幅と深さ ●●●●●●●●●●●●●●●

意味の源については，生きがい対象と類似の結果が見出されていることは先述した

通りであるが，人生の意味の心理学では，意味の幅（bredth），意味の深さ（depth）

という概念も提示されている（Reker & Wong, １９８８）。意味の幅とは，様々な意味
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の源を経験することである。意味の深さとは，意味のレベルともいわれ，定義は研究

者によって異なるが，明確で信頼でき，具体的・現実的な意味を持っていることや

（DeVogler―Ebersole & Ebersole, １９８５），自己没入的な意味から自己超越的な意味

までを含む意味の質として定義されている（Reker & Wong, １９８８；Rokeach,

１９７３）。筆者は，意味の深さは，幅広い意味の源を持っており，かつ各意味の源が一

貫した形でつながっていることとして規定できるのではないかという観点から概念化

し，その分析法を提案している（浦田，２０１３）。

生きがい研究においても，すでに個人が持つ生きがい対象の数と心身の健康との関

連はいくつか見られているが（例えば，星，２０１２；熊野，２００７），神谷（１９８０）も「経

験のしかたの深さ」（p．１９２）と論じていたその深さ・質についてはまだ検討が十分

でないところがあるかもしれない。今後，次項に述べるような生きがいの負の側面を

明らかにする上でも，これらの概念を精査する余地はあるだろう。

� 生きがいのダークサイド ●●●●●●●●●●●●●

最近，人生に意味を求めることが，必ずしも全てが健康につながるわけではなく，

意味を探索することや持つことによる負の側面があることが明らかになってきた。例

えば，意味が脅かされる経験が，迷信的な信念を強めることや（Routledge, Roylance,

& Abeyta, ２０１５），社会的阻害の経験が，意味の探索を媒介として，同じく迷信的な

信念へ影響することが示されている（Graeupner & Coman, ２０１７）。筆者の調査でも，

意味の探索と保有の差（探索―保有）が，情緒不安定性やストレス反応と相関するこ

とが示されている（浦田，２０１３）。

また，ハイネら（Heine, Proulx, & Vohs, ２００６）が提唱する意味維持モデル

（Meaning Maintenance Model：MMM）の枠組みでは，既有の意味が脅かされた

時，公平に扱われない時に，より憤りを抱きやすくなり，犯罪者に対してより懲罰的

になり，自国を批判する者を拒絶しがちになるなど，さまざまな反応が見られること

が指摘されている。

このような知見や理論モデルを踏まえるならば，生きがいにおいても，それが脅威

にさらされた時や，探しても見つからないと感じた時などには，身体的・精神的健康

や対人関係にネガティブな影響を与える側面があるのかもしれない。とすれば，例え

ば，既有の生きがいが脅威にさらされた際のネガティブな反応や，不適応的な生きが

いを持つことや生きがいを過度に求めることの弊害等についても検討する意味はある

だろう。
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おわりに―ポジティブ心理学２．０としての生きがい研究の可能性―

本格的な生きがい論の嚆矢ともいえる神谷（１９８０）の『生きがいについて』を改め

て紐解けば，その後，現在に至るまでの様々な研究の問題意識の多くは，神谷がすで

に論じていたことであることがわかる。さらに言えば，限界状況下にある人間の心理

とそこから新たな生きがいを見出す可能性を論じているあたりは，最近一般にも知ら

れるようになったレジリエンスなど，ポジティブ心理学の最新の議論にもつながる洞

察がある。

このレジリエンスも含め，最近，ポジティブ心理学の中でも，ポジティブ感情や認

知の様相のみならず，人生で起こりうるネガティブな出来事に対する心理についても

関心が高まっており，ポジティブ心理学２．０（positive psychology ２．０：Wong,

２０１１），実存的ポジティブ心理学（existential positive psychology : Wong，２００９），

第２の波（second wave positive psychology：Ivtzan et al., ２０１６）などと呼ばれる流

れが生まれつつある。ポジティブ心理学２．０を提唱するウォン（２０１１）は，これまで

のポジティブ心理学におけるポジティビティ偏重の傾向を指摘し，「幸福

（happiness）志向」に対して，「意味志向」の重要性を指摘する。さらに，ウォン（２０１２

b）は，この点を図４のような形で提示し，「成功マインドセット」と「意味マイン

ドセット」を提示している。このウォンの区別に従うならば，高齢者の生きがいを考

える際には，「サクセスフル・エイジング
９）

」とともに，「ミーニングフル・エイジン

グ」と呼ぶべき視点を取り入れてもよいのかもしれない。

これらのポジティブ心理学の見直しの背景にあるのは，人生で誰しも避けることが

できない種々の苦悩や死ぬべき運命への不安といった実存的な問題を捨象せず，そこ

に意味を見出す視点を持つべきであり，また実際，人はそこに意味を見出しうるとい

う考え方である。従来のポジティブ心理学からの反省として新たに出てきた視点であ

るが，実は，これは神谷が『生きがいについて』を通じて一貫して論じていたことで

あり，また多くの日本の生きがい研究の主軸となってきたのではないだろうか。とす

れば，生きがい研究は，まさに先んじてポジティブ心理学２．０を深めうる可能性を

持っていると言えるだろう。

以上，筆者はようやく生きがい研究に少し関わり始めたところに過ぎず（濱野・浦

田，２０１７），生きがい研究者にとっては「何を今さら」と感じる内容になっているこ

とを危惧するところだが，本論では人生の意味の心理学から生きがい概念への架橋を

試みた。筆者自身も，本来の生きがい概念は，日本発のポジティブ心理学の研究を深
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空虚

める上で，重要なキー概念となりうると考えている。今後，すでに日本独自の進展を

遂げてきた生きがいに関する学際的な研究が，人生の意味の心理学を媒介の１つとし

てポジティブ心理学へとリンクすることで，さらにそのふくらみと奥行きを増すこと

を期待して，この拙い小論を結ぶことにしたい。

【注】

１）拙著『人生の意味の心理学』では，欧米の研究を中心にレビューし，それにもとづいた研究を

行ったが，日本の研究については十分に扱えていなかった。また，日本版PILは古いバージョ

ンを用いていた上，初刷では付録のPILの評定尺度の記載に誤植があった。詳しくは京都大学

学術出版会のウェブページ（http : //www.kyoto-up.or.jp/book.php?id＝１８８５）を参照されたい。

今後，研究等でPILを利用される場合は，（株）システムパブリカ（http : //www.systempublica.

com）に問い合わせの上，最新版のPILテスト用紙と記録用紙を用いていただきたい。

２）欧米の心理学的研究で，meaning of lifeよりもmeaning in lifeのほうが好んで使用されるのは，

meaning in lifeは生きがいと同じく，心理的概念として扱うことが可能とみなされているから

であろう。

３）勿論，神谷（１９８０）は，生きがいを求める心を構成するものの１つとして，哲学的信念や宗教

的信仰など，広く深い意味への欲求もありうると指摘しているが，少なくとも，近年の生きが

い研究を見る限りは（長谷川・藤原・星，２０１５），生活の意味に相当する領域を生きがいと定

図４ 意味マインドセット 対 成功マインドセット

出典：Wong，２０１２ｂ，p．１ 翻訳は筆者による
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義し，研究されてきたことがうかがえる。

４）もっとも，先述した通り意味の源についての研究においては，「あなたの人生を意味あるもの

にしていることは何ですか？」というようなポジティブな価値を志向する問いにもとづいてい

るため，その多くは，これまでの研究でも見出されてきた生きがい対象とかなり近いカテゴリ

が見出されている。

５）ただし，神谷（１９８０）自身も苦悩の意味について論じている通り，生きがいを喪失するような

出来事自体がより深い生きがいへの洞察につながる可能性もあり，さらに言えば，そのプロセ

ス自体が生きがいであるという見方もできるであろう（生きがい感へのプロセス：熊野，

２０１２）。しかし，人生におけるネガティブな要素は，新たに生きがいを見出すきっかけとなる

ことはあっても，生きがいそのものとなることはないと言えるだろう。

６）ただし，神谷（１９８０）の言う「生きがい感」は，これら３つの要素を全て含んでいると言える。

神谷によれば，生きがい感は，単なる幸福感のみならず，「一層はっきりと未来へむかう心の

姿勢がある」（p．３０）ものであり，「意識的にせよ，無意識的にせよ，価値の認識がふくまれる」

（p．３２）である。前者は動機的要素に，後者は認知的要素についての言及であると言えよう。

７）ここに挙げたような具体的な技法名があるもの以外にも，個々の臨床実践において，人生に意

味を見出すことを支援するアプローチがあることは言うまでもない（例えば，藤原・大

下，２０１５；岡堂・PIL研究会，１９９３；Slattery & Park，２０１２；山田，２００２）。また，本文中で触

れなかった表中のアプローチは基本的には原典を参照していただきたいが，ロゴセラピーにつ

いては，日本ロゴセラピスト協会のウェブサイトや刊行物が参考になるであろう。究極的意味

技法については，浦田（２０１３）で解説している。哲学カウンセリングについては，ラービ

（Raabe，２０００ 加藤他訳 ２００６）の付録Ｃ「人生の意味の探究における諸階梯」を参照された

い。

８）筆者自身は，日々の臨床実践の場においては，人生の意味や生きがいの定義はことさらに限定

する必要はなく，一般の人々が漠然と抱く価値観や信念についての暗黙理論（Wong，１９９８）

の立場からゆるやかに用いてよいと考えているが，一方で実証的な研究の俎上に載せる場合や

各技法の効果を検証する際には，ある程度その概念についての内包と外延を明確化すべきであ

ると考えている。

９）生きがいとサクセスフル・エイジングの概念についての詳細な分析は，坂野（２０１３）を参照。
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２ 高齢者のボランティア活動
－生きがい・高次生活機能・背景要因－

服部 真治＜医療経済研究機構研究部研究員兼研究総務部次長，さわやか福祉財団研究アドバイザー＞

市田 行信＜株式会社政策基礎研究所代表取締役，千葉大学・日本福祉大学客員研究員＞

和田 有理＜株式会社政策基礎研究所主任研究員，千葉大学客員研究員＞
近藤 克則＜千葉大学予防医学センター社会予防医学研究部門教授，国立長寿医療研究センター老年学・社会科学研究センター老年学評価研究部長＞

はじめに

高齢者の地域での社会的活動の一つにボランティア活動があり，高齢者のボラン

ティア活動は一般的に高齢者自身の「生きがい」につながると考えられている
１）２）

。厚生

労働省も，『平成２８年版厚生労働白書』において「地域づくりの主要な担い手として，

高齢者を位置づけるということである。…支援を求める高齢者の役に立つことは，支

える側の高齢者にとっても生きがいとなり，心身の健康にもよい効果をもたらすだろ

う」（２２５頁）とするなど，政策上も注目されている。

しかし，意外なことに，高齢者の「生きがい」とボランティア活動との関連に着目

した実証研究はさほど多くない。本誌『生きがい研究』の第２１号に掲載された，長谷

川・藤原・星「２０００年から２０１４年までの我が国における生きがい研究の動向―生きが

い研究の「ルネッサンス」―」によれば，この１５年間の「生きがい」に関する研究１４４

編において，高齢者の「生きがい」とボランティア活動との関連について触れられて

いる論文はわずか１編に過ぎない。また，当該研究も「趣味」と「生きがい」を合わ

せて「趣味生きがい」とした上で「趣味生きがい」に関する地域横断調査を分析した

もので，ボランティア活動については「趣味生きがい」が「ある」と回答した者に現

在，取り組んでいる活動を自由記述させたところ，その一つとして挙げられたという

ことに留まる。

ボランティア活動は，「趣味」と「生きがい」のどちらかと問われれば，「生きがい」

と答える人が多いだろう。しかし，ボランティア活動をしている人ほど「生きがい」

を感じているのか，この調査ではわからない。また，「生きがい」があることが望ま

しいことは多くの人が認めても，「生きがい」を得る方法は確立していない。もし，

ボランティアをすることで「生きがい」を感じる人が増えるのならば，「生きがい」
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を持つ人を増やすためにも，超高齢社会の課題をボランティアの力で乗り切るために

も望ましいことである。

そこで小論では，「生きがい」とボランティア活動に着目する。まず，ボランティ

ア活動に着目する政策動向を見た後，果たしてボランティアをしている人の方が「生

きがい」があると回答する人が多いのか，高齢者のボランティア活動への参加状況と

参加意向，ボランティアは若い元気な高齢者しかできないのか，ボランティアを行う

高齢者の特徴，ボランティアをしている人の割合の市町村格差などを見ていく。

1 ボランティア活動に着目する政策動向

ボランティアに着目する政策動向に，介護予防・日常生活支援総合事業（以下，「総

合事業」という。）がある。「医療介護総合確保推進法
３）

」の施行に伴い，平成２７（２０１５）

年４月から，介護保険法に規定された総合事業が始まった。総合事業とは，市町村が

中心となって，地域の実情に応じて住民等の多様な主体による多様なサービスを充実

することにより，地域の支え合いの体制づくりを推進し，要支援者等に対する効果的

かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すものである。

その背景は，団塊の世代が７５歳以上となる平成３７（２０２５）年に向け，単身高齢者世

帯や高齢者夫婦のみ世帯，認知症高齢者の増加が予想されるなか，介護が必要な状態

になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるようにするため，市町村が中

心となって，介護だけではなく，医療や予防，生活支援，住まいを包括的に提供する

「地域包括ケアシステム
４）

」の構築が重要な政策課題となっていることにある。

高齢者の多くは要介護状態や要支援状態に至っておらず，また高齢期は加齢による

身体・認知機能の低下に加えて，親族や友人との死別などによる他者との交流の減

少，退職などによる役割の喪失などがあり，活動量が低下しやすい。総合事業の実施

に当たっては，厚生労働省のガイドライン
５）

において，「高齢者の地域の社会的な活動

への参加は，活動を行う高齢者自身の生きがいにつながり，また，介護予防や閉じこ

もり防止ともなること」から，「ボランティア活動との有機的な連携を図る等，地域

の人材を活用していくことが重要」とされている。
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2
ボランティア活動への参加は「生きがい」に
つながると言えるか

厚生労働省は厚生労働白書や総合事業のガイドラインにおいて，「高齢者の地域の

社会的な活動への参加は，高齢者自身の生きがいにつながる」などとしているが，一

方で，ボランティアを安上がりな労働力と見なす愚策との声
６）

もある。果たしてボラン

ティア活動は「生きがい」につながっているのだろうか。

ここでは，JAGES（Japan Gerontological Evaluation Study，日本老年学的評価研

究）プロジェクト（https : //www.jages.net/）のデータを用いて，生きがいとボラ

ンティアとの関連について検討する。この調査は，２０１３年１０月１日～１２月２日にか

け，要介護認定を受けていない６５歳以上の高齢者を対象に，１４道県３０市町村（２５保険

者）で１９５，３００名に５種類の調査票を無作為に割り付けて送付し，１３８，３００名から回答

を得たものである（回収率７０．８％
７）

）。分析に必要な項目に欠損のなかった１３１，２４６名の

データを用いた。ただし「生きがい」の変数を含む調査票は１種類の調査票のみであっ

たため２万人強である（表１～表３）。

まず，自身が参加している会やグループを問う質問のうち，ボランティア活動に関

する質問として，「ボランティアのグループ」，「見守りが必要な高齢者を支援する活

動」，「介護が必要な高齢者を支援する活動」への参加を問う設問に着目し，その回答

でボランティア活動の「参加者」と「非参加者」を把握した。いずれの活動について

も「どのくらいの頻度で参加していますか」という問いに対して，「週４回以上」「週

２～３回」「週１回」と回答した者を「参加者」とし，「月１～３回」「年に数回」「参

加していない」を「非参加者」とした。その結果，３つのボランティアに関する活動

に参加している者の割合は，それぞれ５．８％，２．１％，２．０％となった。

次に，この３つのボランティア活動の参加の有無別に「生きがいはありますか。」

に対して「はい」と回答した人の割合を比較した。その結果，生きがい「あり」と回

答した者は，参加者では９２．７％，９１．５％，８９．８％で，不参加者では８４．０％，８４．４％，

８４．４％だった。逆に言えば，生きがいが「ない」と回答した者は，ボランティア活動

の参加者では７．３～１０．２％と非参加者の１５．６～１６．０％の３分の２から半分であった。

３つの活動に共通して，参加者において「生きがい」ありと回答している高齢者の

割合は非参加者よりも高かった。ボランティア活動への参加が「生きがい」につなが

る可能性が示唆された。
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3
高齢者のボランティア活動への参加状況と
参加意向

この調査における「ボランティアのグループ」，「見守りが必要な高齢者を支援する

活動」，「介護が必要な高齢者を支援する活動」の参加状況は，「週１回」以上の参加

者は５．８％，２．１％，２．０％と低く，「月１回以上」に広げると１２．５％，４．０％，３．３％，

「年数回」以上では２０．５％，７．３％，６．０％であった。内閣府の平成２５年の調査（「高

齢者の地域社会への参加に関する意識調査」）においても，高齢者のグループ活動の参

表１ ボランティアのグループ（参加）と「生きがいはありますか。」のクロス表

生きがいはありますか。
合計

はい いいえ

ボランティアのグループ（参加） 非参加者 人数

％

１６，０３２

８４．０％

３，０５８

１６．０％

１９，０９０

１００．０％

参加者 人数

％

１，０３９

９２．７％

８２

７．３％

１，１２１

１００．０％

合計 人数

％

１７，０７１

８４．６％

３，１４０

１５．５％

２０，２１１

１００．０％

表２ 見守りが必要な高齢者を支援する活動と「生きがいはありますか。」のクロス表

生きがいはありますか。
合計

はい いいえ

見守りが必要な高齢者を支援する活動 非参加者 人数

％

１６，８３１

８４．４％

３，１１８

１５．６％

１９，９４９

１００．０％

参加者 人数

％

４０８

９１．５％

３８

８．５％

４４６

１００．０％

合計 人数

％

１７，２３９

８４．５％

３，１５６

１５．５％

２０，３９５

１００．０％

表３ 介護が必要な高齢者を支援する活動と「生きがいはありますか。」のクロス表

生きがいはありますか。
合計

はい いいえ

介護が必要な高齢者を支援する活動 非参加者 人数

％

１６，８５０

８４．４％

３，１１２

１５．６％

１９，９６２

１００．０％

参加者 人数

％

３４４

８９．８％

３９

１０．２％

３８３

１００．０％

合計 人数

％

１７，１９４

８４．５％

３，１５１

１５．５％

２０，３４５

１００．０％
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加状況は，平成１５年の５４．８％が平成２５年では６１．０％と増加しているものの，その活動内

容のうち「高齢者の支援」は，平成２５年で６．７％と低い割合に留まっている（グラフ１）。

一方，参加意向を見ると，内閣府の平成２１年の調査（「高齢者の地域におけるライ

フスタイルに関する調査」）では，安否確認の声かけ，話し相手や相談相手，ちょっ

とした買い物やゴミ出しなどの支援を実施したいという高齢者が８０％を超えている

（グラフ２）。地域におけるボランティア活動の力は可能性を秘めており，実際にボ

ランティア活動を行う高齢者をどのように増やしていくのかが課題と言える。

グラフ１ 高齢者のグループ活動

平成５年

平成１５年

平成２５年

３０．０

０．０

１０．０

２０．０

６０．０

４０．０

５０．０

７０．０

参
加
し
た
こ
と
が
あ
る

健
康
・
ス
ポ
ー
ツ

趣
味

地
域
行
事

生
活
環
境
改
善

生
産
・
就
業

教
育
・
文
化

安
全
管
理

高
齢
者
の
支
援

子
育
て
支
援

そ
の
他

（％）

６１．０
５４．８

４２．３

３３．７

２５．３
１８．９

２１．４２４．８
１７．９１９．０

１９．６

９．９ ９．０９．１
５．６ ８．４６．０３．９ ６．８６．７４．７ ６．７４．８３．６

６．７４．８４．２ ４．９
１．９

＊
３．６３．７

＊

注１：調査対象は，全国の６０歳以上の男女

注２：＊は，調査時に選択肢がないなどで，データが存在しないもの。

資料：内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（平成２５年）

グラフ２ 困っている世帯への手助け

２１．５

４５．９

１５．２ １２．８
７．７

５．１
１．７

１６．５

４．８ ３．３

２４．９

４．４

１２．３

１．２

１０．９

４．１ ３．１

３５．６

６．４
２．１４．４

１５．９

３．８

２６．７

５３．９

８０．３

１．０

２９．０

９０

８０

７０

６０

５０

４０

３０

２０

１０

０

（％）

ちょっとした
買い物や
ゴミ出し

安否確認の
声かけ

食事づくりや
掃除・洗濯の

手伝い

ちょっとした
力仕事

通院の送迎や
外出の手助け

話し相手や
相談相手

気軽にいける
自由な居場所

の提供

食事の
差し入れ

災害時の
避難の
手助け

その他 特に手助けは

しようと思わない
していない／

わからない 手助けをしている

しようと思う
手助けがある

（計）

（計）／
急に具合が
悪くなった

ときの手助け

実施している手助け

実施したい手助け

（３４８４）

（３４８４）

注：調査対象は，全国６０歳以上の男女

資料：内閣府「高齢者の地域におけるライフスタイルに関する調査」（平成２１年）
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4
ボランティア活動は若い元気高齢者しか
できないのか

総合事業は，一般介護予防事業と介護予防・生活支援サービス事業に分類されてお

り，一般介護予防事業はガイドラインにおいて「高齢者を年齢や心身の状況等によっ

て分け隔てることなく，住民運営の通いの場を充実させ，人と人とのつながりを通じ

て，参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進するととも

に，地域においてリハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する取組を推

進し，要介護状態になっても，生きがい・役割をもって生活できる地域の実現を目指

すこと」としている。

しかし，「要介護状態になっても，生きがい・役割をもって生活できる」と言って

も，特にボランティア活動の参加者については若い元気高齢者に限られるのではない

かという疑念もある。

そこで，上述したJAGES２０１３年調査の１３１，２４６名の高齢者データを用いて，３つの

ボランティア活動への参加と年齢，健康状態との関連について検討を行った。

まず，年齢について，６５歳以上６９歳以下，７０歳以上７４歳以下，７５歳以上７９歳以

下，８０歳以上８４歳以下，８５歳以上に５区分し，３つのボランティア活動への参加割合

を男女別に比較した。

その結果，ボランティアグループへの参加割合は男性女性とも７５歳以上７９歳以下が

最も高く，８５歳を超えても４％弱の高齢者が参加していることがわかった。また，「見

守りが必要な高齢者を支援する活動」，「介護が必要な高齢者を支援する活動」ともに

男性では年齢を問わずに１％台の参加割合であるが，女性では６５歳以上６９歳以下で

３％を超える参加割合が８５歳以上では１％未満と逓減していくことがわかった（グラ

フ３，グラフ４）。

次に，手段的日常生活動作（instrumental activities of daily living；IADL）などを

評価する老研式活動能力指標（１３点満点で高い得点ほど機能が高いことを意味する。）

の分布を，ボランティアに関する活動への参加・非参加群で比較した（表４～表７）。

３つの活動ともほぼ共通で，IADLに制限がない１３点満点の元気な高齢者は，ボラ

ンティアをしている者で約６割，ボランティアをしていない高齢者では約４割であ

り，ボランティアをしている高齢者で元気な高齢者の割合が高かった。一方で，ボラ

ンティアをしている高齢者の中でも，１３点満点の元気な高齢者は約６割に留まり，１２
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グラフ４ 年齢区分別ボランティア活動の参加割合（女性）

見守り

ボランティア

介護

年齢区分（５歳刻み）

６５－６９
０．０

１．０

２．０

５．０

３．０

４．０

６．０

７．０

７０－７４ ７５－７９ ８５＋８０－８４

（％）

８．０

参
加
割
合

（n＝５６，３３１）

（n＝５７，０４０）

（n＝５６，９６２）

５．９３％

３．３２％

３．１４％

６．４２％

３．１７％

２．７９％

６．４４％

２．３９％

１．９５％

５．６４％

１．４９％

１．３４％

３．９５％

０．８２％

０．７４％

「見守り」「介護」は，男性では年齢を問わずに１％台の参加割合だが，女性では年齢が上がるにつれて逓減

していく。

グラフ３ 年齢区分別ボランティア活動の参加割合（男性）

８．０

７．０

６．０

５．０

４．０

３．０

２．０

１．０

０．０

（％）

ボランティア

見守り

介護

８５＋６５－６９ ７０－７４ ７５－７９ ８０－８４

年齢区分（５歳刻み）

参
加
割
合

（n＝５２，０４３）

（n＝５２，３８１）

（n＝５２，３３５）

４．２７％ ６．４０％ ６．７０％ ５．５４％ ３．８３％

１．４３％ １．６３％ １．８２％ １．３９％ １．２８％

１．３６％ １．５５％ １．５８％ １．３０％ １．５６％
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○老研式活動能力指標

項目
配点

評価
１点 ０点

１ バスや電車を使って一人で外出ができますか はい いいえ

手段的ADL

２ 日用品の買い物ができますか はい いいえ

３ 自分で食事の用意ができますか はい いいえ

４ 請求書の支払ができますか はい いいえ

５ 銀行預金，郵便貯金の出し入れが自分でできますか はい いいえ

６ 年金などの書類が書けますか はい いいえ

知的ADL
７ 新聞などを読んでいますか はい いいえ

８ 本や雑誌を読んでいますか はい いいえ

９ 健康についての記事や番組に関心がありますか はい いいえ

１０ 友達の家を訪ねることがありますか はい いいえ

社会的ADL
１１ 家族や友達の相談にのることがありますか はい いいえ

１２ 病人を見舞うことができますか はい いいえ

１３ 若い人に自分から話しかけることがありますか はい いいえ

（古谷野亘ほか「地域老人における活動能力の測定―老研式活動能力指標の開発―」『日本公衆衛

生雑誌』３４，１０９～１１４頁，１９８７

表５ 見守りが必要な高齢者を支援する活動と老研式活動能力指標得点のクロス表

老研式活動能力指標得点
合計

１０以下 １１ １２ １３

見守りが必要な高齢者を

支援する活動

非参加者 人数

％

２３，０９４

２３．０％

１４，５５６

１４．５％

２２，４９９

２２．４％

４０，３９７

４０．２％

１００，５４６

１００．０％

参加者 人数

％

１５８

７．０％

１８２

８．１％

４１９

１８．７％

１，４８７

６６．２％

２，２４６

１００．０％

合計 度数

％

２３，２５２

２２．６％

１４，７３８

１４．３％

２２，９１８

２２．３％

４１，８８４

４０．７％

１０２，７９２

１００．０％

表４ ボランティアのグループ（参加）と老研式活動能力指標得点のクロス表

老研式活動能力指標得点
合計

１０以下 １１ １２ １３

ボランティアのグループ

（参加）

非参加者 人数

％

２２，６２０

２３．６％

１４，０２６

１４．６％

２１，４０６

２２．４％

３７，６９４

３９．４％

９５，７４６

１００．０％

参加者 人数

％

５２８

８．９％

５５２

９．３％

１，２４６

２０．９％

３，６３７

６１．０％

５，９６３

１００．０％

合計 度数

％

２３，１４８

２２．８％

１４，５７８

１４．３％

２２，６５２

２２．３％

４１，３３１

４０．６％

１０１，７０９

１００．０％
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点の高齢者が約２割，１１点や１０点以下の高齢者の参加割合もそれぞれ１割弱を占めて

いた。たとえ自らの生活に多少のしづらさを抱えていてもボランティア活動をする人

はおり，「支え手」になり得ることがわかった。

5 ボランティア活動を行う高齢者の背景要因の特徴

次に，ボランティア活動はどのような高齢者が行っているのか。様々な背景要因に

おいて，ボランティア活動を行う高齢者の割合がどれだけ違うかを検討した。

背景要因として「教育年数」・「等価所得」・「就労状態」・「最長職（最も長く

勤めた職）の職種」・「最長職の企業規模」を取り上げ，それらとボランティアに関

係する３つの活動との間でクロス集計を行った。

まず「教育年数」においては，３つの活動全てにおいて，教育年数が多い人ほど参

加と回答した人の割合が高い傾向が見られた。例えば介護が必要な高齢者を支援する

活動では，６年未満で１．０％に対し１３年以上教育を受けている高齢者では２．５％が参加

と回答した。

所得による傾向があるかどうかの検討においては，世帯人数の違いを考慮した「等

価所得」を用いた。等価所得とは世帯所得を世帯人数の平方根で割って算出したもの

であるが，３つの活動の全てにおいて等価所得との関連に傾向は見られなかった。

「就労状態」においては，３つの活動のうちボランティアグループへの参加におい

て，退職して現在就労していない高齢者が最も多く６．２％が参加と回答したが，見守

りが必要な高齢者を支援する活動，介護が必要な高齢者を支援する活動は就労してい

る高齢者の割合が多い傾向となった。これは見守りや介護を行う仕事に就労している

可能性があり，さらなる分析が必要と思われる。

「最長職」の職種においては，３つの活動全てにおいて，農林漁業職に参加と回答

表６ 介護が必要な高齢者を支援する活動と老研式活動能力指標得点のクロス表

老研式活動能力指標得点
合計

１０以下 １１ １２ １３

介護が必要な高齢者を

支援する活動

非参加者 人数

％

２３，０７８

２２．９％

１４，５６０

１４．５％

２２，４９５

２２．３％

４０，５３６

４０．３％

１００，６６９

１００．０％

参加者 人数

％

１６４

８．１％

１７９

８．８％

４０７

２０．１％

１，２７７

６３．０％

２，０２７

１００．０％

合計 度数

％

２３，２４２

２２．６％

１４，７３９

１４．４％

２２，９０２

２２．３％

４１，８１３

４０．７％

１０２，６９６

１００．０％
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した人の割合が低い傾向が見られた。農林漁業職は一般的に定年がなく，年金も少額

であるため，就労を続けている可能性がある。また，専門・技術職，管理職，事務職

において，ボランティアグループへの参加割合は高いが，より直接的な支援である見

守りや介護が必要な高齢者を支援する活動は他の最長職と同水準であった。

「最長職の企業規模」においては，ボランティアグループは企業規模が大きくなる

ほど参加者が多くなっていく傾向があるが，見守りが必要な高齢者を支援する活動，

介護が必要な高齢者を支援する活動は特に傾向が見られなかった。

表７ ボランティアや高齢者を支援する活動と諸要因との関連①

「ボランティ ア の グ

ループ」への参加

ｎ（％）

「見守りが必要な高齢

者を支援する活動」へ

の参加

ｎ（％）

「介護が必要な高齢者

を支援する活動」への

参加

ｎ（％）

教育年数

６年未満

６～９年

１０～１２年

１３年以上

その他

等価所得

低（－１９９万円）

中（２００－３９９万円）

高（４００－万円）

就労状態

就労している

退職して現在就労していない

職に就いたことがない

最長職

専門・技術職

管理職

事務職

販売・サービス職

技能・労務職

農林漁業職

農林漁業以外の自営職

その他

職に就いたことがない

企業規模

１～９人

１０～４９人

５０～４９９人

５００～９，９９９人

１万人以上

わからない

職に就いたことがない

６８（４．１）

１９５４（４．７）

２３５３（５．８）

１７８１（７．７）

５４（８．４）

２４３４（５．４）

２２０９（６．４）

５５１（５．７）

１１３５（４．７）

３９５８（６．２）

６５３（５．５）

１１６１（６．９）

５２０（７．５）

１１２７（６．６）

８４１（５．２）

７２９（５．１）

１８５（３．２）

２０２（４．５）

４８７（５．２）

２３６（４．４）

８０６（４．８）

１１５９（５．７）

１４２２（６．３）

１０８５（６．８）

６１８（７．２）

２４４（４．４）

２８５（４．３）

２４（１．４）

７１６（１．７）

９５１（２．３）

６２２（２．７）

２０（３．１）

９７４（２．１）

７８４（２．３）

２１６（２．２）

７５８（３．１）

１１７２（１．８）

２１３（１．７）

４２７（２．５）

１２９（１．８）

４２４（２．５）

３５７（２．２）

２４１（１．７）

８５（１．５）

１０３（２．３）

２０８（２．２）

９８（１．８）

３５１（２．１）

４５１（２．２）

５８４（２．６）

３２８（２．０）

１８４（２．１）

１０３（１．８）

１１２（１．７）

１６（１．０）

６４５（１．６）

８４４（２．１）

５８９（２．５）

１２（１．９）

９１０（２．０）

７０６（２．０）

１８９（１．９）

７９１（３．２）

１００６（１．６）

１６８（１．４）

４１４（２．５）

１２９（１．９）

３５５（２．１）

３３１（２．０）

２０４（１．４）

６２（１．１）

８８（１．９）

２１７（２．３）

８３（１．５）

３００（１．８）

４０４（２．０）

５３７（２．４）

３０１（１．９）

１７７（２．１）

９６（１．７）

９６（１．４）
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6
個人レベルのソーシャルキャピタル関連指標
との関連

次に，個人レベルのソーシャルキャピタル（社会関係資本
８）

）に関する変数との関連

について，「地域の人への信頼」・「地域の人が役に立とうとする」・「地域への愛

着」・「他の組織参加」，および社会的サポートの提供（「心配事や愚痴を聞いてあげ

る近隣の方がいる」・「看病や世話をしてあげる近隣の方がいる」）を取り上げ，そ

れらとボランティアに関係する３つの活動との間でクロス集計を行った（表８）。

「地域の人への信頼」においては，「とても信用できる」と回答したボランティア

グループの参加者が８．９％，見守りが必要な高齢者を支援する活動の参加者が３．３％，

介護が必要な高齢者を支援する活動が２．６％と，最も参加割合が高かった。また，３

つの活動全てにおいて次に「まあ信用できる」と回答した高齢者が続き，地域の人へ

の信頼と３つの活動参加割合には関連が見られた。

また，「地域の人が役に立とうとする」「地域への愛着」においても同様で，３つの

活動全てにおいて「とてもそう思う」「とても愛着がある」と回答した高齢者の参加

割合が最も高かった。また，概ね「まあそう思う」「まあ愛着がある」が次に続き，「地

域の人への信頼」とほぼ同様の傾向であった。

「他の組織参加」においては，まず３つの活動間の関連を見ると，ボランティアグ

ループの参加者は，「地域行事」，「町内会・自治会」，「地域環境改善」に続いて，「見

守りが必要な高齢者を支援する活動」が３５．３％，「介護が必要な高齢者を支援する活

動」が２９．８％であった。また，見守りが必要な高齢者を支援する活動と介護が必要な

高齢者を支援する活動はお互いに７割近い参加割合となり，同じ高齢者が両方の活動

をしていることが示唆された。それを除くと「地域行事」の参加割合が４７．８％，２５．２

％，１８．８％と，３つの活動全てにおいて最も高かった。なお，介護が必要な高齢者を

支援する活動の参加者については，他の２活動と比較すると全体的に他の組織の参加

割合が低くなる傾向が見られた。介護が必要な高齢者の方が見守りが必要な高齢者よ

りも状態像が重度と考えられ，介護が必要な高齢者を支援する高齢者の活動内容が厳

しい環境にある可能性が示唆された。

最後に，「心配事や愚痴を聞いてあげる近隣の方がいる」「看病や世話をしてあげる

近隣の方がいる」においては，「はい」と回答した高齢者の方が３つの活動いずれも

参加割合が高いことがわかった。それ自体がボランティア活動として行われている可
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能性もあるが，グループや活動に参加することで，日常の社会的サポートの提供も増

えていると思われる。

表８ ボランティアや高齢者を支援する活動と諸要因との関連②

「ボランティ ア の グ

ループ」への参加

ｎ（％）

「見守りが必要な高齢

者を支援する活動」へ

の参加

ｎ（％）

「介護が必要な高齢者

を支援する活動」への

参加

ｎ（％）

地域の人への信頼

とても信用できる

まあ信用できる

どちらともいえない

あまり信用できない

全く信用できない

地域の人が役に立とうとする

とてもそう思う

まあそう思う

どちらともいえない

あまりそう思わない

全くそう思わない

地域への愛着

とても愛着がある

まあ愛着がある

どちらともいえない

あまり愛着がない

全く愛着がない

他の組織参加

�ボランティア

�スポーツ

�趣味

�老人クラブ

�町内会・自治会

�学習・教養サークル

�介護予防・健康づくり

	特技や経験を他者に伝える


地域行事

�高齢者見守り

�高齢者の支援

子育て親の支援

�地域環境改善

心配事や愚痴を聞いてあげる近隣の方がいる

はい

いいえ

看病や世話をしてあげる近隣の方がいる

はい

いいえ

１０９３（８．９）

３７７４（６．２）

１１４２（４．０）

１５８（４．６）

２５（２．５）

６１５（９．９）

３２５９（６．６）

１８１３（４．５）

４２３（５．１）

４９（２．４）

２１５７（８．１）

３２８４（５．７）

５７８（３．５）

１５３（３．２）

２９（２．８）

２５３９（１３．６）

２８８９（１５．６）

９８２（２８．７）

９２６（３８．１）

９５７（２４．７）

１１７５（２３．０）

１１５９（３２．８）

２７８（４７．８）

７７０（３５．３）

５９１（２９．８）

４３５（１９．５）

６０７（３５．６）

１６３５（８．６）

４６６２（５．２）

５１３（１３．６）

５７８４（５．５）

４０６（３．３）

１３８２（２．２）

４４７（１．６）

６９（２．０）

１６（１．６）

２０４（３．３）

１２３０（２．５）

６４３（１．６）

２０３（２．４）

２８（１．３）

７９２（３．０）

１２０１（２．１）

２４０（１．４）

６９（１．４）

１４（１．４）

７７０（１３．６）

７５９（３．９）

８３６（４．４）

２６７（７．４）

３３１（１３．５）

２９８（７．４）

５７５（１０．８）

４１２（１１．４）

１４８（２５．２）

１４０９（６９．７）

２６８（１１．９）

２６１（１５．０）

８２２（４．３）

１５２９（１．７）

３３１（８．７）

２０２０（１．９）

３２５（２．６）

１２６５（２．０）

４３３（１．５）

６６（１．９）

１８（１．８）

１７８（２．９）

１０７１（２．２）

６３２（１．６）

１９３（２．３）

２５（１．２）

６５９（２．５）

１１１９（１．９）

２４１（１．４）

７６（１．６）

１０（１．０）

５９１（１０．５）

５９８（３．１）

７１３（３．７）

１８２（５．０）

２０９（８．６）

２５３（６．３）

５０１（９．４）

３７６（１０．４）

１１０（１８．８）

１４０９（６２．７）

２５７（１１．４）

２１７（１２．５）

５９２（３．１）

１５４４（１．７）

２４５（６．４）

１８９１（１．８）
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7
ボランティア活動を行っている高齢者の割合の
市町村格差

最後に，２０１３年にJAGESプロジェクトに参加した１４道県３０市町村（２５保険者）で，

ボランティア活動を行っている高齢者の割合にどの程度の差があるのかを確認する。

表９は，ボランティア活動に関連する３つの活動について市町村単位で参加割合を算

出し，ボランティアグループへの参加割合が大きい順に並べたものである。参考のた

めに平成２２年国勢調査人口等基本集計（総務省統計局）による当該市町村の人口密度

（１００人／�未満，１００～９９９人／�，１，０００人／�以上の３区分）と高齢化率を示した。

その結果，ボランティアグループへの参加割合は市町村により３．２倍（７．５～

２．３％，５．２ポイント）の差があり，同様に，見守りが必要な高齢者を支援する活動は

８．３倍（８．４～１．０％，７．４ポイント），介護が必要な高齢者を支援する活動は３．０倍（２．８

～１．０％，１．８ポイント）の差があることがわかった。

また，ボランティアグループへの参加割合の平均は，人口密度が１，０００人／�以上の

市町村が６．２％であったのに対し，１００人／�未満の市町村が４．８％，１００～９９９人／�の

市町村が４．９％と有意な差が見られた（グラフ５）（F（２，２７）＝５．５５３，p＜０．０５）。Tukey

のHSD法による多重比較を行ったところ、人口密度１，０００人／�以上の市町村は、１００

人／�未満の市町村ならびに１００～９９９人／�の市町村と比べてボランティアグループへ

の参加割合が有意に高いという結果が示された。

なお，ボランティアグループへの参加割合と，見守りが必要な高齢者を支援する活

動や介護が必要な高齢者を支援する活動の参加割合には，必ずしも一定の関連は見ら

れず，例えば，ＡＤ村はボランティアグループへの参加割合が２．３％と低い一方，見

守りが必要な高齢者を支援する活動への参加割合は４．０％（ボランティアグループへ

の参加割合が７．５％のＡ市は２．３％）と非常に高かった。

また，高齢化率との関連について，ボランティアグループの参加割合については明

らかな関連が見られなかった。一方，見守りが必要な高齢者を支援する活動について

はＮ町が高齢化率４７．６％で８．４％，ＡＤ村が高齢化率３８．３％で４．０％と高く，相関を見

るとr＝０．７９（p＜０．０１）と強い相関が見られた（グラフ６）。また，介護が必要な高

齢者を支援する活動についても，r＝０．４５（p＜０．０５）と弱い相関が見られた。
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表９ 市町村別ボランティア参加割合

市町村 人口密度 高齢化率
ボランティアの

グループ（参加）

見守りが必要な高齢

者を支援する活動

介護が必要な高齢者

を支援する活動

Ａ １，０００人／�以上 ２０．１％ ７．５２％ ２．３２％ ２．３５％

Ｂ １，０００人／�以上 １７．５％ ７．３８％ ２．５９％ ２．１９％

Ｃ １００～９９９人／� ２７．７％ ７．３４％ ４．１９％ ２．８４％

Ｄ １，０００人／�以上 １９．９％ ７．２２％ ２．１１％ ２．１０％

Ｅ １，０００人／�以上 １９．４％ ６．８７％ １．７２％ １．７３％

Ｆ １，０００人／�以上 ２３．１％ ６．７８％ ３．１４％ ２．５２％

Ｇ １，０００人／�以上 １９．９％ ６．７１％ １．２７％ １．３５％

Ｈ １，０００人／�以上 ２０．６％ ６．４８％ ２．０４％ ２．１９％

Ｉ １，０００人／�以上 ２１．２％ ６．３０％ ２．４８％ ２．３１％

Ｊ １，０００人／�以上 １９．８％ ６．２７％ １．６７％ １．４１％

Ｋ １００～９９９人／� ２３．７％ ６．０７％ １．９１％ １．９０％

Ｌ １００人／�未満 ２８．０％ ５．５５％ ２．８８％ １．７８％

Ｍ １００人／�未満 ２９．２％ ５．４５％ ２．１２％ １．８４％

Ｎ １００人／�未満 ４７．６％ ５．４３％ ８．３７％ ２．８３％

Ｏ １，０００人／�以上 ２３．２％ ５．４１％ ２．３４％ １．９９％

Ｐ １，０００人／�以上 ２０．１％ ５．３５％ １．９９％ １．７２％

Ｑ １００人／�未満 ２４．７％ ５．３１％ １．８１％ １．５７％

Ｒ １００人／�未満 ３３．５％ ５．２６％ ２．９４％ ２．２４％

Ｓ １，０００人／�以上 １９．３％ ５．１７％ １．７３％ １．４８％

Ｔ １，０００人／�以上 １８．７％ ４．９６％ １．４２％ １．４２％

Ｕ １００～９９９人／� ２３．３％ ４．８５％ ２．０９％ ２．１３％

Ｖ １００～９９９人／� ３０．０％ ４．７６％ ２．８１％ ２．１６％

Ｗ １００～９９９人／� ２２．５％ ４．６４％ １．７０％ ０．９６％

Ｘ １００～９９９人／� １８．２％ ４．３９％ １．９１％ １．８８％

Ｙ １００～９９９人／� １９．８％ ４．３２％ １．５７％ １．５５％

Ｚ １，０００人／�以上 ２０．３％ ４．０４％ １．３８％ １．９５％

ＡＡ １００人／�未満 ２７．２％ ４．０１％ ２．０２％ ２．１３％

ＡＢ １００～９９９人／� ２９．６％ ３．８４％ １．２３％ １．３９％

ＡＣ １００～９９９人／� ２２．２％ ３．６６％ １．０１％ １．６２％

ＡＤ １００人／�未満 ３８．３％ ２．３２％ ４．０４％ ２．２３％
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8 主な知見から得られる示唆と限界

主な知見をまとめると，ボランティアをしている人は数％に留まるが，「生きが

い」ありとする人が多く，新しい総合事業などで社会からも期待されており，参加意

向を持つ人は８割もいて，後期高齢者であってもIADLが低下していても活動は可能

である。ボランティアグループに参加している高齢者の特徴は，「女性」，「高学歴」，

グラフ５ ボランティアグループの参加割合の人口密度３群間の分散分析

１０．０

９．０

８．０

７．０

６．０

５．０

４．０

３．０

２．０

１．０

０．０

（％）

（ｎ＝７） （ｎ＝９） （ｎ＝１４）

４．８％ ４．９％

６．２％

人口密度

参
加
割
合
の
平
均

p＜０．０５

p＜０．０５

１００～９９９人／　 １，０００人／　以上kmkm km２ ２ ２１００人／　未満
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「退職して現在就労していない」，「農林漁業職ではない」，「最長職の企業規模が大き

い」傾向がある。また，個人のソーシャルキャピタルがある高齢者や「地域行事」や

「町内会・自治会」への参加者，社会的サポートの提供者にボランティア参加者が多

かった。さらに，市町村間でボランティアをしている割合に大きなバラツキがあり，

人口密度が高く高齢化率が高い市町村で多い傾向があることがわかった。

以下，いくつかの視点から示唆を引き出してみたい。

� ボランティア活動の３者にとっての有用性●●●●●●●

藤原らによれば，高齢者のボランティア活動への参加が高齢者自身の心身の健康

度，特に心理的健康度（生活満足度，自尊心，生きる意欲など）においてポジティブ

な効果があることが主に北米での実証的研究で報告されている
９）

。今回得られた結果

は，日本においても同様にボランティア活動が生きがい創出につながる可能性を示唆

する。総合事業などにおいては，特に高齢者世代内でのボランティア活動が期待され

ているが，高齢者が次世代の育成や支援に参画することを推奨する世代間交流型活動
１０）

は子育て世代など，支えられる側や社会全体にとっても有用と考えられる。つまり，

ボランティア活動は，①ボランティアをする人，②見守られ支えられる人，③広くは

社会にとっても意味があると思われる。

� ボランティア活動支援策の可能性 ●●●●●●●●●●

一部に，都市部は人間関係が希薄になっておりボランティア活動等の互助活動は難

しいとか，一方で地方は地域のつながりは強く，その中における互助活動は多いもの

の，ボランティア活動として行われているものは少なくボランティア活動の担い手も

高齢化と人口減少により見当たらないといったボランティアの育成に消極的な声があ

る
１１）

。しかし，今回の分析では，都市部でボランティア参加割合が高く，高齢化率が高

い市町村ほど見守り支援活動の参加割合が高い傾向があった。

ボランティア活動への参加意向がある高齢者が８割もいること，７５～７９歳が最もボ

ランティア参加割合が高い年齢層であること，活動能力に制限がある者がボランティ

ア活動参加者の４割を占めていること，市町村間の参加割合に３．０～８．３倍もの差があ

ることなどから，市町村が支援的な環境をつくる政策によって，今よりもボランティ

ア参加者を増やし，生きがいを持つ人が多いまちづくりはできる可能性がある。

実際に，意図的な取り組みによってボランティアが９倍に増えたという愛知県武豊

町
１２）

や，いきいき百歳体操のリーダーをするボランティアを養成した市町村の事例
１３）

が報
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告されている。

� ボランティア参加者を増やす手がかり ●●●●●●●●

ボランティアグループ参加高齢者の特徴からは，女性，高学歴，退職して現在就労

していない，最長職が農林漁業職ではなく，企業規模が大きかった高齢者が，より参

加しやすいと考えられる。また，最長職が専門・技術職，管理職，事務職の人の場

合，直接的な支援である見守りや要介護高齢者支援よりも，間接的な支援活動の方が

参加しやすいのかもしれない。以前からボランティアをしていた人が「私を待ってい

る人がいる」と虚弱になって以降もボランティア活動を継続している例があることか

ら，退職前後の高齢者への働きかけが有用かもしれない。

また，ソーシャルキャピタル関連指標との関連も見られたことから，人と人とのつ

ながりを強化していくことがボランティア活動の促進に寄与する可能性も示唆され

た。介護保険や高齢者福祉の担当課だけでなく，地域づくりに関わる他部署あるいは

NPOなど地域の担い手との共同にも可能性があると言えそうである。

� 本研究の限界と今後の課題 ●●●●●●●●●●●●

本研究は，横断分析に基づくので，逆の因果関係を排除できない。例えば，生きが

いを持っている人がボランティアに参加するなどの逆の因果関係である。しかし，冒

頭で紹介したように，趣味生きがいの内訳としてボランティアと記載する人がいたこ

とが報告されていることから，ボランティアが生きがいになっている人がいることは

間違いない。またボランティア活動参加者が，もともと健康であったことも考えられ

る。しかし，それだけではないことは，縦断研究において地域活動への参加者ほど，

主観的健康感
１４）

や要介護認定
１５）

でみた健康を保持していた報告があることからわかる。今

後，どのような人がボランティアに参加しやすいのか，加齢によって身体機能や認知

機能が衰え始めて以降の活動継続要因などに関する縦断研究が必要である。

ソーシャルキャピタル関連指標については，今回は個人レベルの分析に留めたが，

個人単位で見られた関連が地域単位でも見られるとは限らず
１６）

，個人の要因を考慮して

も集落単位のソーシャルキャピタルには地域差が確認されており
１７）

，今後地域レベルに

ついての検討も必要である。特に，どのような地域に，どのような意図的な介入を行

うことで個人レベルのソーシャルキャピタル
１８）

やボランティアを増加させられるのかを

検討する研究が必要だろう。

地域差については，今回のデータは（約１４万人分の大規模データであるが）市町村
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数にすればわずか３０市町村に過ぎない。また用いた地域特性は，３区分した人口密度

と高齢化率のみである。今後，ボランティア参加割合の高い地域特性の解明や地域診

断指標の開発
１９）

などのために，政令指定都市の行政区や市町村の日常生活圏域など，よ

り小さい地域を分析単位とし，第１次産業就業者比率など他の地域特性を考慮した分

析が望まれる。参加割合が高い市町村の特性や取り組みから，支援策の手がかりを引

き出す研究も有益だろう。

まとめ

ボランティアをしている人は数％に留まるが「生きがい」ありとする人が多く，７５

～７９歳が最もボランティア参加割合が高い年齢層であり，活動能力に制限がある者が

ボランティア活動参加者の４割を占めていた。ボランティアグループ参加高齢者の特

徴からは，女性，高学歴，退職して現在就労していない，最長職が農林漁業職ではな

く，企業規模が大きかった高齢者が，より参加しやすいと考えられる。また，都市部

でボランティア参加割合が高く，高齢化率が高い市町村ほど見守り支援活動の参加割

合が高い傾向があった。退職前後の高齢者への働きかけが有効である可能性があり，

最長職が専門・技術職，管理職，事務職の人の場合，直接的な支援である見守りや要

介護高齢者支援よりも間接的な支援活動の担い手として期待できる可能性がある。

ボランティア活動への参加意向がある高齢者が８割もいること，市町村間に参加割

合に３．０～８．３倍もの差があること，人と人とのつながりを強化していくことでボラン

ティア活動の促進に寄与する可能性が示唆されたことから，市町村が介護保険や高齢

者福祉の担当課だけでなく，地域づくりに関わる他部署あるいはNPOなど地域の担

い手と共同し，支援的な環境をつくる政策を進めることによって，今よりもボラン

ティア参加者を増やし，生きがいを持つ人が多いまちづくりをできる可能性がある。
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３ 生きがい再考：生きがいの構造，
生きがいの相関者，及び生きがい
の年齢的変遷と男女差

西村 純一
＜東京家政大学人文学部教授＞

はじめに

１９９１年に発足したシニアプラン開発機構の「生きがいに関する研究会」（座長 斉

藤茂太，メンバー１６名）に参加したのが，筆者の生きがい研究の始めである。以来，

シニアプラン開発機構の「サラリーマンの生活と生きがいに関する調査」には４回参

加した（シニアプラン開発機構，１９９２；１９９７；２００２；２００７）。また，勤務先の大学の

卒業生を対象とし，シニアプランの生きがい調査の内容を一部利用し，「成人女性の

生きがいに関する生涯発達心理学的研究」を行った（西村・大井・井上・井森，２００７；

大井・井上・井森・西村，２００７；井上・井森・西村・大井，２００７；井森・西村・大

井・井上，２００７）。本稿では，シニアプラン開発機構の第３回の「サラリーマンの生

活と生きがいに関する調査」の追加分析（シニアプラン開発機構，２００３；西村，２００５

ａ；２００５ｂ）をもとにして，「ふつうの人々は生きがいをどのように感じているのか」

「生きがいの感じ方にはどのようなことが関係しているのか」「生きがいの感じ方は

どのように年齢的に変遷していくのか」「そうした生きがいの年齢的変遷には男女差

はあるのか」といった問題を再考する。また，追加分析のなかで使用した限定回答法

のデータの新たな分析法の有用性について若干の検討を加えることとする。

� 問題 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

シニアプラン開発機構の第３回の「サラリーマンの生活と生きがいに関する調査」

の追加分析を行ったとき，次のような問題意識をもった。

生きがいに関する調査研究を進めていく上で，欧米の先進的な主観的幸福感や生活

満足度の研究が注目されていた。古谷野（２００３）によると，欧米では，モラール

（Morale）や生活満足度（Life satisfaction）という操作的概念を用いて幸福な老い
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の程度を測り，幸福な老いの規定要因を探る研究が進められてきた。Neugarten, B.

L. ら（１９６１）の生活満足度尺度Ａ（Life Satisfaction Index A：LSIA）やLawton, M.

P.（１９７５）のPGCモラール・スケール（Philadelphia Geriatric Center Morale Scale），

及びその改訂版が代表的なものである。また，Larson, R.（１９７８）によって，これら

の尺度に共通する感情の連続体の総称として，Subjective well―beingという語が提案

され，広く普及している。そして，Subjective well―beingを規定する要因の検討が

種々行われ，健康度，身体的障害の程度，社会経済的地位，年齢，人種，性，職業の

有無，配偶者の有無，交通の便，住宅，社会的活動などとの関連性が示された

（Larson, R.,１９７８）。

日本においても，Subjective well―beingは主観的幸福感と翻訳され，一般的な幸福

感とは区別されている。また，こうした主観的幸福感に関する尺度の日本版やその改

訂版が作成され，これらの尺度を利用し日本人の生きがいに関する研究が多数行われ

るようになった（杉山・他，１９８１；古谷野，１９８１；２００３）。しかし，こうした主観的

幸福感は，わが国固有の概念といわれる「生きがい」とは異なるものであり，「生き

がい」の代用として使えるかとなると疑問に思われた。シニアプラン開発機構の生き

がいに関する研究会の第２代の座長を務めた東清和は，主観的幸福感は幸福な老いの

結果を測定しているに過ぎず，そのプロセスを無視していると指摘し，欧米でも最

近，批判されるようになっていると述べている（東，１９９９）。

したがって，日本人の幸福な老いの問題を検討するためには，主観的幸福感では物

足りず，わが国固有の「生きがい」についてもっと探求してみる必要があると思われ

る。他方，わが国の生きがい研究においては，神谷（１９６６）や小林（１９８９）など生き

がい論は盛んに行われてきたが，欧米の主観的幸福感の研究のように日本人の幸福な

老いを反映する生きがいの連続体の抽出には必ずしも成功しておらず，生きがいの感

じ方を操作的に定義して測定し，生きがいの感じ方の規定要因を探るアプローチはほ

とんど行われていなかった。

「サラリーマンの生活と生きがいに関する調査」では，個々のサラリーマンの生き

がいの感じ方を生きがい感（生きがいを感じている精神状態を意味しており，本稿で

は生きがい感と呼ぶことにする），生きがい対象（生きがい感を感じさせる源泉），生

きがい感の獲得の場という３つの面から調査している。また，この調査では，回答を

２つ以内ないしは３つ以内で選ばせる限定回答法を使用している。この方法は，用意

した選択肢から優位な生きがいの感じ方を浮かびあがらせる方法としては利点もある

が，カテゴリカル・データであったために，因子分析のような方法で生きがいの感じ
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方に関する尺度を抽出し，その尺度に影響を及ぼす要因を検討することはできなかっ

た。

そこで，一つの試みとして，カテゴリカル・データの分析方法の一つである等質性

分析（石村，２００１；Meulman, J. & Heiser, W.２００１）を使い，生きがいの感じ方の次

元（尺度）を抽出し，サンプルスコアを使って生きがいの感じ方と他のいろいろな変

数との関係を分析したり，生きがいの感じ方の年齢的変遷や男女差を検討してみた。

これが第３回の「サラリーマンの生活と生きがいに関する調査」のデータを用いて行っ

たフォローアップ調査である。興味深い結果は多数得られたが（シニアプラン開発機

構，２００３；西村，２００５ａ；２００５ｂ），十分な考察を経ないまま今日まできてしまっ

た。

� 本稿の目的 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●

本稿では，第３回の「サラリーマンの生活と生きがいに関する調査」のフォローアッ

プ調査で得られた結果（シニアプラン開発機構，２００３；西村，２００５ａ；２００５ｂ）をも

とに，生きがいの構造およびその年齢的変遷と男女差について再考することを目的と

している。なお，本稿では，フォローアップ調査の際の解釈や用語をかなり修正した

ことをあらかじめ断っておく。本稿では，次の３段階に分けて再考することにした。

① 生きがい感や生きがい対象，生きがい感の獲得の場のそれぞれの回答の選択パ

ターンのデータを等質性分析によって分析し，抽出された次元によるカテゴリーの

空間的布置から生きがい感や生きがい対象，生きがい感の獲得の場を構成する次元

の解釈について再考する（これらの次元やこれらの次元によってとらえられる生き

がいの要素間の関係を本研究では生きがいの構造と呼ぶ）。

② それぞれの次元のサンプルスコアを従属変数，本調査で得られた他の変数を独立

変数とし，ステップワイズ法による重回帰分析を行った結果にもとづいて，生きが

いの構成次元がどのようなものを反映しているのか，どのような要因によって影響

を受けているのか，について再考する。

③ それぞれの次元のサンプルスコアを使って，生きがい感や生きがい対象，生きが

い感の獲得の場にどのような年齢的変遷があるのか，そこにはどのような男女差が

あるのか，について再考する。

� 調査対象 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

第３回の「サラリーマンの生活と生きがいに関する調査」では全国の厚生年金基金
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の加入者・受給者。対象者の年齢を３５～４４歳，４５～５４歳，５５～６４歳，６５～７４歳の４層

に分け，各層１，１００人強，計４，５０５人を対象とした。性別構成は厚生年金基金加入者・

受給者の性別構成に準じて，各年齢層とも男性３：女性１の比率とした。なお，男性

の５９．９％，女性の６３．１％が現役で，男性の４０．１％，女性の３６．０％が定年を経験してい

た。また，年齢区分別の現役率は３５～４４歳で９８．８％，４５～５４歳で９７．３％，５５～６４歳で

５１．６％，６５～７４歳で４．４％だった。企業の業態や設立形態など，基金の構成を反映さ

せて１７５基金を選定した。平成１３年１０月から１２月にかけて郵送調査を実施し，有効回

収数は３，１８９件，有効回収率は７０．８％だった。

� 調査内容 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

この調査では，それまでに行われた２回の「サラリーマンの生活と生きがいに関す

る調査」と同様に，ふつうのサラリーマンが感じているとみられる生きがい感に相当

するカテゴリーを９種類用意した（表１）。そして，相対的に強い生きがい感を浮き

彫りにするために，これらのカテゴリーから２つ以内を選択する限定回答法を行っ

た。以下，本研究ではこのデータに関する分析を生きがい感の分析と呼ぶことにす

表１ 生きがい感に関する質問項目

＜教示＞よく「生きがい」と言われますが，次の中で「生きがい」を表すのに最も適当なのはどれだと思い

ますか。あなたのお考えに最も近いものから２つまで選んでください。

１．生活の活力やはりあい

２．生活のリズムやメリハリ

３．心の安らぎや気晴らし

４．生きる喜びや満足感

５．人生観や価値観の形成

６．生きる目標や目的

７．自分自身の向上

８．自分の可能性の実現や何かをやりとげたと感じること

９．他人や社会の役に立っていると感じること

１０．その他（ ）

表２ 生きがい対象に関する質問項目

＜教示＞あなたは現在，どのようなことに生きがいを感じますか。（○は３つまで）

１．仕事 ８．子ども・孫・親などの家族・家庭

２．趣味 ９．友人など家族以外の人との交流

３．スポーツ １０．自分自身の健康づくり

４．学習活動 １１．ひとりで気ままにすごすこと

５．社会活動 １２．自分自身の内面の充実

６．自然とのふれあい １３．その他（ ）

７．配偶者
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る。

また，同様にして，生きがい対象（生きがいの源泉）に相当するカテゴリーを１２種

類用意し（表２），３つ以内を選択する限定回答法を行った。以下，このデータに関

する分析を生きがい対象の分析と呼ぶことにする。

さらに，本調査では，生きがい感の質問項目（表１）とは別に，そうした生きがい

感をどのような場で獲得したのか，「家庭」「仕事・会社」「地域・近隣」「個人的友人」

「世間・社会」「その他」「どこにもない」の７つの選択肢から２つ以内で選ばせる限

定回答法を行った（表３）。以下，このデータに関する分析を生きがい感の獲得の場

の分析と呼ぶことにする。

表３ 生きがい感の獲得の場に関する質問項目

＜教示＞生きがいに関連する�～�について，それらが次の家庭や仕事・会社などどこで得られるか，あて

はまるものを，それぞれ２つまで選んでください。

家
庭

仕
事
・
会
社

地
域
・
近
隣

個
人
的
友
人

世
間
・
社
会

そ
の
他

ど
こ
に
も
な
い

�生活にはりあいや活力をもたらし
てくれるのはどこですか………………………１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

�生活のどの場で，リズムやメリハ
リがつきますか…………………………………１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

�心の安らぎや気晴らしを感じるの
は，どこが多いですか…………………………１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

�生活のどの場で，喜びや満足感を
感じることが多いですか………………………１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

�あなたの人生観や価値観に影響を
与えているのは，どこの人ですか……………１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

�生活の目標や目的は，どこにある
と感じますか……………………………………１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

	どの場での生活が自分自身を向上
させていると考えますか………………………１ ２ ３ ４ ５ ６ ７


自分の可能性を実現したり，何か
をやりとげたと感じるのは，どの
場でのことが多いですか………………………１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

�自分が役に立っていると感じた
り，評価を得ているのは，どの場
でのことが多いですか…………………………１ ２ ３ ４ ５ ６ ７
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１００

８０

６０

４０

２０

０

－２０

－４０

－６０

－５０ －４０ －３０ －２０ －１０ ０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０

（注）原点付近省略

心の充実← →心の安定

人
間
的
成
長
↑

↓
生
き
る
糧

人生観

向上

リズム

安らぎ

はりあい

目標喜び

自己実現 有用感

1 生きがいの構造

� 生きがい感の構造 ●●●●●●●●●●●●●●●

９種類の生きがい感の回答の選択パターンの等質性分析により２つの次元を抽出し

た。「その他」という回答は選択率が少なく，かつ内容が不確定のため分析から除外

した（以下，生きがい対象の分析や生きがい感の獲得の場の分析においても，同じ理

由で「その他」の回答は分析から除外した）。図１は，この２次元により生きがい感

の９つのカテゴリーの布置を示したものである。なお，煩雑になるためカテゴリーの

ラベルは簡略にしてある（以下，生きがい対象の分析や生きがい感の獲得の場の分析

においても，同じ理由でカテゴリーのラベルを簡略にしてある）。

第１次元は，「生きる喜びや満足感」「自己実現や達成感」などをマイナスの方向，

「心の安らぎや気晴らし」「生活のリズムやメリハリ」などをプラスの方向に位置づ

けている。したがって，第１次元は，「心の充実を反映した生きがい感」対「心の安

定を反映した生きがい感」を判別していると考えられる。また，心の充実と心の安定

のどちらにウェイトがあるかによって，個々人の生きがい感の感じ方が大きく違って

くることを示している。

図１ 生きがい感のカテゴリー間の関係

出典：シニアプラン開発機構，２００３；西村，２００５ａを一部修正
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（注）原点付近省略

内面充実

学習
友人

社会活動
仕事

ひとり気まま

自然とのふれあい

趣味

健康づくり
スポーツ

家族

拘束されない← →仕事と家庭

↓
か
ら
だ
の
健
康

配偶者

心
の
健
康
↑

第２次元は，「生活の活力やはりあい」「心のやすらぎや気晴らし」などをマイナス

の方向に，「人生観や価値観の形成」「自分自身の向上」などをプラスの方向に判別し

ている。したがって，第２次元は，「生きる糧となるような生きがい感」対「人間的

成長を反映した生きがい感」を判別していると考えられる。「心のやすらぎや気晴ら

し」は心の安定につながる側面とともに生きる糧につながる側面とがあることを示唆

している。また，生きる糧と人間的成長のどちらにウェイトを置いているかによっ

て，個々人の生きがい感の感じ方が大きく違ってくることを示している。

� 生きがい対象の構造 ●●●●●●●●●●●●●●●

１２種類の生きがい対象のカテゴリーの選択パターンの等質性分析により２つの次元

を抽出した。図２は，この２次元により生きがい対象の１２カテゴリーの布置を示した

ものである。第１次元は，「ひとりで気ままにすごす」「自然とのふれあい」などをマ

イナス方向に，「仕事」「配偶者・結婚生活」「子ども・孫・親などの家族・家庭」な

どをプラス方向に位置づけている。したがって，第１次元は，「拘束されない生活か

ら得られる生きがい対象」対「仕事と家庭を大切にする生活から得られる生きがい対

象」を判別していると考えられる。また，拘束されない生活と仕事と家庭を大切にす

る生活のどちらにウェイトがあるかによって個々人の生きがい対象が大きく違ってく

ることを示している。

図２ 生きがい対象のカテゴリー間の関係

出典：シニアプラン開発機構，２００３；西村，２００５ｂを一部修正
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Ａ：はりあい

Ｂ：リズム

Ｃ：安らぎ

Ｄ：喜び

Ｅ：人生観

Ｆ：生活目標

Ｇ：向上

Ｈ：自己実現

Ｉ：有用感

C３ E３ D３
F３

A３
B３

G３
H３
I３

地域・社会

世間・社会

→地域・社会

（注）原点付近省略

H１
G１

I１
E１ B１
D１ A１

F１C１

家庭

仕事・会社

仕事・会社←

個人的友人

共
同
体
的
つ
な
が
り
↑

↓
私
的
つ
な
が
り

C２E２ F２
D２

A２

G２
H２

B２
I２

E５
H５

I５ G５ D５

C５B５A５C４

A４
B４

D４
G４

I４ H４
F４

F５

E４

第２次元は，「健康づくり」「スポーツ」などをマイナス方向，「自分自身の内面の

充実」「ひとりで気ままにすごす」などをプラス方向に位置づけている。したがって，

第２次元は，「からだの健康志向の生きがい対象」対「心の健康志向の生きがい対象」

を判別していると考えられる。「趣味」がからだの健康志向の生きがい対象に位置し

ているのは，趣味がなんらかの身体活動を含んだ活動が多く，からだの健康によいこ

とを示唆している。また，「学習」「友人」などは心の健康志向に位置しているが，「学

習」は認知機能の維持という点で心の健康に結びついているし，「友人」は友人との

コミュニケーションが心の健康や認知機能の維持につながっていることを示唆してい

る。また，からだの健康志向と心の健康志向のどちらにウェイトがあるかによって

個々人の生きがい対象が大きく違ってくることを示している。

� 生きがい感の獲得の場の構造 ●●●●●●●●●●●

生きがい感の獲得の場の選択肢の一つとして「どこにもない」という回答も用意さ

れたが，この選択率が少ないので分析から除外した。したがって，９種類の生きがい

感について６つの選択肢から２つ以内で選んだ選択パターンを等質性分析にかけるこ

とにした。その結果，図３に示すような布置が得られた。

生きがい感の構造の分析結果（図１）では，生きがい感の９種類のカテゴリーは互

図３ 生きがい感の獲得の場の空間的布置

出典：シニアプラン開発機構，２００３を一部修正

第１編 研究発表

―55―



いにかなり離れた位置に布置され，それらの関係から第１次元は「心の充実」対「心

の安定」の判別次元を，第２次元は「生きる糧」対「人間的成長」の判別次元を示し

ていると考えられた。しかし，図３により生きがい感の獲得の場という視点からみる

と，これらの次元はみられず，同じ場のなかで獲得される生きがい感はたとえ生きが

い感の種類は異なっていても互いに空間的にきわめて近い関係にあることが示され

た。例えば，図１では「生きる喜びや満足感」と「心の安らぎや気晴らし」とは第１

次元の対極にあり，互いにきわめて遠い存在だったが，仕事・会社という場のなかで

は互いにきわめて近い関係にある。家庭や地域などほかの場についても同様のことが

言える。したがって，同じ場においては互いに異なる生きがい感のカテゴリーであっ

てもきわめて近い関係にあるということがわかる。

それに対して，たとえ同じ種類の生きがい感のカテゴリーであっても，その種類の

生きがい感が獲得される場が違えばかなり遠い関係になってしまうということがわか

る。例えば，同じ「生きる喜びや満足感」という生きがい感であっても仕事・会社で

獲得されるそれと，地域で獲得されるそれとではきわめて遠い関係にあり，まるで

違ったものとして受け止められている。このことから生きがい感には場の規定性が強

く作用しているということが言えると思われる。私たちは，生きがい感を議論する場

合，生きがい感の種類に注意がいきがちであるが，その生きがい感がどのような場で

獲得されたものであるかということをもっと強く意識して考える必要があるだろう。

このような観点からあらためて図３をみると，第１次元は，仕事・会社の場で獲得

される生きがい感や家庭の場で獲得される生きがい感をマイナス方向，地域・社会の

場で獲得される生きがい感や世間・社会の場で獲得される生きがい感をプラス方向に

位置づけている。したがって，第１次元は，「仕事・会社の場で獲得される生きがい

感」対「地域・社会の場で獲得される生きがい感」を判別していると考えられる。ま

た，仕事・会社の場と地域・社会の場のどちらにウェイトがあるかによって，個々人

の生きがい獲得の場が大きく違ってくることを示している。

家庭という場が仕事・会社の場のマイナス方向に位置しているのは，仕事・会社で

獲得される生きがい感と家庭で獲得される生きがい感が意外と近い関係にあることを

示しているように思われる。多くのサラリーマンは通常，「仕事のため」だけではな

く「仕事のためそして家庭のために頑張っている」と考えられるからである。また，

世間・社会という場が地域・社会の場のプラス方向に位置しているのは，世間・社会

という場が地域・社会の延長線上にあることを示しているように思われる。

それに対して，第２次元は，個人的友人の場で獲得される生きがい感をマイナス方
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向，地域・社会の場で獲得される生きがい感や仕事・会社の場で獲得される生きがい

感，家庭の場で獲得される生きがい感をプラス方向に判別している。私的つながりの

対極にあって，地域・社会，仕事・会社，家庭に共通しているのは共同体的なつなが

りないし組織的なつながりであると考えられる。したがって，第２次元は，「私的つ

ながりで獲得される生きがい感」対「共同体的つながりの場で獲得される生きがい感」

を判別している次元であると考えられる。また，私的なつながりの場と共同体的なつ

ながりの場のどちらにウェイトがあるかによって，個々人の生きがい獲得の場が大き

く違ってくることを示している。

2 生きがいの相関者

生きがいの構造の分析において得られたそれぞれの次元のサンプルスコアと本調査

で調べているほかの変数との相関関係を分析し，生きがいの構成次元がどのようなも

のを反映しているのか，どのような要因によって影響を受けている可能性があるのか

分析する。

� 生きがい感の相関者 ●●●●●●●●●●●●●●●

生きがい感を構成する２つの次元をそれぞれ従属変数，同時に調査した種々の変数

を独立変数としたステップワイズ法による重回帰分析を行った結果（図表省略），生

きがい感の選択には様々な変数が関係していることが示された（シニアプラン開発機

構，２００３）。

それらの主要な結果を要約すると，第１次元のマイナス方向の心の充実には，「出

世より興味のある仕事に専念したい」「色々なことに興味をもちチャレンジする」「健

康度に満足している」「仕事をするからには多少無理しても出世したい」「いつも目標

に向かって突き進む」などが関係していた。したがって，第１次元のマイナス方向の

心の充実には，仕事における達成欲求が強く関係しているとみられる。健康度に満足

しているというのも，健康度が仕事の達成度に関係しているためと推測される。さら

に，こうした仕事の達成欲求は，人間の根源的な充実欲求から派生しているように思

われる。また，仕事の達成欲求と関係している生きがい感は，人間の充実欲求が満た

されている精神状態を反映していると考えられる。

それに対して，第１次元のプラス方向の心の安定は，「仕事は生計を立てるための

手段にすぎない」「無理せずマイペースで進む」「子どもや孫の誕生があった」「自然
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とのふれあいに満足している」などが関係していた。したがって，第１次元のプラス

方向の心の安定は仕事に拘束されないマイペースのライフスタイルや孫との交流など

安住の地での生活を想起させる。さらにいえば，こうした心の安定や安住の地を求め

る欲求は，人間の根源的な安心欲求から派生しているように思われる。また，心の安

定に関係している生きがい感は，人間の安心欲求が満たされている精神状態を反映し

ていると考えられる。

他方，第２次元のマイナス方向の生きる糧は，「仕事は生計をたてるための手段に

すぎない」「配偶者と互いに頼りにしあうことが大切」「無理せずマイペースで進む」

「配偶者と共通の趣味をもつこと」「自由時間で家族のだんらんや家庭サービス」な

どが関係していた。したがって，第２次元のマイナス方向の生きる糧とは決してシャ

カリキになって生きるというのではなく，おだやかに無理せずにマイペースで生きる

ことから得られるものであり，配偶者や家族に対する愛情が生きる糧となることを示

していると思われる。また，生きる糧となる生きがい感は，人間の愛情欲求が満たさ

れている精神状態を反映していると考えられる。

それに対して，第２次元のプラス方向の人間的成長は，「他人にはない自分なりの

価値観をもつ」「配偶者と価値観や考え方を共有することが大切」「ボランティアなど

の社会的活動」「いつも目標に向かって突き進む」「自由時間で宗教活動・政治活動」

などと関係していた。したがって，第２次元のプラス方向の人間的成長は，内面生活

を重視する傾向や信念に基づく社会的活動を重視する傾向などと関係していると推測

される。また，このような人間的成長を求める生きがい感は，人間としての成長欲求

が満たされている精神状態を反映していると考えられる。

このようにみてくると，生きがい感は決して単純な生きがい感を感じている精神状

態であるとはいえず，ライフスタイルや価値観，人生の出来事と複雑に関連しあって

形成されてくる複合的な精神状態であると考えられる。また，人間の根源的な欲求が

深くかかわっていると考えられる。

� 生きがい対象の相関者 ●●●●●●●●●●●●●●

生きがい対象を構成する２つの次元をそれぞれ従属変数，同時に調査した種々の変

数を独立変数としたステップワイズ法による重回帰分析の結果（図表省略），生きが

い対象の選択には様々な変数が関係していることが示された（シニアプラン開発機

構，２００３）。第１次元のマイナス方向の拘束されない生活から得られる生きがい対象

は，「熱中できる趣味の満足度」「自然とのふれあいの満足度」「個人的な友人・仲間
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とのつきあい」などが関係していた。したがって，第１次元のマイナス方向の拘束さ

れない生活から得られる生きがい対象には，趣味重視，自然重視，友人・仲間重視な

どのライフスタイルや価値観が関係していると推測される。

それに対して，第１次元のプラス方向の仕事と家庭を大切にする生活から得られる

生きがい対象は，「仕事のはりあいの満足度」「自由時間に家族のだんらんや家庭サー

ビス」「現在の職業満足度・仕事の内容」「自分は配偶者を愛している」「子どもや孫

の誕生があった」などが関係していた。したがって，第１次元のプラス方向の仕事と

家庭を大切にする生きがい対象は仕事重視，家庭重視のライフスタイルや価値観，人

生の出来事が関係していると推測される。

他方，第２次元のマイナス方向のからだの健康志向の生きがい対象は，「熱中でき

る趣味の満足度」「趣味やスポーツのクラブ・サークル」「近隣との交流の満足度」「仲

間と趣味・スポーツ・学習」などが関係していた。したがって，第２次元のマイナス

方向のからだの健康志向の生きがい対象は，個人的な趣味重視，近隣や仲間との交流

重視のライフスタイルに関係していると推測される。

それに対して，第２次元のプラス方向の心の健康志向の生きがい対象は，「学習・

研究の会や教養教室」「友人・仲間の満足度」「社会的活動を通じて知り合った友人・

仲間」「他人にはない自分なりの価値観をもつ」「個人的な友人・仲間とのつきあい」

などが関係していた。したがって，第２次元のプラス方向の心の健康志向の生きがい

対象は，友人・仲間との交流も大切にしているが，学習や研究などの知的活動の重

視，社会的活動重視のライフスタイルに関係していると推測される。

このようにみてくると，生きがい対象もまた決して単なる対象の選択ではなく，ラ

イフスタイルや価値観，人生の出来事と複雑に関連しあって形成されていると考えら

れる。

� 生きがい感の獲得の場の相関者 ●●●●●●●●●●●

生きがい感の獲得の場の２つの次元をそれぞれ従属変数，同時に調査した種々の変

数を独立変数としたステップワイズ法による重回帰分析の結果（図表省略），生きが

い感の獲得の場の選択には様々な変数が関係していることが示された（シニアプラン

開発機構，２００３）。

第１次元のマイナス方向の仕事や会社の場で獲得される生きがい感は，「世帯年収

が高いこと」「収入の余裕」「現在の仕事内容に対する満足度が高いこと」「現在の職

業生活全体の満足度が高いこと」「現在の職場の人間関係・雰囲気に対する満足度が
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高いこと」などと関係していることが示された。また，家庭の場で獲得される生きが

い感も第１次元のマイナス方向にあり，仕事による収入，仕事内容，職場の人間関

係，職業生活の満足度がある程度関係していると推察される。このことは仕事・会社

の場で獲得される生きがい感は家庭の場で獲得される生きがい感と一体となって，お

そらく「仕事のため家庭のために頑張るという意識」につながっていることを示して

いると考えられる。

それに対して，第１次元のプラス方向の地域・社会の場で獲得される生きがい感

は，「定年後，社会活動を通じて知り合った友人・仲間とつきあうこと」「定年後，宗

教活動を通じて知り合った友人・仲間とつきあうこと」「定年後，近隣の人，地域で

知り合った友人・仲間とつきあうこと」「自由時間が多いこと」「自由時間に仲間と趣

味・スポーツ・学習などを行うこと」「自由時間に近隣の人とのつきあいや地域の用

事をすませること」などと関係していた。したがって，第１次元のプラス方向の地域・

社会の場で獲得される生きがい感は定年退職後にサラリーマンOBが地域・社会の場

で獲得する生きがい感を反映していると推測される。

他方，第２次元のマイナス方向にある私的つながりの場で獲得される生きがい感

は，「個人的な友人・仲間とのつきあい」「友人・仲間に対する満足度」などが関係し

ていた。したがって，この次元のマイナス方向の私的つながりの場で獲得される生き

がい感はほかの変数との相関において個人的友人・仲間と関係していたことが確認さ

れたことになる。

それに対して，第２次元のプラス方向の共同体的つながりの場で獲得される生きが

いは「近隣の人，地域で知り合った友人・仲間」「近隣の人とのつきあいや地域の用

事」「近隣との交流の満足度」「社会活動を通じて知り合った友人・仲間」「老人クラ

ブや地域の同好会」などとの関係が示された。したがって，共同体的つながりの場で

獲得される生きがい感は地域・社会の場での活動が関係していることが示されたとい

える。そのほかに，この次元は，「家族の理解・愛情に対する満足度」「家庭とのだん

らんや家庭サービス」「庭いじりや家事など家庭内の事」などとも関係していること

が示された。このことは，地域の交流を広げていく上で家庭が基盤であり，家庭円満

であることが地域との交流を深める上でも大切であることが示唆される。
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０．５

０．４

０．３

０．２

０．１

０

－０．１

－０．２

－０．３
３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳 ５０～５４歳 ５５～５９歳 ６０～６４歳 ６５～６９歳 ７０～７４歳

本人年齢区分（５歳きざみ）

男性

女性

↑

↓

心の充実

心の安定

3 生きがいの年齢的変遷と男女差

� 生きがい感の年齢的変遷と男女差 ●●●●●●●●●●

生きがい感の第１次元のサンプルスコアの平均値によって，男女別に年齢的変遷を

示したのが図４である。男女ともに年齢が高くなるにつれてサンプルスコアが高くな

る傾向があった。これは，年齢が高くなるにつれて，生きがい感が心の充実から心の

安定にシフトしていく傾向があることを示している。特に，男性のサラリーマンOB

は，６０歳代後半から７０歳代前半にかけて心の安定に生きがい感を感じる傾向が目立っ

ている。なぜ男性サラリーマンの方が女性サラリーマンよりも心の安定を求めている

のかという点が注目に値する。それだけ男性サラリーマンが女性サラリーマンに比べ

て人生の荒波を経験し，退職後は心の安定を求めるようになる傾向を反映しているの

だろうか。なお，本調査の対象となった女性は，サラリーマンとして長年働いてきた

女性であることを断わっておく。分散分析の結果，年齢差のみ有意で（Ｆ（７，３０９０）

＝４．２３，p＜０．００１），性差や交互作用は認められなかった。

また，第２次元のサンプルスコアの平均値によって，男女別に年齢差の変遷を示し

図４ 「心の充実（－）」対「心の安定（＋）」の次元のサンプルスコアの平均値の年齢差

と性差

出典：シニアプラン開発機構，２００３；西村，２００５ａを一部修正
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０．２

０．１

０

－０．１

－０．２

－０．３

本人年齢区分（５歳きざみ）

３５～３９歳 ４５～４９歳４０～４４歳 ５０～５４歳 ５５～５９歳 ６０～６４歳 ７０～７４歳６５～６９歳

女性

男性

↑

人間的成長

↓

生きる糧

たのが図５である。年齢が上がるとともに男女ともに生きる糧から人間的成長に生き

がい感がシフトする傾向がうかがわれた。年齢差のみ統計的に有意であった（Ｆ

（７，３０９０）＝２．８３，p＜０．０１）。性差や交互作用は認められなかった。これは，若

い頃は，生きる糧に生きがい感を感じる傾向が強いが，高齢になるとより人間的成長

に生きがい感を感じる傾向が強まることを示している。

もとより生きがい感は個人的なものであり個人差は大きいと思われるが，それにも

かかわらず心の充実から心の安定へ，また生きる糧から人間的成長へというこのよう

な年齢的変遷がみられたということは何が影響しているのだろうか。これはおそらく

加齢による影響というよりも，自分自身の衰えも含めて高齢期の環境へのポジティブ

な適応の現れなのではないかと思われる。高齢期の生きがい感にはそのようなポジ

ティブな適応の営みが反映されていると考えられる。

� 生きがいの対象の年齢的変遷と男女差 ●●●●●●●●

生きがい対象の第１次元の「拘束されない生活から得られる生きがい対象」対「仕

事と家庭を大切にする生活から得られる生きがい対象」のサンプルスコアの年齢的変

遷を男女別に示したものが図６である。男女とも年齢が上がるとともに仕事と家庭を

図５ 「生きる糧（－）」対「人間的成長（＋）」の次元のサンプルスコアの平均値の年齢

差と性差

出典：シニアプラン開発機構，２００３；西村，２００５ｂを一部修正
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女性

男性

本人年齢区分（５歳きざみ）

３５～３９歳 ４５～４９歳４０～４４歳 ５０～５４歳 ５５～５９歳 ７０～７４歳６５～６９歳６０～６４歳

↑
０．８

０．６

０．４

０．２

０

－０．２

－０．４

－０．６

－０．８

－１

仕事と家庭を大切

↓

拘束されない生活を大切

大切にする生活から得られる生きがい対象から拘束されない生活から得られる生きが

い対象にシフトする様子がうかがわれた。この結果は，若い頃は仕事と家庭を大切に

する生活から得られる生きがい対象に生きがいを感じるが，年をとるにつれて拘束さ

れない生活から得られる生きがい対象がよくなってくることを反映しているとみられ

る。また，女性サラリーマンは男性サラリーマンよりも仕事と家庭を大切にする生活

から得られる生きがい対象よりも拘束されない生活から得られる生きがい対象を求め

る傾向が強いという結果は，女性サラリーマンは男性サラリーマンに比べて責任ある

地位についている人が概して少ないことが影響していることが考えられる。これらの

年齢的変遷と男女差は統計的に有意であった（年齢差：Ｆ（７，３０９０）＝２８．９４，p

＜０．００１；性差：Ｆ（１，３０９０）＝１３１．０３，p＜０．００１）。交互作用は認められなかった。

また，第２次元の「からだの健康志向の生きがい対象」対「心の健康志向の生きが

い対象」のサンプルスコアの平均値の年齢的変遷を男女別に示したものが図７であ

る。男性サラリーマンと女性サラリーマンで年齢的変遷がやや異なる傾向がある。女

性サラリーマンは年齢が上がるとともに心の健康志向が徐々に低下し，７０歳代前半に

なると心の健康志向の優位性は消失している。

それに対して男性サラリーマンは，５０歳代前半まではからだの健康志向はみられな

図６ 「拘束されない生活の生きがい対象（－）」対「仕事と家庭を大切にする生活の生

きがい対象（＋）」の次元のサンプルスコアの平均値の年齢差と性差

出典：シニアプラン開発機構，２００３；西村，２００５ｂを一部修正
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本人年齢区分（５歳きざみ）

３５～３９歳 ４５～４９歳４０～４４歳 ５０～５４歳 ５５～５９歳 ７０～７４歳６５～６９歳６０～６４歳

男性

女性

１

０．８

０．６

０．４

０．２

０

－０．２

－０．４

－０．６

↑

↓

からだの健康志向

心の健康志向

いが，５０歳代後半から徐々にからだの健康志向が増してくる傾向がうかがわれる。し

かも，どの年齢区分においても，女性サラリーマンは男性サラリーマンより心の健康

志向が強く，逆に男性サラリーマンは女性サラリーマンよりからだの健康志向が強い

傾向がある。年齢差と性差はいずれも統計的に有意だった（Ｆ（７，３０９０）＝１２．６６，

p＜０．００１；性差：Ｆ（１，３０９０）＝１６１．１０，p＜０．００１）。交互作用は認められなかっ

た。

この結果は，女性サラリーマンは若い頃，精神的ストレスをかかえ，心の健康を求

める傾向があるのに対して，年齢が上がるにつれてそれが解消されてくることを示唆

している。それに対して男性サラリーマンは５０歳代前半までは精神的ストレスや肉体

的疲労をさほど感じないが，５０歳代後半から徐々に肉体的疲労が増してくることを示

唆しているように思われる。生きがい対象の背景には，このような心身の年齢的変遷

も影響していると考えられる。

� 生きがい感の獲得の場の年齢的変遷と男女差 ●●●●●●

生きがい感の獲得の場の第１次元の「仕事・会社の場で獲得される生きがい感」対

「地域・社会の場で獲得される生きがい感」の次元のサンプルスコアの年齢的変遷を

図７ 「からだの健康志向の生きがい対象（－）」対「心の健康志向の生きがい対象（＋）」

の次元のサンプルスコアの平均値の年齢差と性差

出典：シニアプラン開発機構，２００３；西村，２００５ｂを一部修正
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本人年齢区分（５歳きざみ）

３５～３９歳 ４５～４９歳４０～４４歳 ５０～５４歳 ５５～５９歳 ７０～７４歳６５～６９歳６０～６４歳

１．５

１

０．５

０

－０．５

－１

男性

女性

↑

地域・社会

↓

仕事・会社

男女別に示したものが図８である。男女とも６０歳代前半以降，年齢が上がると共にプ

ラスに増加し，生きがい感の獲得の場が仕事・会社の場から地域・社会の場へシフト

していく様子がうかがわれる。これは，６０歳以降，定年退職にともない社会的活動の

拠点が仕事・会社から地域・社会へ徐々に移行していくことに対応しているとみるこ

とができる。ちょうど６０歳頃が変曲点になっているのがわかる。また，男性サラリー

マンよりも女性サラリーマンの方がどの年齢でもスコアが高く，男性サラリーマンよ

りも女性サラリーマンの方が仕事・会社の場よりも地域・社会の活動の場で生きがい

感を獲得していく傾向が強いことを示唆している。女性サラリーマンも現役のときに

は仕事・会社の場で獲得する生きがいの方が強いが，男性サラリーマンほど強くはな

く，定年退職以降は男性サラリーマンに比べて早く地域・社会で生きがい感を獲得し

ていく傾向がうかがわれる。年齢差と性差は，それぞれ統計的に有意だった（年齢

差：Ｆ（７，３０９０）＝１１０．０７，p＜０．００１；性差：Ｆ（１，３０９０）＝５９．１１，p＜０．００１）。

交互作用は認められなかった。

第２次元の「私的つながりの場で獲得される生きがい感」対「共同体的つながりの

場で獲得される生きがい感」の次元のサンプルスコアの年齢的変遷を男女別に示した

のが，図９である。これは，どの年齢においても女性サラリーマンは男性サラリーマ

図８ 「仕事・会社の場で獲得される生きがい感（－）」対「地域・社会の場で獲得され

る生きがい感（＋）」の次元のサンプルスコアの年齢差と性差

出典：シニアプラン開発機構，２００３を一部修正
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本人年齢区分（５歳きざみ）

３５～３９歳 ４５～４９歳４０～４４歳 ５０～５４歳 ５５～５９歳 ７０～７４歳６５～６９歳６０～６４歳

０．４

０．２

０

－０．２

－０．４

－０．６

－０．８

↑

女性

男性

共同体的つながり

↓

私的つながり

ンよりスコアが低く，女性サラリーマンは男性サラリーマンに比べて生きがい感の獲

得の場のウェイトを共同体的つながりの場よりも個人的友人の場に置いていることを

示している。さらにいうと，地域・社会のプラス方向には，仕事・会社や家庭も含ま

れるので，女性は男性に比べて，地域・社会だけでなく，おつきあいや交流の相手と

しては仕事・会社あるいは家庭よりも個人的友人に置いていることを示している。た

だし，この結果は女性全般ではなく，女性サラリーマンの傾向としてみる必要があ

る。また，仕事・会社や家庭の場を軽視しているということではなく，ある意味で公

的な場と私的な場を区別しており，私的な交流の場としては個人的友人を選ぶ傾向が

強いことを意味していると思われる。それに比べると，男性は個人的な交流の場より

も社会的な公の場での交流を選ぶ傾向が強く，また，その傾向は定年退職してもなお

強いということがいえるかもしれない。なお，これらの結果に関しては，性差のみ統

計的に有意だった（Ｆ（１，３０９０）＝１７２．００，p＜０．００１）。年齢差と交互作用は認め

られなかった。

図９ 「私的つながりの場で獲得される生きがい感（－）」対「共同体的つながりの場で

獲得される生きがい感（＋）」の次元のサンプルスコアの年齢差と性差

出典：シニアプラン開発機構，２００３を一部修正
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まとめ

シニアプラン開発機構の「サラリーマンの生活と生きがいに関する調査」では，生

きがいの感じ方について限定回答法を用いた３つの調査，すなわち生きがい感の調査

（表１），生きがい対象の調査（表２），生きがい感の獲得の場の調査（表３）を行っ

てきた。しかし，そこでは，９種類の生きがい感の選択率，１２種類の生きがい対象の

選択率，９種類の生きがい感の各々について６種類の獲得の場の選択率の分析が中心

で，回答の選択パターンの分析はまったく行われなかった（シニアプラン開発機

構，１９９２；１９９７；２００２；２００７）。そこで，筆者は第３回の「サラリーマンの生活と生

きがいに関する調査」のデータに関して生きがいに関する回答の選択パターンについ

て等質性分析を試みた。生きがいを構成している次元，それらの次元と調査のほかの

変数との相関，それらの次元からみた年齢的変遷や男女差について興味深い結果が多

数得られた（シニアプラン開発機構，２００３；西村，２００５a；２００５b）。しかし，それら

の結果について十分な考察を経ずに今日まできてしまった。今回，もう一度，選択パ

ターンの等質性分析の結果を掘り起こし，生きがいの構造，生きがいの相関者，その

年齢的変遷と男女差について再考してみた。その結果，追加分析では興味深いそれな

りに意味のある知見が多数得られており，限定回答法のデータ分析法として等質性分

析はそれなりに有効であると考えられる。また，シニアプラン開発機構の「サラリー

マンの生活と生きがいに関する調査」など限定回答法による調査データの分析には等

質性分析の活用の余地が少なからずあると考えられる。おわりに本稿の要点をまとめ

る。

� 生きがいの構造について ●●●●●●●●●●●●●

① 生きがい感は２つの次元からとらえることができる。第１次元は，心の充実（生

きる喜びや満足感・自己実現や達成感など）を反映した生きがい感と心の安定（心

の安らぎや気晴らし・生活のリズムやメリハリなど）を反映した生きがい感を判別

する次元である。第２次元は生きる糧（生活の活力やはりあい・心の安らぎや気晴

らしなど）を反映した生きがい感と人間的成長（人生観や価値観の形成・自分自身

の向上など）を反映した生きがい感を判別する次元である。この２つの次元のどち

らにウェイトがあるかによって生きがい感の感じ方は大きく違ってくる。

② 生きがい対象も２つの次元からとらえることができる。第１次元は，拘束されな

い生活（ひとりで気ままに過ごす・自然とのふれあいなど）から得られる生きがい
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対象と仕事や家庭を大切にする生活（仕事・配偶者―結婚生活・子ども―孫―親な

ど家族―家庭）から得られる生きがい対象を判別する次元である。第２次元は，か

らだの健康志向（健康づくり・スポーツなど）につながる生きがい対象と心の健康

志向（自分自身の内面的充実・ひとり気ままに過ごすなど）につながる生きがい対

象を判別する次元である。この２つの次元のどちらにウェイトがあるかによって生

きがい対象の感じ方は大きく違ってくる。

③ 生きがい感を獲得する場についても２つの次元からとらえることができる。第１

次元は，仕事・会社の場や家庭の場で獲得される種々の生きがい感と地域・社会の

場で獲得される種々の生きがい感を判別する次元である。第２次元は，私的なつな

がりの場で獲得される生きがい感と共同体的なつながりの場で獲得される生きがい

感を判別する次元である。この２つの次元のどこにウェイトを置くかによって生き

がい感を獲得する場の感じ方は大きく違ってくる。また，生きがい感のとらえ方

は，生きがい感の種類以上に，そうした生きがい感がどのような場で獲得される

か，場の規定性が大きくものをいうことが示された。

� 生きがいの相関者について ●●●●●●●●●●●●

① 心の充実を反映する生きがい感は仕事の達成欲求と強く関係している。また，心

の充実を反映する生きがい感は人間がもつ充実欲求が満たされている精神状態を反

映していると考えられる。それに対して，心の安定を反映する生きがい感はマイ

ペースのライフスタイルや安住の地での生活に関係している。また，心の安定を反

映する生きがい感は人間のもつ安心欲求が満たされている精神状態を反映している

と考えられる。

② 生きる糧を反映する生きがい感は無理せずにマイペースで生きることから得られ

るものであり，配偶者や家族の愛情が関係している。また，生きる糧となる生きが

い感は，人間のもつ愛情欲求が満たされている精神状態を反映していると考えられ

る。それに対して，人間的成長を反映する生きがい感は，内面生活の重視や信念に

基づく社会的活動の重視と関係している。また，人間的成長を求める生きがい感は

人間のもつ成長欲求が満たされている精神状態を反映していると考えられる。

③ 生きがい感は決して単純な精神状態や感情であるとはいえず，ライフスタイルや

価値観，人生の出来事と複雑に関連しあって形成されている複合的な精神状態であ

ると考えられる。また，人間のもつ根源的な欲求に深く根ざしていると考えられ

る。

―68―



④ 拘束されない生活から得られる生きがい対象には，趣味重視，自然重視，友人・

仲間重視などのライフスタイルや価値観が関係している。それに対して，仕事と家

庭から得られる生きがい対象は，仕事重視，家庭重視のライフスタイルや価値観，

人生の出来事が関係している。

⑤ からだの健康志向の生きがい対象は，個人的な趣味重視，近隣や仲間との交流重

視のライフスタイルに関係している。それに対して，心の健康志向の生きがい対象

は，学習や研究などの知的活動重視，社会的活動重視のライフスタイルに関係して

いる。

⑥ 生きがい対象もまた単なる生きがい感を感じさせる対象ではなく，ライフスタイ

ルや価値観，人生の出来事と複雑に関連しあって形成されてくると考えられる。

⑦ 仕事や会社の場で獲得される生きがい感は職業生活の満足度が関係している。ま

た，仕事・会社の場で獲得される生きがい感は家庭の場で獲得される生きがい感と

近く，「仕事のため家庭のために頑張るという意識」につながっていると考えられ

る。それに対して，地域・社会の場で獲得される生きがい感は，定年退職後にサラ

リーマンOBが地域・社会の場で獲得する生きがい感を反映している。

⑧ 私的つながりの場で獲得される生きがい感は，個人的な友人・仲間とのつきあい

やその満足度が関係している。それに対して，共同体的つながりの場で獲得される

生きがいは地域・社会の場での活動が関係している。また，地域の交流を広げてい

く上で家庭が基盤であり，家庭円満であることが地域との交流を深める上でも大切

であることが示唆される。

� 生きがいの年齢的変遷と男女差について●●●●●●●●

① 年齢が高くなるにつれて，男女とも生きがい感が心の充実から心の安定にシフト

していく傾向がある。とくに，男性のサラリーマンOBは，６０歳代後半から７０歳代

前半にかけて心の安定に生きがい感を感じる傾向が目立っている。

② 年齢が上がるとともに男女ともに生きる糧から人間的成長に生きがい感がシフト

する傾向がある。高齢になると人間的成長に生きがい感を感じる傾向が強まること

を示している。これは加齢による影響というよりも，高齢期の環境へのポジティブ

な適応の現れと考えられる。

③ 男女とも若い頃は仕事や家庭から得られる生きがい対象に生きがいを感じるが，

年をとるにつれて拘束されない生活から得られる生きがい対象がよくなってくる傾

向がある。また，男性サラリーマンよりも女性サラリーマンの方がその傾向が強い
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ようである。

④ 女性サラリーマンは若い頃，精神的ストレスをかかえ，心の健康を求める傾向が

あるのに対して，年齢が上がるにつれてそれが解消されてくることが示唆される。

それに対して男性サラリーマンは５０歳代後半までは心身のストレスをさほど感じて

いないが，５０歳代後半から徐々に肉体的疲労が増してくることを示している。

⑤ 男女とも６０歳代前半以降，生きがい感の獲得の場が仕事・会社の場から地域・社

会の場へシフトしていく様子がうかがわれる。これは，６０歳以降，定年退職にとも

ない社会的活動の拠点が仕事・会社から地域・社会へ徐々に移行していくことに対

応している。

⑥ 女性サラリーマンは男性サラリーマンに比べて生きがい感の獲得の場のウェイト

を共同体的つながりの場よりも私的つながりの場に置く傾向がある。それに対し

て，男性は生きがい感の獲得の場を私的なつながりの場よりも共同体的な社会的な

つながりの場に求める傾向がある。その傾向は，定年退職後もなお強いようにみえ

る。
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究Ⅰ：生きがいの場の検討」『東京家政大学研究紀要』４７（１），１５９～１６７頁，２００７

・シニアプラン開発機構「第１回 サラリーマンの生活と生きがいに関する調査；サラリーマンシ

ニアを中心にして」１９９２

・シニアプラン開発機構「第２回 サラリーマンの生活と生きがいに関する調査；サラリーマンシ

ニアを中心にして」１９９７

・シニアプラン開発機構「第３回 サラリーマンの生活と生きがいに関する調査；サラリーマンシ

ニアを中心にして」２００２

・シニアプラン開発機構「サラリーマンの生活と生きがいに関する調査のフォローアップ調査」２００３

・シニアプラン開発機構「第４回 サラリーマンの生活と生きがいに関する調査；サラリーマンシ

ニアを中心にして」２００７

・杉山善朗・竹川忠男・中村浩・佐藤豪・滝沢喜一・佐藤保則・斉藤桂紀・尾谷正孝「老人の「生

きがい」意識の測定尺度としての日本版PGMの作成（１）―尺度の信頼性および因子的妥当性の検

討―」『老年社会科学』３，５７～６９頁，１９８１
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４ 介護負担感との関連からみた
認知症高齢者の主介護者の
生きがい感について

大津 美香
＜弘前大学大学院保健学研究科准教授＞

はじめに

我が国では平均寿命の延伸，高齢者人口の増加に伴い，認知症の有病者数も増加

し，６５歳以上の高齢者では約１５％が認知症に罹患していると推計されている（厚生労

働省，２０１４）。要介護状態にある認知症高齢者数は増加傾向にある（厚生労働省，２０１４）

ことから，認知症高齢者の介護者の増加も予測される。認知症高齢者の地域生活を支

援するための国策として，重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい

暮らしを人生の最後まで続けられるよう地域包括ケアシステムが推進されている（厚

生労働省，２０１３）。

要介護者と同居する介護者の年齢は，６０歳以上である割合が男性では６９．０％，女性

では６８．５％であり（内閣府，２０１４），老老介護が増加している。６５歳以上の高齢者の

健康状態については，高齢者の約半数が何らかの自覚症状を訴えていることから（内

閣府，２０１４），認知症高齢者の家族介護者は体調に不具合を感じながらも在宅介護を

続けていることが推察される。また，入所施設の療養者にみられる認知症の行動・心

理症状（Behavioral and Psychological Symptoms of Dementia ; BPSD）である興奮は

専門医の受診を必要としたり，コンサルテーションが困難となり，入院依頼の割合が

高いといわれる（矢山ら，２０１１；２０１２）。攻撃的なBPSDのみられる認知症高齢者を

介護する家族介護者においても対応に困難を抱きやすく，介護負担感が強いものと考

えられる。

認知症高齢者の介護は介護の見通しが立たず，介護者は困難と葛藤を繰り返すとい

われている（山敷，２００７）。しかし一方では，介護とは生きがいや自己存在の意義を

与えてくれるとともに人生に新しい価値を見出したりする（山敷，２００７）ともいわれ

る。そのため，介護者は否定的及び肯定的な両側面の感情を併せ持つものと考えられ
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るが，認知症高齢者の介護者についてはBPSDのみられる場合には介護負担感がより

一層強く，肯定的感情と否定的感情のバランスが崩れ，生きがい感よりも介護負担感

が上回っている可能性があると考えられる。６５歳以上の老老介護を行っている介護者

の３人に１人が死にたいと感じていることから（保坂，２００７），介護負担感を軽減さ

せるための支援は重要である。本研究では認知症高齢者の主介護者の介護負担感の軽

減に向けて，介護に関する肯定的認識を持つことが重要であると考え，認知症高齢者

の主介護者の生きがい感と介護負担感との関連を明らかにすることを目的として調査

を行った。本研究は小松＆大津（２０１１）の調査結果を報告するものである。

1 調査の概要

対象者はＡ県内の認知症対応型通所介護（認知症デイサービス）を利用中の認知症

高齢者の主介護者１１名とした。生きがい感や介護負担感に影響する要因については，

主介護者の年齢，性別，家族構成，最終学歴，介護期間，健康状態，生活等における

満足感，主観的健康状態，福祉サービスに対する満足感，経済的満足感，友人・相談

相手の存在，副介護者の存在を設定した。また，療養者の背景として，療養者の介護

区分，調査時にみられていたBPSDの有無とその内容等を設定し，面接による質問紙

調査を２００８年８月２５日～９月１日に実施した。

生きがい感のとらえ方については，本研究の対象者は壮年期・老年期にあったが，

年代に共通して使用可能な尺度が存在しないため，生きがい感の程度を「全く感じな

い」「あまり感じない」「時々感じる」「非常に感じる」の４段階尺度で測定すること

とした。さらに，６０歳代以上の対象者が約半数であったことから，高齢者向け生きが

い感スケール（K―Ⅰ式）（近藤＆鎌田，２００３；近藤，２００７）を併用することとした。

生きがい感の４段階尺度においては「時々感じる」「非常に感じる」と回答した場合

には，生きがいが暮らしに与えると思う効果について自由記載を求めた。また，生き

がい感の程度を「全く感じない」「あまり感じない」と回答した場合には生きがいを

感じない理由，療養者の通所系サービス利用中の時間帯の過ごし方について自由記載

を求めた。

介護負担感は有無とその程度を「非常に」「かなり」「少し」の３段階評価とし，介

護負担感がある場合には原因，介護負担感の軽減のために望むサポートについて自由

記載を求めた。また，介護負担感がない場合には，介護負担を感じない理由，よりよ

い介護生活のために望むサポートについて自由記載を求めた。
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分析方法は記述統計を行い，生きがい感の程度と各要因との関連についてはSPSS

（exact）Ver．１６．０を用いてフィッシャーの正確確率検定を行った。要介護度の重度

では介護者の負担感が強くなると予測され，「要介護２・３」と「４・５」を２群に

分類し，生きがい感との関連を分析した。また，介護期間は介護者の平均介護期間が

６．０年であることから，「６年以上」「６年未満」の２群に分類し，生きがい感との関

連を分析した。

2 調査結果

� 対象者及び療養者の概要 ●●●●●●●●●●●●●

対象者及び療養者の概要は表１のようになる。対象者は全員女性であり，年齢は平

均６１．０±５．９歳であった。家族構成は３人以上が９名（８１．８％），療養者と２人のみは

２名（１８．２％）であった。最終学歴は中学校卒業が３名（２７．３％），高等学校卒業が

７名（６３．６％），大学卒業が１名（９．１％）であり，義務教育超の学歴のある対象者は

８名（７２．７％）であった。介護期間は最短４ヵ月，最長１６年，平均は６．０±４．５年であっ

た。

主観的健康観については，「病気がち」は４名（３６．４％）であり，その原因として

「腰痛」２名（５０．０％），「加齢による身体的変化」１名（２５．０％），「持病」１名（２５．０％）

であった。福祉サービスについては対象者の全員が「満足している」と回答した。経

済的満足感は「不満」が５名（４５．５％），「満足」が６名（５４．５％）であった。また，

表１ 対象者の概要

対象者の背景 療養者の背景

年齢 性別 家族構成 学歴 介護期間
介護負担感の
有無（程度）

生活
満足感

主観的
健康観

生きがい感
の程度

要介護度 調査当時のBPSDの有無（その症状）

Ａ ６４ 女性 ５人 高卒 ８年 有（少し） 不満 健康 時々感じる ４ 有（徘徊，幻覚，暴力，異食）

Ｂ ５８ 女性 ３人 高卒 ６年 有（非常に） 満足 健康 時々感じる ２ 有（徘徊，過食，異食，不潔行為，
落ち着きのなさ）

Ｃ ５６ 女性 ２人 大卒 ８年 有（非常に） 満足 健康 時々感じる ５ 有（暴言，攻撃的行動，睡眠障害）

Ｄ ６０ 女性 ２人 高卒 １年 有（かなり） 不満 病気がち 時々感じる ３ 有（徘徊，暴言，攻撃的行動，妄想，
幻覚）

Ｅ ６８ 女性 ６人 中卒 １０年 有（かなり） 満足 病気がち 時々感じる ３ 有（無動，無言，睡眠障害）

Ｆ ５７ 女性 ３人 中卒 ２年 有（かなり） 不満 病気がち 時々感じる ４ 有（徘徊，暴言，攻撃的行動，妄想，
落ち着きのなさ）

Ｇ ７４ 女性 ３人 中卒 ５年 有（かなり） 不満 病気がち 非常に感じる ４ 有（不潔行為，徘徊，暴言，暴力，
無言，睡眠障害）

Ｈ ５２ 女性 ４人 高卒 ４年 無 満足 健康 非常に感じる ４ 有（うつ状態，幻覚）

Ｉ ５８ 女性 ４人 高卒 ４ヵ月 無 満足 健康 非常に感じる ３ 有（妄想，うつ状態）

Ｊ ６０ 女性 ４人 高卒 ６年 無 満足 健康 非常に感じる ４ 無

Ｋ ６４ 女性 ３人 高卒 １６年 無 満足 健康 非常に感じる ５ 無

出典：小松さより・大津美香「認知症高齢者の主介護者の生きがい感について―介護負担感との関連から―」『保健科

学研究』１，p．４，表１，２０１１を引用・一部改変
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生活満足感は「不満」が４名（３６．４％），「満足」が７名（６３．６％）であった。友人や

相談相手は対象者全員に存在していた。副介護者の有無については「療養者との２人

暮らし」の２名のうち，副介護者がいないのが１名であり，他１名は近くに住む家族

の支援が受けられる状況にあった。副介護者がいる主介護者全員については，家族や

友人，近隣の人等からの協力が得られていた。

療養者の介護区分は，「要介護２」１名（９．０％），「要介護３」３名（２７．３％），「要

介護４」５名（４５．５％），「要介護５」２名（１８．２％）であり，要介護度は重度の傾向

にあった。BPSDは，調査当時は９名（８１．８％）に複数みられ，最大で６種類みられ

ていた。

� 介護負担感 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●

「介護負担を感じている」は７名（６３．６％），「介護負担を感じていない」は４名

（３６．４％）であった。「介護負担を感じている」７名の介護負担感の程度は「かなり

負担である」４名（５７．１％），「非常に負担である」２名（２８．６％），「少し負担である」

１名（１４．３％）と負担感が強かった（表１）。介護負担を感じる原因（複数回答）は，

「BPSDがあること」７名，「頻繁に呼ばれることで自分の行動が妨げられ，思うよ

うにできないこと」「身体的のみならず，気をつかうことで精神的にも疲れるため」

各３名，「眠れないこと」「すべて一人で介護しなければならないため，目を離すこと

ができないこと」各１名であった。また，「介護負担を感じている」７名の介護負担

感の軽減のために望むサポートは，「信頼のあるヘルパーを導入できるようサポート

してほしい」「誰か代わりに介護してくれるようなサポートがほしい」各２名，「必要

な時に断られず，すぐに対応してもらえるようなサポートがほしい」「療養者が和や

かになれるよう，他の人と触れ合えるようなサポートがほしい」「通所サービスのサ

ポートをさらに密にしてほしい」各１名であった。

一方，「介護負担を感じていない」４名の介護負担を感じない理由（複数回答）は，

「家族や友人が手助けしてくれるため」２名，「以前に比べBPSDの症状がみられな

くなってきたため」「介護生活開始時はBPSDへの対応がわからず大変であったが，

その後慣れてきたため」「介護することは与えられた運命だと感じているため」「嫌な

ことでも気持ちを切り替えてうまく行っているため」「さまざまなサポートがあり，

恵まれていると思うため」各１名であった。また，「介護負担を感じていない」４名

が望むよりよい介護のためのサポート（複数回答）は，「福祉サービスに満足してお

り，特に要望はない」「たとえ短時間であっても，多くの人と関われるような時間を
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増やしてほしい」各２名，「療養者が他者と触れ合い，元気になるような通所介護の

サポートをさらに密にしてほしい」「ケアマネージャーに相談しやすくなるようサポー

トしてほしい」「介護にかかる料金を安くしてほしい」「近所同士の助け合いを密にで

きるようなサポートをしてほしい」各１名であった。

� 生きがい感について ●●●●●●●●●●●●●●●

K―Ⅰ式生きがい感スケールの結果を表２に示す。本スケールは１６項目３２点満点で

あり，高得点ほど生きがい感が高いことを示すが，対象者の平均得点は２６．６±４．９点

であった。最低点は１８点，最高点は３２点であり，対象者全員の生きがい感の程度は，

「ふつう」～「大変高い」であった。生きがい感スケールを項目別にみると，「家庭

の内外で役割がある」「私がいなければ駄目だと思うことがある」「私は世の中や家族

のためになることをしていると思う」「私は家庭や他人から期待され頼りにされてい

る」の４項目は全て，生きがい感スケールの４因子構造のうち「存在感」に該当する

ものであり，「はい」の回答が６割以上を占め，高得点であった（表３）。

４段階尺度を用いた生きがい感の程度は，生きがいを「全く感じない」「あまり感

じない」は皆無であり，「時々感じる」が６名（５４．６％），「非常に感じる」が５名

（４５．４％）と全員が「時々」もしくは「非常に」生きがいを感じていた（表１）。

生きがいを感じる時は，「自分の時間を過ごしている時」と介護者自身のことに費

表２ K‐I式生きがい感スケールの得点 n＝１１

生きがい感スケール得点 人数（％）

大変高い（３２～２８点） ５（４５．５％）

高い （２７～２４点） ４（３６．４％）

ふつう （２３～１７点） ２（１８．１％）

低い （１６～１３点） ０ （０％）

大変低い（１２～０点） ０ （０％）

出典：表１と同じ，p．６，表５－１を引用

表３ K‐I式生きがい感スケールにおいて高得点を示した上位４項目 n＝１１

項目
人数（％）

２点 １点 ０点

家庭の内外で役割がある １１（１００％） ０ （０％） ０ （０％）

私がいなければ駄目だと思うことがある ９（８１．８％） ０ （０％） ２（１８．２％）

私は世の中や家族のためになることをしていると思う ９（８１．８％） ２（１８．２％） ０ （０％）

私は家庭や他人から期待され頼りにされている ７（６３．６％） ２（１８．２％） ２（１８．２％）

出典：表１と同じ，p．６，表５－２を引用
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やす時と，「家族との時間」「介護している時」「笑顔で元気でいてくれる療養者をみ

ている時」「家族が介護を手伝ってくれる時」「療養者から，介護生活における苦労が

評価された時」「療養者に変化がみられた時」「認知症になることで療養者が穏やかに

なり，娘達に好きだと言われた時」「認知症になっても親子の関係でいられること」

等，療養者と過ごす時に大別され，自分の時間を過ごしているときだけではなく，介

護している時にも生きがいを見出していた（表４）。また，生きがいを「時々感じる」

および「非常に感じる」とする１１名は，生きがい感は楽しみをもたらし，前向きにさ

せてくれると回答していた（表４）。

� 生きがい感と各要因との関連●●●●●●●●●●●●

χ２検定（フィッシャーの正確確率検定）を行った結果，生きがい感の程度と介護負

担感の有無との関連において有意差が認められた。生きがいを「非常に感じる」主介

護者は「時々感じる」主介護者よりも介護負担感のない割合が有意に高かった（p＝

０．０１５）。また，その他の要因との関連については，有意差は認められなかった（表

５）。

表４ 生きがいを感じる時および生きがい感が暮らしに与えると思う効果 n＝１１

生きがいを感じる時（複数回答） 人数

・自分の時間を過ごしている時（婦人会での旅行，作品制作，ガーデニング，スポーツ，買い
物，映画鑑賞，コンサート，食事，療養者の服作り，仕事等）

９

・家族との時間。療養者が認知症であっても恥ずかしいとは思わない ３

・介護している時 ３

・笑顔で元気でいてくれる療養者をみている時 ２

・子供が成長していくのを実感した時 １

・家族が介護を手伝ってくれる時 １

・療養者から，介護生活における苦労が評価された時 １

・療養者に変化がみられた時（おしゃれに興味をもつようになる，話をするようになる） １

・認知症になることで療養者が穏やかになり，娘達に好きだと言われた時 １

・認知症になっても親子の関係でいられること １

生きがいが暮らしに与えると思う効果（複数回答） 人数

・ストレスがある中での楽しみになっている ５

・気持ちが暗くならず，明るく前向きになれる ４

・新たに頑張ろうという気持ちになり，介護生活を長持ちさせてくれる ２

・楽しむことで自分自身が認知症になることを予防できるのではないかと思う １

・感謝することの大切さに気づかせてくれる １

・生活に張り合いを与えてくれる １

出典：表１と同じ，p．７，表６を引用
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3 考察

� 生きがい感と介護負担感との関連 ●●●●●●●●●●

本研究結果から，介護負担を感じている介護者の全ての療養者にBPSDがみられて

いた。また，介護負担感の原因についても全員がBPSDを挙げていた。このことから，

介護者はBPSDへの対処を負担と感じていることが明らかになり，BPSDが生きがい

感に対しても影響する可能性があると推測された。一方，８１．８％の療養者にBPSDが

みられていたが，生きがいを感じない介護者は皆無であり，全員が生きがいを，

時々，あるいは非常に感じていたことから，BPSDは介護負担感の誘因となっている

が，生きがい感を低下させる直接の要因ではないと考えられた。

性差の面から考察すると，本研究の介護者は全て女性であり，女性の生きがい感に

表５ 生きがい感と各要因との関連

各要因

人数（％）

p値生きがい感を
時々感じる

n＝６

生きがい感を
非常に感じる

n＝５

家族構成
２人

３人以上

２（３３．３％）

４（６６．７％）

０ （０％）

５（１００％）
０．４５５

最終学歴
中卒

高卒・大卒

２（３３．３％）

４（６６．７％）

１（２０．０％）

４（８０．０％）
１．０００

介護期間
６年未満

６年以上

２（６６．７％）

４（３３．３％）

３（６０．０％）

２（４０．０％）
０．５６７

主観的健康状態
病気がち

健康なほう

３（５０．０％）

３（５０．０％）

１（２０．０％）

４（８０．０％）
０．５４５

副介護者の有無
いない

いる

１（１６．７％）

５（８３．３％）

０ （０％）

５（１００％）
１．０００

療養者の介護区分
要介護２・３

要介護４・５

３（５０．０％）

３（５０．０％）

１（２０．０％）

４（８０．０％）
０．５４５

介護負担感の有無
なし

あり

０ （０％）

６（１００％）

４（８０．０％）

１（２０．０％）
０．０１５＊

経済的満足感
不満

まず満足

３（５０．０％）

３（５０．０％）

２（４０．０％）

３（６０．０％）
１．０００

生活満足感
不満

まず満足

３（５０．０％）

３（５０．０％）

１（２０．０％）

４（８０．０％）
０．５４５

χ２検定（フィッシャーの正確確率検定） ＊p＜０．０５

出典：表１と同じ，p．８，表７を引用
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特徴的な要因が関連していると思われた。近藤＆鎌田（２００４）によると，都市部の福

祉センターに通う高齢者の生きがい感と性別を分析した結果，高齢女性は友人の影響

を受けて生きがい対象を多く持っていた。また，岡本（２００８）は地域で暮らす７３．６％

が女性である高齢対象者において，友人・知人との会話が週２回以上ある場合，ま

た，家族と同居している場合に生きがい感が高かったと報告している。さらに，生き

がい感と類似した概念である精神的健康に関する要因についても，男性と比較して女

性では家族・親戚・友人からのインフォーマルなソーシャルサポートを受けている者

において精神的健康が有意に良好であったという報告もある（青木＆松本，２０００）。

以上から，女性では友人や仲間，家族や親戚からのサポートを受けていることが生き

がい感や精神的健康の維持につながっていると考えられた。本研究の介護者全員に

とっても相談相手となる友人や副介護者の存在があったことから，介護負担から生じ

る心理的な動揺が緩和され，生きがい感が高かったのではないかと推察する。

在宅介護では療養者に認知症があるかどうかは不明であるが，介護における生きが

い感が介護負担感に直接的に関連する割合は９１．２％であるといわれている（青木＆松

本，２０００）。本研究の認知症高齢者の主介護者においても，生きがい感と介護負担感

とは関連のあることが示唆された。そして，療養者にBPSDがみられてはいるが，生

きがいを感じない介護者は皆無であり，生きがいを非常に感じる介護者は，時々感じ

る介護者よりも介護負担を感じる割合が有意に低い傾向があったことから，介護者の

生きがい感を保持，向上させるためには，介護負担感を軽減させる必要性が示唆され

た。

� 介護負担感の軽減に向けて ●●●●●●●●●●●●

福祉サービスを全員が利用し，その内容に全員が満足していた。６３．６％は介護負担

を感じてはいたが，全員が福祉サービスを利用していることから，介護者自身の時間

が確保され，休息や息抜きにつながっていると考えられた。また，福祉サービスの他

にも，全員に友人や相談相手がいること，９１．０％に副介護者がいることからも，福祉

サービスなどのフォーマルなサポートを受けるとともに，家族や友人からのイン

フォーマルなサポートも受けることによって，介護負担を感じながらも在宅介護を継

続できていたと考える。

介護負担を感じていない介護者は，その理由に介護開始時に比べてBPSDがみられ

なくなってきたこと，介護生活の初期にはBPSDへの対応がわからず苦慮していたが

慣れてきたこと等も挙げていた。このことから，介護経験年数を重ねるにつれて，療
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養者の認知症が重度化することによりBPSDが消失したり，福祉サービスを継続的に

利用することにより介護生活にも慣れ，認知症への対応方法を習得できるようになっ

たものと考えられた。一方で，介護生活開始時にはBPSDへの対応方法がわからず大

変であったとのことから，特に，介護経験年数の浅い介護者に対しては，その対応方

法を含めた介護に関する情報提供を行う必要性が示唆された。

主観的健康観については，病気がちな介護者は４名であり，全員が介護負担をかな

り感じ，３名が生活満足感に不満を抱いていた。療養者にみられたBPSDの種類は４

～７と多く，その対応に苦慮していることが推測された。また，病気がちである背景

としては，腰痛，加齢による身体的変化，持病があり，単に介護からの息抜きや生き

がい感を向上するための社会活動の時間を確保することだけでなく，介護者自身の療

養のための時間を確保するためにも，社会資源が必要であると考えられた。

以上から，認知症高齢者の主介護者の介護負担感を軽減するためには，介護者の健

康状態に配慮し，フォーマル，インフォーマルなサポートを継続的に提供する必要が

ある。BPSDの長期的な対応によって介護者は疲弊し，社会資源を活用せずに在宅介

護を継続することが困難になることから（一宮ら，２００３），BPSDへの対応方法につ

いて情報提供するとともに，デイサービス，ショートステイなどの福祉サービスが利

用できるよう，在宅介護を継続的に支援していく必要があることが示唆された。

� 生きがい感の向上に向けて ●●●●●●●●●●●●

生きがい感が暮らしに与えると思う効果について多くの介護者が，生きがい感は楽

しさや張り合いを与えてくれるとともに，前向きに頑張ろうと意欲的にさせてくれる

ものであると回答していた。さらに，介護者にとって生きがいを感じる時は，療養者

と過ごす時，介護している時に療養者から苦労を評価してもらえたこと，療養者が笑

顔になってくれたこと等，介護において嬉しさを感じた時が生きがいへと結びついて

いた。

K―Ⅰ式生きがい感スケールの結果では，得点の高かった項目は存在感に関係し，

社会や家庭内において自己の役割を持ち，存在価値を実感する介護者が多くみられ

た。介護者は介護することによって自己存在の意義を知ることができるとともに自分

の強さや周囲の優しさに気づくことができ，人生に新しい価値を見出したりするとさ

れる（山敷，２００７）。また，脳血管性認知症の介護者においても，介護することを残

りの人生の生きがいにし，自己の価値を見出すことにもつながっているとされ（佐伯

ら，２０００），存在意義を持つことが生きがい感を向上するために重要であると考えら
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れた。本研究においても，介護において生きがいを感じる介護者が多かったことか

ら，介護することで介護者自身が他者のために役立っている，必要とされていると感

じることができ，それが生きがいへと結びついている傾向が示唆された。よって，認

知症高齢者の主介護者の生きがい感を向上させるためには，介護負担感を軽減させる

とともに，介護者が前向きな姿勢で，存在意義を持って介護を行うことができるよう

支援することが必要である。

介護をしている時に加え，介護者自身のことに費やす時（婦人会の旅行，作品制

作，ガーデニング，スポーツ，買い物，映画鑑賞，コンサート，食事，療養者の服作

り，仕事等）においても，介護者は生きがいを感じていた。したがって，生きがい感

の向上のためには，デイサービス，ショートステイなどの福祉サービスの利用を勧

め，介護者が社会活動に参加する時間を確保できるよう支援していく必要があると考

える。療養者と２人暮らしの介護者の場合には，副介護者が不在であることから，特

に，介護者自身に費やす時間の確保が困難であると考えられ，社会活動を行う時間を

確保できるよう支援する必要がある。

まとめ

認知症高齢者の主介護者の生きがい感と介護負担感との関連に関する本調査から，

以下のような結果と支援に際しての示唆が得られた。

１）認知症高齢者の主介護者は介護負担を感じていても，全員が生きがい感を時々，

あるいは，非常に感じ，介護を通して「存在感」を持つ割合が高かった。

２）療養者にBPSDがみられると主介護者は介護負担を感じていたが，全員が生きが

い感を持っていたことから，BPSDが認知症高齢者の主介護者の生きがい感を低下

させる直接の要因ではないと考えられた。

３）介護負担感が強くても，生きがい感が高かった理由については，友人や相談相

手，副介護者からのサポートを受けていることが考えられた。

４）生きがいを非常に感じる介護者は，時々感じる介護者よりも介護負担を感じる割

合が有意に低い傾向があり，認知症高齢者の主介護者の生きがい感の保持，向上の

ためには，介護負担感を軽減させる必要があることが示唆された。

５）介護の経験年数が短い介護者ではBPSDへの対応に不慣れであることから，

BPSDへの対応方法を含めた介護に関する情報提供を行い，在宅介護を継続的に支

援していく必要性が示唆された。
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検討」『厚生の指標』５５（４），２１～２５頁，２００８

・斉藤恵美子・國崎ちはる・金川克子「家族介護者の介護に対する肯定的側面と継続意向に関する

検討」『日本公衛誌』４８，２３～３１頁，２００１

・佐分厚子・黒木保博「家族介護者の家族会参加による介護への適応モデル」『日保学誌』１０（２），８０

～８８頁，２００７

・佐分厚子・黒木保博「家族介護者の家族会参加における３つの主要概念の関連性―共感，適応，

家族会継続意図を用いた構造方程式モデリング―」『社会福祉学』４９（３），６０～６９頁，２００８
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大都市におけるシニア世代の定年
退職と社会貢献活動との関わり
－NPO等の活動を支援する取り組みから－

山登 一輝
＜一般財団法人長寿社会開発センター＞

はじめに

昨今，都市部での一層の高齢化が進む中，経済活動が活発であることを背景に退職

者が増えていることを強みと捉え，その活躍を期待する動きがある。そこには，シニ

ア世代が定年退職後に，就労や社会参加，地域の課題を解決するためのコミュニティ

ビジネスを起業することなどを通じて，社会の支え手となってもらうとともに，社会

的役割を持つことで，当人の生きがいや介護予防にもつなげる狙いがある（高齢社会

対策の基本的在り方等に関する検討会，２０１２）。

シニアの活躍が期待される場面は様々あるが，本稿では，社会課題の解決に取り組

む特定非営利活動法人（以下，NPOとする）等の非営利法人を，豊かな社会経験を

持つシニアが支える仕組みの構築に向けた取り組みについて紹介することとしたい。

その理由は大きく次の３つである。①NPOは都市階層に影響されるかたちで不均等

に分布し，その組織展開は東京を中心として近接的・階層的に広がっている（埴

淵，２００７）ことから，大都市のシニア世代にとってNPO等の非営利法人は比較的身

近な存在と考えられ，活動の場の創出が期待されること。②NPO等の非営利法人は，

一般にスキルや人的・財的リソースが限られている場合が多く，企業等での豊富な社

会経験を持つシニアが関わることで，組織基盤の強化等への支援につながることが期

待されること。③NPO等に所属して直接的に活動に従事すること以外に，外部や間

接的な立場からNPO等を支援する形態の活動が広がれば，シニア世代の活躍の場が

拡大する可能性があること。

次章以降では，東京における３つの事例を紹介する（表１）。まず，企業を退職し

た男性が多く所属する「認定特定非営利活動法人プラチナ・ギルドの会」について，

シニアが社会で培った経験や知恵，人脈等を生かして社会貢献活動に取り組むことを
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推進するための啓蒙活動等を紹介する。次に，NPO等におけるシニアの受け入れ体

制の整備に関して，「認定特定非営利活動法人サービスグラント」が実施する，外部

人材とNPOをマッチングするイベント「ボードマッチ」を紹介する。同団体は，社

会人が仕事を通じて培ったスキルやノウハウを生かして社会貢献活動を行う「プロボ

ノ」の手法の普及を進めているが，「ボードマッチ」では，多様な担い手の１つとし

て，シニア人材がNPOの理事や監事などになり，その組織運営を支えることが期待

されている。そして最後に，シニアが社会的役割を果たしている具体的事例として，

シニア世代の力を活用してNPO等のバックオフィス業務をサポートしている，「特定

非営利活動法人ジービーパートナーズ」の取り組みを紹介する。

1
「シニアが社会を変える」という気運の醸成
－認定特定非営利活動法人プラチナ・ギルドの会の取り組み－

シニア世代の社会貢献活動を促進する上で，企業に勤務していた人は，NPO等の

非営利法人との関わりやボランティア活動への参加経験が少なく，まず活動への理解

を深めることが必要であると考えられる。「認定特定非営利活動法人プラチナ・ギル

ドの会」（以下，PGとする）は，NPOや社会貢献活動と接点を持つ機会を提供し，そ

れらに対する理解を深めることを通じて，企業等での豊富な経験を持つシニアが自ら

の活躍の機会を模索することを助けている。

� 団体の概要 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●

PGは２０１２年に活動を開始し，翌２０１３年にNPO化，２０１６年には認定特定非営利活動

表１ 各事例の概要

団体名
活動開始年

（NPO設立年）

主たる事務所

の所在地
取り組み概要

（認定NPO）プラチ

ナ・ギルドの会

２０１２年

（２０１３年）
新宿区

企業退職者を中心に，シニアが社会で培った経

験や知恵，人脈等を生かして社会に参画する

きっかけづくり

（認定NPO）サービ

スグラント

２００５年

（２００９年）
渋谷区

プロボノによるNPO支援の一環として，外部

人材とNPOをマッチングするイベント「ボー

ドマッチ」を開催

（NPO）ジ ー ビ ー

パートナーズ

２０１２年

（２０１３年）
港区

シニア世代の力を活用して，NPO等の社会貢

献団体のバックオフィス業務をサポート

資料：各団体のホームページより作成
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法人（以下，認定NPOとする）の資格を取得した。「会社のために働いてきたこれま

での人生」を，「自分のため，社会のために働く人生」に変えることを理念に掲げ，“シ

ニアが動く。日本が変わる。”をキャッチフレーズに，元気で行動的なシニア層（ア

クティブシニア）が，これまで培ってきた経験，知恵，人脈といったスキル等を利用

して社会参画・貢献する社会の実現を目的としている。そして，会員の自主活動を促

進し，シニアによる社会貢献活動を活発化させることにより，シニアが主体的に社会

貢献活動に参画し，社会の変革者（チェンジメーカー）として活躍する風土の醸成を

図っている。

代表の奥山俊一理事長は，自身の海外勤務や米国のNPO事情の視察などから得ら

れた経験に基づき，企業や勤労者の社会貢献活動について，欧米と比較した日本の現

状から次のような課題を感じており，その思いは会の活動理念にも反映されている。

①阪神・淡路大震災や東日本大震災等を経て，我が国でもNPO活動が広まりつつ

あるが，欧米と比較するとチャリティーやボランティアに対する考え方，NPOの数

や規模，寄付金額等に依然として大きな隔たりがある。②欧米と異なり，終身雇用や

定年退職といった雇用慣行が一般的な日本のサラリーマンは，会社（組織）人間とし

て定年の頃には燃え尽きてしまう傾向があり，現役時代はもちろんのこと，退職後も

地域での活動や市民活動を行うことが少ない。できるだけ現役時代から社会と関わる

機会を増やし，退職前の早い段階から第二の人生に向けた準備を行うことが望まれる

（特定非営利活動法人プラチナ・ギルドの会，２０１５）。

そこで，同会は日本における長寿社会の到来と成熟した市民社会の形成に向けて，

企業内のシニア層が退職後の人生設計のための準備を早期に行うことが重要であると

考えている。企業（雇用者）側ではそうしたシニア層を応援する風土・文化をつくり，

現役時代に培った経験やスキル等の有効利用を図ることで，企業側でもNPO等の非

営利法人ひいては社会全体に貢献することを目指している。

PGには，奥山理事長の出身企業をはじめ，東京都心に本社を置く企業の退職者や

現職者が多く入会しており，現在は約７０名の会員が活動している。

� 取り組み内容 ●●●●●●●●●●●●●●●●●

主たる事業として，①「プラチナ・ギルド アワード」，②「プラチナ・ギルド

アカデミー」，③定例会，④アドボカシー事業の大きく４つがある（図１）。以下では，

これらの具体的な実施内容についてそれぞれ紹介する。

① 「プラチナ・ギルド アワード」
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アクティブシニアの社会貢献活動を表彰する「プラチナ・ギルド アワード」は，

PGとして初めて取り組んだ事業であり，２０１３年度から始まり，２０１６年度に第４回目

を迎えた。会社人や組織人として積み上げた財産を活用し，あるいは新たに得たスキ

ルや知識等を加えて社会貢献の分野で活躍しているシニアを顕彰することで，同世代

や次世代のシニアの見本として広く紹介することを目的としている。受賞候補者は毎

年一度公募し，年齢５５歳以上で社会貢献活動の経験が１年以上あること，団体の長ま

たは所属団体の長から推薦があった者であることを応募条件としており，団体での活

動に従事している個人を対象としている。

受賞者は５名程度としており，今年度は特別賞２名を含む計６名が受賞している。

内部および外部の選考委員による審査を経て，授賞発表および表彰式が行われるが，

ギルドの会

プラチナ・ 総会

事務局会議

理事会

事務局（企画・運営）

（受講者の入会）

③定例会

（受講者の参加）

（受賞者講演）
（受賞者の紹介）

〈事業〉

■「プラチナ応援サイト」

→会の活動情報や会員の紹介等

■ホームページ，Facebook等

スタディツアー

若手社会起業家（株式会社，NPOの代表者）等

（応募）

（表彰）

地方・過疎地域

■山梨県丹波山村

社会貢献活動団体（NPO等の非営利法人）

（主　催）

東京都福祉保健局

（委託）

（事務局）

サービスグラント

ボードマッチ

東京ホームタウン

プロジェクト

（企画・運営）

（参加）

民間企業等

現職者

退職者

→早期からの活動

→退職後の社会参加

（講演）
（現地視察）

（視察先候補）

（参加）

（啓蒙）

（企業への働きかけ）

アカデミー

アワード

事業

④アドボカシー

■福島県飯舘村

②プラチナ・ギルド

①プラチナ・ギルド

図１ プラチナ・ギルドの会の事業体系

資料：ヒアリングおよび団体ホームページより作成
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表２ 第３回プラチナ・ギルド アワード受賞者一覧（２０１５年度）

受賞者 役職等
主たる事務

所の所在地
取り組み概要 職業歴との関係等

Ａ
NPO法人

代表理事

東京都

世田谷区

IT端末を活用したシニアの孤立防

止，認知症予防，地域の絆ネットワー

クの支援を目指し，スマホやタブレッ

トのシニア向け活用法について普及活

動を展開。

・元建設会社勤務

・退職後にパソコンのスキル

を習得

Ｂ
NPO法人

理事長

東京都

千代田区

シニアの社会参加支援を目的に，５００

名のシニア講師の市民講座や企業研修

への派遣，シニアユーモア川柳，ユー

モアスピーチ，シニア社会人落語等の

活動を展開。

・元広告代理店勤務

・会社員時代の経験から，企

画・立案・実施等に関わる

Ｃ
NPO法人

理事長

愛媛県

松山市

カンボジアで地雷や不発弾の処理を行

うとともに，現地住民の生活の安定・

向上を目指して学校建設や産業の育成

等を行う。

・元自衛官

・カンボジアPKO派遣を契

機として退官後に活動開始

Ｄ
NPO法人

企画室長

東京都

板橋区

地域拠点として住民のたまり場を立ち

上げる。

・拠点の開所にあたり，建物

の改修に企画・デザイン，

設計から携わる

Ｅ
一般社団法

人代表理事

群馬県

前橋市

食品関連企業から提供された食品ロス

を福祉施設等に活用してもらう活動を

展開。

・元県庁勤務

・県庁時代の食品衛生や物流

等の知見と人脈を活用

Ｆ
NPO法人

元理事長

東京都

品川区

成年後見制度を市民が担うことについ

て呼びかけを行い，地元で市民後見人

の会を設立。

・企業定年退職者

・退職後にボランティア活動

を始める

資料：団体ホームページより作成

写真１ 「プラチナ・ギルド アワード」の受賞式の様子（後列左端が奥山理事長）

（２０１７年２月４日，筆者撮影）
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表彰式当日は賞状・副賞（所属団体への賞金１０万円）の授与と受賞者による講演が行

われる。表彰式については後述する「プラチナ・ギルド アカデミー」との関係もあ

り，第３回は東京都福祉保健局の実施事業「東京ホームタウンプロジェクト」の年度

総括イベントと同時開催している。参考として，２０１５年度の受賞者を概観すると，い

ずれもNPO等の非営利法人において様々な社会貢献活動を行っているシニアであ

り，東京のほかに地方や海外での活動も見られる。また，退職を契機として，会社員

時代に得た経験やスキル，人脈等を活用したり，退職後に習得したスキルを生かした

りして活動を始めていることがうかがえ，まさにシニア世代の参考となるロールモデ

ルといえる（表２）。

なお，アワード事業を通じて，地域で活動する団体との関係構築にもつなげてい

る。書面選考後，内部選考委員が応募者本人・推薦人と面接を行うが，遠隔地を除い

て，基本的に委員が現地に赴き，活動現場の視察も兼ねて実施している。さらに，受

賞者には後述する定例会での講演を依頼する場合があるほか，受賞団体の活動を会員

が視察するスタディツアーを企画することもある。

② 「プラチナ・ギルド アカデミー」

NPOは高い問題意識と専門能力を持つものの，資金や人材等のリソースが限られ

る中で，事業戦略や資金調達，組織のマネジメントやガバナンスなどの経営面で課題

を抱えている団体が少なくない。そこで，企業等において培った豊富な経験や知識，

人脈等を有するシニアが関わることで，組織基盤の強化を図ることが期待される。そ

の上で，NPOや地域団体等で活動することに関心を持つシニアを対象とした講座「プ

ラチナ・ギルド アカデミー」を開講し，NPO等の非営利法人やその活動について

理解を深めるとともに，定年退職期のライフスタイルを考えるきっかけや活動に向け

た準備を整える機会を提供している。

講座は２０１５年度から実施しており，東京都福祉保健局が主催する，身近な地域での

支え合いや助け合い活動の担い手となる地域福祉団体の組織基盤強化を目的とした

「多様な主体の地域貢献活動による地域包括ケアの推進事業（東京ホームタウンプロ

ジェクト）」の一環として，都から委託を受けて事業を開始している。なお，同プロジェ

クトとしての実施は２０１５年度限りであり，２０１６年度は自主事業として実施している。

受講者は公募により募集しているが，会員の出身企業や退職者組織等にも働きかけ

ており，２０１５年度は約５０名の募集定員を充足した。２０１６年度は都の委託事業から自主

事業への移行に伴い，前年度は無料であった受講料が１万５０００円となった。引き続

き，NPOや社会貢献活動の理解を中心に充実した内容となっている。

第２編 生きがい健康づくり事業報告
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２０１６年度の講座内容は，外部の有識者を招聘した講演やワークショップを中心とし

た３回の「座学研修」（都内，半日程度）に加え，NPOの活動の現場を訪れる「NPO

訪問視察」，東京ホームタウンプロジェクトの年度総括イベントおよび同時開催され

る「プラチナ・ギルド アワード」やNPOとのマッチングイベント「ボードマッチ」

への参加から構成されている（表３）。なお，東京ホームタウンプロジェクトには，

次章で紹介するサービスグラントが事務局として参画しており，同団体がボードマッ

チの運営を行っている。

「NPO訪問視察」では，運営側が示した視察先候補の中から，受講者が希望する

団体を選んで視察するが，視察先候補の調整にあたっては，過去のアワードの受賞者

やすでに地域で活動を実践しているNPOなどに視察の受け入れを依頼している。カ

リキュラムに視察を位置づけることで，座学だけではなく，実際に現場を見たり，活

動を体験したりすることを通して，NPOの問題意識や活動実態をより深く理解でき

るように工夫している。

事業を通じて，アカデミーの受講者が後述する定例会に参加したり，会に入会した

り，さらには運営スタッフとして参画するなど，組織運営に好影響を及ぼしており，

会の将来を担う次世代の人材育成の場としても期待されている。

③ 定例会

PGでは総会のほかに毎月，定例会を開催している。定例会の会場は，奥山理事長

が特別顧問を務める民間のシンクタンクから社内の会議室の提供を受けており，原則

表３ プラチナ・ギルド アカデミーのカリキュラム（２０１６年度）

プログラム 日程 内容等

座学研修

２０１７年

１月１４日（土）

・趣旨説明（オリエンテーション）

・講演：「シニアの社会貢献について考える」

・班別ミーティング，ワークショップ

１月２１日（土）
・講演：「ボランティア活動・NPO法人についての基礎知識」

・班別ミーティング，ワークショップ

NPO訪問視察
１月２２日（日）

～２月１０日（金）
・訪問希望先のNPOの活動視察

公開イベント参加 ２月４日（土）

・NPOとのボードマッチ

・プラチナ・ギルド アワード（表彰式および受賞者による講

演，講演：「ミドル・シニアの働き方について」）

座学研修 ２月１１日（土）

・講演：「NPOとファンドレイジング」

・班別ミーティング，ワークショップ

・発表会（研修で得たもの，今後の新たな挑戦等）

・修了式および懇親夕食会

資料：団体ホームページより作成
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として各月の最終火曜日・夕刻に開催している。参加者は，会員はもちろんのこと，

ホームページ等を通じて広く一般からも参加を受け付けている。会員以外にも開放す

ることで，会としてより公益的な取り組みとし，また会の活動に興味を持っている人

やシニアの動向に関心がある人など，様々な背景を持つ人が参加できる場としてい

る。

内容については，外部から講師を招聘しての講演や会員からの活動報告，会の実施

する事業の進捗報告，新規加入会員の紹介などを行っている。講師には，「プラチナ・

ギルド アワード」受賞者のほか，様々な社会課題の解決に取り組む非営利法人の代

表者や社会起業家，自治体職員，民間のシンクタンクの職員等を招いている。また，

会には経営コンサルタントや社会起業家，NPOの役員などの専門家や実践家も在籍

しており，外部講師も含め，定例会はそうした幅広い分野の人々とのつながりや交流

ができる機会にもなっている。一方で，外部から招かれる非営利法人の代表者や社会

起業家等の側からは，事業のPR・広報の機会として，シニアとのつながりを持つこ

とで，事業の理解者や支援者が広がることなどが期待される。

つまり，定例会は，事業の進捗報告や新加入会員の紹介など，内部の情報共有の場

であるとともに，外部からの講師招聘や多様な人材との関わりを通じて，様々な社会

貢献活動の実例を知る機会として機能しているといえる。また，会の終了後には，近

隣の飲食店で親睦を深めるための懇親会を行うなど，会員相互の交流も図られている。

④ アドボカシー事業

今後，PGでは，「アドボカシー事業」について取り組みを強化することとしてい

る。ここでアドボカシーとは，啓蒙・啓発といった意味合いで用いられており，「社

写真２ 定例会の様子

（２０１７年１月３１日，筆者撮影）

第２編 生きがい健康づくり事業報告
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会啓蒙活動として，アワード受賞者や当会会員の活動を世の中に広報し，社会の変容

を促す」ことと定義している。具体的には，アワードの継続実施に加え，インターネッ

ト・ラジオやソーシャルメディアなどICTを活用した情報発信の強化，内部での情報

共有の促進や運営の効率化等があげられている。情報発信については，会のホーム

ページとは別に，特設サイト「プラチナ応援サイト」を立ち上げ，会の最新の活動状

況を分かりやすく伝えるとともに，アワードの受賞者の活動内容や会員のプロフィー

ル等の紹介を行っている。

� 事例の特徴 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●

企業等を退職したシニアは，これまで会社中心の生活を送ってきたため，ボラン

ティア活動の経験やNPO等との接点があまりないと考えられる。PGでは，社会貢献

活動の実践例に関する情報の入手や同世代のシニア等との交流の機会を提供する定例

会をはじめ，活動の準備のための講座「プラチナ・ギルド アカデミー」を開講する

など，活動に向けた意識啓発やスタートアップの支援を中心に行っていることが特徴

である。その実態は，社会貢献に関心のあるシニアが集まるサロン（情報交換・交流

の場）に近いといえ，NPOの代表者や社会起業家等による講演などを通じた学び，

同世代のシニアとの交流の機会そのものが，社会参加のきっかけとなっている。

したがって，会として基本的に活動メニューの提供やコーディネート等，実際の活

動参加につなげるための支援は行っておらず，会での活動を通して得られる情報，人

脈，体験等は会員個人の主体性に委ねられる部分が大きい。会での活動を足がかりと

して，自主的な活動を促していることがうかがえ，定例会や「プラチナ・ギルド ア

カデミー」に参加し，NPOや社会起業家の活動の意義や課題等を知ることで，社会

貢献の分野で自身ができる支援や活動のあり方を模索し，そして実際の活動につなが

るきっかけとなるように企画されている。

そして，会員や「プラチナ・ギルド アワード」受賞者等の活動内容については，

「アドボカシー事業」として，特設サイト等を通じて情報発信を行うことで，シニア

が社会貢献に取り組む気運の醸成および定着を図っている。

そのほかの取り組みとしては，会として参加者を募り，実際に地域で行われている

活動の様子を視察するスタディツアーを実施し，シニアが活動の現場に直接触れ，課

題を共有する機会をつくることで，その豊かな経験や人脈を生かす道筋を模索してい

る。視察先としては，原発事故の影響により深刻な事態に見舞われている福島県飯舘

村，関東地方で一番人口の少ない村である山梨県丹波山村のほか，「プラチナ・ギル
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ド アワード」の受賞団体などを訪れている。

以上の取り組みにより，PGは，「シニアの社会貢献活動の社会インフラ」となるこ

とを掲げている。今後もより多くのシニアが社会貢献活動に対して関心を持ち，また

活動に対する企業や社会の理解や期待が高まるように働きかけ続けることで，シニア

が社会貢献活動に取り組みやすい社会環境の実現を進めていくことが望まれている。

2
「プロボノ」の普及と「ボードマッチ」の開催
－認定特定非営利活動法人サービスグラントの取り組み－

前章で述べたとおり，PGが実施する「プラチナ・ギルド アカデミー」では，講

座参加者に「ボードマッチ」への参加を促している。ここでは，ボードマッチの運営

主体である，「認定特定非営利活動法人サービスグラント」（以下，SGとする）の取

り組みについて紹介する。

� 団体の概要 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●

社会人が仕事で培った能力や経験を生かしてNPO等を支援するボランティア活動

を「プロボノ」と呼ぶ。SGは，日本におけるプロボノ普及の草分け的存在であり，

スキルやノウハウを持つ社会人に社会貢献活動への参画を促すとともに，組織運営上

の課題を抱えるNPOを支援している。

プロボノとは，ラテン語の「Pro Bono Publico」（公共善のため）の略で，その活

動は米国が発祥とされる。もともとは２０世紀初頭に全米法曹協会（ABA）が低所得

者向けに無料の法的サービスを始めたことが始まりといわれ，その後弁護士から税理

士や会計士，経営コンサルタントといった専門職，さらにIT・経理・広報・デザイ

ンのほか一般企業の営業職や事務職へと広がった。日本ではプロボノ元年といわれる

２０１０年頃以降，徐々に認知度が高まっており，最近では企業の社会貢献活動や地方自

治体での市民活動推進の一環としてプロボノを取り入れる動きも出てきている。

SGは，２００５年に活動を開始し，その後２００９年にNPO化，２０１６年には認定NPOを取

得している。団体名の“グラント”とは助成金を意味し，NPO等の非営利法人を支

援する中間支援組織として活動しているが，その支援内容は資金ではなく，スキルや

専門性を生かしてNPOや地域団体の基盤強化を図る「プロジェクト型助成」を特徴

としている（図２）。

NPOや地域団体は，自らが掲げる社会課題の解決に積極的に取り組む一方で，事
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業戦略の立案，広報，営業，事業継続に必要な収益の確保など，組織運営面で課題を

抱えている場合が多い。そこで，プロジェクトマネジメント，調査，マーケティン

グ，デザイン，ウェブ制作等の様々な専門的スキルを持った社会人に，SGへのスキ

ルの登録を呼びかけ，「プロボノワーカー」として支援活動に取り組んでもらう仕組

みである。支援プログラムは多岐にわたるが，大きく分けて「情報発信」「ファンド

レイジング」「業務改善」「事業戦略」の４分野がある。そして，NPOや地域団体か

らの助成申請に応じて，求められるスキルを有するプロボノワーカーがチームで課題

《期待される効果》

■日頃の仕事のスキルを社外で生かすチャ

ンス

■社外のビジネスパーソンとプロジェクト

を推進する機会

方が変わる「大人のための社会科見学」

■支援先との出会いによって“社会”の見え

■具体的な成果物を得られる“プロジェク

ト型助成”

■プロフェッショナル・スキルの提供を受

けられる

■プロジェクトのチームメンバーからの客

観的な視点が得られる

（スキルやノウハウを持つ社会人）

プロボノワーカー

非営利組織

NPO・地域団体など

ワーカーの拡大

従業員によるプロボノ

〈企業の社会貢献活動〉

〈子育てからの復職準備〉

ママボノ

〈短期型体験プロジェクト〉

１DAYチャレンジ

（事務局）

サービスグラント

■支援先団体の審査・採択

■プロジェクトチーム編成

■プロジェクト進行のサポート

■イベント運営・交流機会の創出

■プロボノワーカーの募集（常時）

東京 大阪

成果物

プロボノ

実施エリアの拡大

〈大都市以外〉

ふるさとプロボノ

〈各地への横展開〉

プロボノ・コーディ

ネート人材研修

〈自治体との協働〉

東京都「東京ホーム

WASAKI２０１６」など

タウンプロジェク

ボノチャレンジKA

＜支援プログラム＞

■ウェブサイト

■Facebook・SNS活用

■印刷物（団体紹介パン

フレット等）

■イベントチラシ・ポス

ター制作

■外国語翻訳

■営業資料

■寄付管理

■業務フロー設計

■法務相談

■経理・税務改善

■事業計画立案

■アンケート活用入門

■プログラム運営マニュ

アル

ショップ

■スペース活用ワーク■クラウドツール活用入門

■クラウドファンディング

■マーケティング基礎調査

■課題整理ワークショップ

情報発信 ファンドレイジング 業務改善 事業戦略

（登録） （申請）

ト」，川崎市「プロ

図２ サービスグラントの事業体系

資料：団体ホームページより作成
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解決や事業展開のためのプロジェクトを実行し，必要な成果物を提供する。提供され

る成果物は，ウェブサイト，パンフレット等の印刷物，営業資料，事業計画立案，

マーケティング基礎調査，寄付管理，業務フロー設計，プログラム運営マニュアルな

ど，様々である。

プロジェクト期間は，約１～６ヶ月間としており，最長でも半年間としている。ま

た，プロボノに関心がある社会人および受入先となるNPOに向けた体験企画とし

て，「プロボノ１DAYチャレンジ」を行っており，比較的小規模なプロジェクトを１

日で体験することもできる。プロボノワーカーが仕事と両立して参加できるように，

とくに時間管理には配慮しており，プロジェクト開始前にあらかじめ期間を定めた上

で，プロボノワーカーが費やす時間は週５時間，ミーティングの回数は月１回程度を

目安とし，プロジェクト進行に必要な連絡は基本的に電子メールで行うこととしてい

る。

実施地域は，東京都渋谷区の事務所を中心とした東京エリアに加えて，２０１１年から

は大阪市中央区に関西事務局を開設しており，東京のみならず関西地方でも活動を展

開している。また，それ以外の地域でも，大都市圏に居住するプロボノワーカーが地

域づくりに取り組むNPOや地方自治体の支援を行う，地域交流型プロボノプログラ

ム「ふるさとプロボノ」を北海道下川町や兵庫県豊岡市で実施している。さらに，東

京事務所において，地域でプロボノの仕組みを構築・運営する人材の養成を目的とし

た研修も行っており，実際に研修参加者が佐賀県や鳥取県でプロボノの導入を進める

といった成果が出ている。そのほかにも，育休後の復職に向けたウォーミングアップ

およびスキルアップの機会として子育て中の女性がプロボノを経験する「ママボノ」

の実施，大手企業の社会貢献活動のメニューとしてプロボノの導入を提案など，プロ

ボノの仕組みの地域展開や担い手の拡大に積極的に取り組んでいる。

� 取り組み内容 ●●●●●●●●●●●●●●●●●

SGはプロボノの普及に向けて様々な事業を展開しているが，ここでは大都市にお

けるシニア世代の社会貢献活動に関して，①東京都が実施する「東京ホームタウンプ

ロジェクト」の事務局業務の受託，②同プロジェクト内での人材マッチングイベント

「ボードマッチ」について紹介することとする。

① 「東京ホームタウンプロジェクト」への参画

２０１５年度から，東京都福祉保健局が地域包括ケアシステムの構築の一環として実施

する「東京ホームタウンプロジェクト」の事務局業務を受託し，地域福祉の担い手と

第２編 生きがい健康づくり事業報告
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なる団体の組織基盤強化と新しい担い手の創出の手法として，プロボノの地域展開を

進めている。

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年に向けて，全国の市町村において，医療・介

護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される体制「地域包括ケアシステム」の

構築が進められる中，さらなる少子高齢化の進行や厳しさを増す財政状況を見据え，

ボランティアや地域住民などによる自発的な支え合い「互助」の果たす役割が大きく

なることを意識した取り組みが必要とされている。

そこで東京都では，強い互助を期待することが難しいとされる，都市部での「互

助」を意識的に強化するため，東京の強みである活発な企業活動，豊富な経験と知識

を持った多くの人たちの力の活用を掲げた「東京ホームタウンプロジェクト」を実施

し，地域貢献活動の活性化を図ることを目指している。プロジェクトの内容は，①情

報発信力の高いウェブサイトの開設，②プロボノを活用した地域福祉団体の運営基盤

強化，③新たな担い手・活動の創出のためのセミナーの開催の大きく３つから構成さ

れており，プロジェクトの経過状況は随時ウェブサイトで公開されるほか，年度の終

わりにはプロジェクトの総括イベントが開催される。

SGは同プロジェクトの事務局として，ウェブサイトでNPOや元気高齢者などの多

様な主体による地域貢献活動の情報を発信するとともに，地域貢献活動を展開する団

体の運営者に対するプロボノ支援を行っている。また，都内の各地域において中間支

援機能を担う，区市町村や区市町村社会福祉協議会，地域包括支援センター等の職員

を対象に，多様な主体の参画を進めるための具体的な方法論としてのプロボノ支援

と，実際にプロボノを地域展開していくための事務局機能やプロジェクトマネジメン

ト手法などについて学ぶセミナーも開催している。

同プロジェクトで実施するプロボノ支援は，区市町村・社会福祉協議会・地域包括

支援センターのいずれかによる推薦を受けた，地域福祉の担い手となる都内の

NPO・地域団体を対象としているが，プログラムには約３～６ヶ月間の長期的な支

援を行う「ホームタウンプロボノ」と，１日で行われる短期集中型の「プロボノ１DAY

チャレンジ」の２つがある。「ホームタウンプロボノ」は，本格的なプロボノ支援プ

ログラムとして，情報発信・支援者開拓，組織運営・会計管理，事業戦略・評価な

ど，団体における課題解決につながる具体的な成果物を提供する。成果物には，ウェ

ブサイトや印刷物（パンフレット等），映像資料などの制作や，運営マニュアルの作

成，事業計画立案やマーケティング基礎調査など１０種類のメニューがあり，支援を希

望する団体は，これらメニューの中から希望する１つの成果物を選ぶ。
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一方，「プロボノ１DAYチャレンジ」は，幅広い団体や社会人が参加できるプロボ

ノ体験企画として，短期間で実現可能な成果物を提供する。日頃の活動の中で抱える

課題の解決を目指し，成果物は，FacebookやTwitterといったSNSの活用方法の検

討，イベントの集客のためのチラシやポスターの作成，団体の組織課題を整理する

ワークショップなど，団体・プロボノワーカーの双方が具体的で取り組みやすい内容

としている。

支援先の団体の概要，プロボノの進捗状況や成果はウェブサイトで公開してお

り，２０１５年度はホームタウンプロボノ９団体，プロボノ１DAYチャレンジ１５団体の計

２４団体，２０１６年度はホームタウンプロボノ１３団体，プロボノ１DAYチャレンジ１１団体

の計２４団体にプロボノ支援を提供している。また，２０１６年度から，中間支援を行う区

市町村等の取り組みを支援する「中間支援力強化のための伴走支援事業」を５モデル

地区で実施しているが，その１つに八王子市市民活動支援センターがあり，市内で活

動する地域団体等への「プロボノ」による支援の仕組みを構築し，同センターが事務

局機能を担う取り組みが始まっている。

② 「ボードマッチ」

ａ 事業の概要

前述のとおり，SGは東京ホームタウンプロジェクトの事務局業務を受託してい

るが，地域福祉団体の組織基盤強化と区市町村等の中間支援機能の強化に加えて，

多様な主体の参画を促すための人材マッチングイベント「ボードマッチ」を行って

いる。同プロジェクトでは当該年度の末頃に公開イベント（総括イベント）を開催

しており，当日は有識者による基調対談やテーマごとに地域福祉の様々な分野で活

動するNPO・地域団体が登壇する分科会などが行われる中，ボードマッチはその

同時開催イベントとして実施している。

ボードマッチの“ボード”は，評議員・役員・委員など組織の重要な役職を担う

人や評議員会・役員会などの会議体を意味し，理事，監事，顧問，アドバイザー，

事務局長，ファンドレイザー（営業・渉外担当者）などの重要な役職の担い手の候

補者とNPO・地域団体とのマッチングを目的としている。もともとは米国で行わ

れている取り組みであり，２０１６年２月に実施した「ボードマッチTOKYO ２０１６」

が日本初開催となった。

内容について，活動と担い手を結びつける点は，通常のマッチングイベントと変

わらないが，団体の組織運営に関わる重要な役職を担う人材を求めていることを特

徴としている。一般的に，NPOや地域団体等の非営利法人は，社会課題の解決を

第２編 生きがい健康づくり事業報告

―99―



設立の動機とし，その事業の企画や実施に長けている反面，人員や財源の不足な

ど，組織運営上の課題を抱えていることが多い。団体の運営も創設者とその理念に

共感したメンバーを中心として限られた人員体制で行われていることが多く，事業

の実施に追われ，課題を抱えながらも，解決に必要な人材やノウハウが不足してい

る状況が散見される。

そこで，課題解決のための方策として，既存の中心メンバーに加えて，ボード

マッチを通じて外部から理事，監事，顧問等を招聘することで体制の強化を図るこ

ととしている。経営ノウハウや人脈を持つ企業経営者やシニア人材，経理や税務等

の専門家，学識経験者，プロボノ経験者等が加わることで，組織ガバナンスの確

立，営業・広報活動の充実，事業費の確保や収益化，SNSやITへの対応などを進

め，組織運営基盤の強化とともに本来事業に集中できる体制を確保し，さらには人

材の流動化によって世代交代に道筋をつける狙いもある。一方，担い手の候補者の

側からは，団体から直接話を聞くことができ，NPOや地域団体と接点を持つ機

会，参加のきっかけとなる。なお，活動時間量，期間，成果目標，報酬の有無や金

額等は，団体や求められるポジション（役職等）によって異なるため，活動の開始

にあたっては団体側との話し合いにより双方が合意することが必要となる。

ｂ 実施方法

ボードマッチ当日は，外部人材の招聘に関心を持つNPOや地域団体が会場に

ブースを出展し，各団体の職員やスタッフが常駐する。ブースの設置スペースは総

括イベントの会場の受付付近に設けられ，団体はそこを行き交う来場者に声かけを

行う。そしてブースを訪れた来場者に，団体が扱っている社会課題や活動内容とそ

写真３ 「ボードマッチ」の会場の様子

（２０１７年２月４日，筆者撮影）
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の特徴，招聘したい役割（役職）などについて説明を行った上で，活動に対する関

心の度合いの確認，名刺等での連絡先の交換を行い，次のアクションにつなげる。

マッチングの成否は，基本的に出展団体と来場者の主体性に委ねられているが，

当日はあくまでマッチングの“きっかけ”をつくる場であり，SGでは，重要な役

職である理事や監事等の招聘は即日に決定するべきことではない，と出展団体にあ

らかじめ伝えている。双方のミスマッチを防ぐために，ボードマッチでの出会いを

生かしながらも，複数回の入念な面談，現場見学，活動体験，理事会等へのオブ

ザーバーとしての参加などを経て，互いの信頼関係を構築していくことを推奨して

いる。

なお，開催前にはイベントの詳細や留意事項等について説明する機会として，出

展団体を対象とした事前オリエンテーションを行っている。オリエンテーションで

は，ボードマッチの趣旨や内容，当日のスケジュール，流れ等についての説明に加

えて，重職を担うに相応しい人材像のイメージ，想定される来場者からの質問やそ

の対応のための準備，簡潔に短時間で説明するためのトークの準備，ボードメン

バーになるまでのプロセス，イベント後の対応などについて確認および助言を行っ

ている。

そのほか，SGでは，マッチングを円滑化するための仕掛けとして，事前に出展

団体と参加者の情報について把握し，双方に提供している。開催前は，参加者向け

に，出展団体の活動概要や活動風景の写真，「募集する人材に期待すること」をと

りまとめ，東京ホームタウンプロジェクトの特設サイトとSGのサイトのイベント

告知ページに掲載している。告知ページには，関心を持った団体に質問やメッセー

ジを送信できる問い合せフォームを設け，双方向性を意識している。イベント当日

は，出展団体についての紹介資料を受付で来場者に配布しているほか，各ブースに

も団体紹介のパネルを掲示している。

また，出展団体向けに，来場者がどのような経歴や経験を持っているか，あるい

は地域や社会でどのような活躍が期待できるかを知るためのツールとして，来場者

のプロフィールシート（記入様式）を用意している。シートのデータフォーマット

はウェブサイト上で提供し，略歴，NPO・ボランティア・地域活動等の経験，業

務経験・実績，ITスキルや資格，希望する関わり方（役職や活動可能な期間・時

間，提供可能な経験・人脈・スキル）などを簡潔にまとめて記入できるようにして

おり，来場者にはシートの事前記入と当日の持参を推奨している。

ｃ 実施結果
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ボードマッチは２０１７年２月に第２回目を開催したところであるが，前述したよう

にイベント当日のマッチング成立を推奨していないため，事業効果の把握には一定

の期間を要する。ここでは，２０１６年に実施した「ボードマッチTOKYO ２０１６」の

結果を紹介する。

２０１６年の出展団体について，SGが過去に支援した団体などに募集を行ったとこ

ろ，１１団体が出展した（SGを含む）。なお，ボードマッチは，東京ホームタウンプ

ロジェクトの一環として実施しているため，出展団体は，原則として都内に拠点を

置くNPOや地域団体となる。そして，マッチングの成立状況について，SGではイ

ベントの直後と１年後の計２回，出展団体に対する事後アンケートを行っており，

その結果から，９団体中４団体が人員を獲得し，加えて３団体が何らかの成果（企

業からの寄付や会員の獲得など）があったことが分かっている。

人員を獲得した団体については，理事１名，監事２名，顧問・アドバイザー４名

が就任したほか，ボランティアとしての加入も見られた。監事の就任につながった

団体の１つは，活動を希望する現役の企業人数名との面談を経て，その内の一人に

監事への就任を依頼したとのことであった。一方，人員の獲得には至らなかったも

のの，何らかの成果があったと回答した団体については，ボードマッチでの出会い

をきっかけとして，「会計サポーターを募集していたが，経理等のバックオフィス

支援を行うNPOと出会い，契約することになった」「企業から寄付金を得ることが

できた」「会への入会があった」といった成果が見られた。

また，人材のマッチング以外の効果として，「団体名や活動を多くの人に知って

もらう機会となった」「（イベントへの出展を通じて）団体の人事について改めて考

えるきっかけになった」「自団体に関心を持つ人の特徴や属性を知る機会になった」

「会員募集や寄付を募ることができた」といったことがあげられており，団体のPR

と同時に客観的に自団体の活動を見つめ直す機会にもなったことがうかがえる。

現状として，東京ホームタウンプロジェクトの総括イベントの同時開催イベント

として実施していることから，出展は都内に拠点を置く団体に限定され，また会場

等の制約から出展可能な団体数にも限りがある。したがって，現段階での事業効果

は限定的ではあるものの，既述のとおり，出展団体では着実な成果が上がっている

ことが確認されている。そして，２０１６年の出展団体の約半数にあたる５団体が翌年

も引き続き出展していることから，NPOの求めるスキルやノウハウを持つ人材を

獲得する手段としてボードマッチが定着する可能性が示唆され，今後の拡充と普及

が期待されるところである。

―102―



� 事例の特徴 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●

SGは，プロボノの普及を進めている団体であるが，ここではその中でも特に自治

体との協働事業の１つである「東京ホームタウンプロジェクト」において実施した，

NPOとの人材マッチングイベント「ボードマッチ」を取り上げた。

プロボノの本来の目的は，社会人がビジネスを通じて培ったスキルやノウハウを生

かして非営利法人の活動をサポートすることであり，当然ながらシニアに特化したプ

ログラムではなく，SGに登録しているプロボノワーカーの年齢層も２０代後半～４０代

と若年層が多いということである。基本的には現職のある社会人の参加を想定してい

ることもあり，通常のプロジェクトの期間は最大６ヶ月程度と期限を定め，NPO側

とあらかじめ決めておいた成果物を提供する仕組みである。

一方，「ボードマッチ」は“ボード”（理事や監事，顧問等の役員），すなわち組織

運営に関わる人材を確保することを目的としているため，必然的に中長期的な関与が

前提となる。その場合，プロボノワーカーの多くを占める若年層は，現職との兼ね合

いの中で活動頻度等について調整を図る必要があるが，退職後，時間的ゆとりを持つ

シニアであれば参画のハードルは低くなる。また，組織運営に関わる重要な役職を担

うということを考慮すると，候補者には一定の社会経験があることが望ましいともい

え，豊富な経験を持つシニアの出番も期待される。

また，「ボードマッチ」の特徴として，イベント開催時のブースにおいて，理事や

監事，顧問，ファンドレイザー，事務スタッフなどの表記で求める役職を明示してお

り，一般的なボランティアのマッチングイベントと比べて，具体的な活動のイメージ

を持ちやすいことがあげられる。さらに，主としてバックオフィスや間接部門に関わ

る人材を必要としていることから，在職時に総務や人事，経理，企画，営業などの管

理・事務系職種に従事していたシニアにとっては，これまで培ってきたスキルやノウ

ハウを生かすことのできる機会となる可能性がある。特に，大企業の本社機能（中枢

管理機能を持つオフィス）が集中する東京では，管理部門・非現業部門での業務に従

事しているホワイトカラー層も多く，今後の活躍の場として参加拡大に期待が持たれ

る。
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3
シニア世代の力でNPOをサポート
－特定非営利活動法人ジービーパートナーズの取り組み－

限られたリソースで社会課題の解決に取り組んでいるNPOにとって，定期的に処

理が必要な経理等の管理業務や一時期に集中して生じる事務作業など，組織管理や事

業運営に伴うバックオフィス業務は大きな負担となる。「特定非営利活動法人ジービー

パートナーズ」（以下，GBとする）は，そうした業務を引き受けることで，NPOが本

来事業に集中できるように支援すると同時に，支援の担い手としてシニアが活躍でき

る場を創出している。

� 団体の概要 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●

GBは，シニア世代が持つ経験や知識を生かして，人材が不足しているNPOの経理

や庶務等のバックオフィス業務をサポートする仕組みを構築している。

営利・非営利にかかわらず，事業活動に伴うバックオフィス業務が生じるが，

NPO等の非営利法人では人材やノウハウの不足から大きな負担となっている場合が

多い。そこで，同団体にバックオフィス業務をアウトソーシング（外部委託）するこ

とで，NPOの負担軽減を図るとともに，社会課題の解決という本来の活動に人的・

財政的資源を集中できるように支援している。

団体設立の経緯について，立ち上げに関わったメンバーの一人である事務局長の上

野佳志子氏は，以前にシニアの交流やコミュニティづくりを支援する別の団体に勤務

していた経歴を持ち，その時に手がけた事業がきっかけとなったと振り返る。

当時，団塊の世代が６０歳を過ぎた２０１０年頃に，シニアがNPOで活躍する仕組みを

構築する事業を実施した。事業では，シニアにNPOの実態を知ってもらうために，

NPOへの視察ツアーやシニア自身によるNPOへのヒアリングなどを行ったが，それ

らを通じてNPOにおける人材不足や経理等の事務作業に対する負担感といった課題

が明らかとなった。

一方で，企業等を退職したシニアは，自分たちが参加する趣味サークル等の総会運

営や議事録作成において高い能力を発揮していたことから，社会人として培った事務

処理能力の汎用性の高さがうかがえた。そこで，シニア世代の経験や知識をNPOの

サポートに生かす仕組みを構想し，当時に実施していた，NPOのセミナーなどで知

り合った６０代前半のメンバーが中心になり，２０１２年に団体を設立し，２０１３年には
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NPOの資格を取得している。

設立の基盤となったのは，現在も主幹事業の１つである「まなべる基金」の事務サ

ポートであった。「まなべる基金」は，公益財団法人東日本大震災復興支援財団が創

設した給付型奨学金制度であり，被災や失業による経済的な理由で高校等への進学・

就学の継続が危ぶまれる学生の支援を目的として，２０１１年８月に創設された。GBは

団体設立後の２０１２年から関わっている。

そのほかにも，幅広いネットワークを持つ同団体には継続して支援業務の要請が寄

せられている。中間支援型のNPOとして事業に取り組んでいるGBは，様々な社会課

題の解決に取り組むNPOの“ベストパートナー”となることを理念に掲げており，

NPOのサポートを通じて社会貢献活動の発展に寄与し，シニア世代の力で次世代に

より良い社会を引き継ぐことを目的に活動を続けている。

� 取り組み内容 ●●●●●●●●●●●●●●●●●

① NPOのバックオフィス業務のサポート

①－１）サポート内容

バックオフィス業務のサポートには，委託を受けて有償でサービスを提供する

ａ NPOサポート事業と，期限を定めて無償で支援を行うｂ 「GBの手」の大きく２

つがある。

ａ NPOサポート事業

小規模のNPOでは，自ら経理業務も行うなど代表者への業務の集中，スタッフ

の雇用や教育にあてる経費や時間の不足，欠員による業務量の増加など，人材や財

表４ NPOサポート事業の内容等

種類 内容 支援実績

経理

会計ソフトへの記帳と証憑証拠の整理を基本とし

たサポートを行う。併せて，経理処理のルールづ

くりや運営面のサポートも行う。

（NPO）きずなメール・プロジェク

トなど

業務（庶務）

一時的に発生する事務処理や団体の事務局業務の

補助，庶務などのサポートを行う。電話対応，資

料送付，申請受付，データ化，書類作成など。

（公財）東日本大震災復興支援財団，

（公社）チャンス・フォー・チルドレ

ン，（NPO）教育支援協会など

営業・ファン

ドレイジング

企業とNPOのコミュニケーションをサポートす

る。NPOが企業に協業の提案や寄付などのお願

いをする際のサポートを行う。

※団体からの相談に応じて適宜実施

資料：団体ホームページより作成
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源の不足からバックオフィス業務に課題を抱えている状況が見られる。バックオ

フィス業務の負担増は，NPOが本来取り組むべき社会課題の解決に支障をきたす

恐れがあり，このような課題に対して，同団体はNPOサポート事業として，経

理，業務（事務処理，庶務等），営業などの支援を行っている（表４）。

支援にあたっては，一定の期間にわたって安定した質の高いサービスを提供する

ため，原則として業務委託を受けて有償で各種業務サービスを提供している。事前

に支援内容について相談の機会を設けており，相談を通じて，予算や団体の状況等

の把握，業務内容や課題の整理を行い，改善に向けた具体的な支援内容の提案を

行っている（初回の相談は無料）。GBが提供できるサービス以外の分野について支

援のニーズがある場合は他団体や専門家を紹介するなど，運営面の幅広い相談にも

対応している。

NPOサポート事業では，基本的に都心や東京近郊に事務所のある団体を支援し

ており，代表的な支援先として，公益財団法人東日本大震災復興支援財団があげら

れる。財団では，震災で被災した学生の高校進学・就学の継続を支援するた

め，２０１１年から毎年奨学金の給付を行っている。これまでの支援総額は，２０１６年５

月時点で約１５億円，奨学金給付生徒数は約２７００名に上る。最大で震災直後の第１期

に約１２００名の生徒に給付を行い，復興とともに規模は縮小しているものの，直近の

２０１６年募集（第６期）分では９１名の生徒に奨学金の給付を決定している。

奨学生は選考により決定しているが，給付希望者には応募時に被災の状況や就

業・収入の状況，課題作文など，複数の書類の提出を求めており，その確認作業は

膨大となる。また，奨学金は最長で３年間給付しているため，就学状況について定

期的に確認を行う必要がある。そこで，GBが基金の協力団体として委託を受け，

年間を通して奨学金の事務局業務を行っている。とくに提出書類に不備があると書

類選考ができない場合があるため，相応の時間と労力が求められる書類の確認作業

を丁寧に行うことで，基金の支援対象の拡大に大きく貢献している。

また，東日本大震災の関連では，震災によって経済的な困難を抱える児童等に対

して塾や習い事，体験活動等で利用できる学校外教育バウチャーを提供する公益社

団法人チャンス・フォー・チルドレンの活動について，広報や申請受付の事務をサ

ポートした実績もある。

そのほか，最近の支援実績としては，特定非営利活動法人教育支援協会の主催に

より，２０１６年８月８日～８月１１日の４日間にわたって開催された「全国高校生１００

人委員会」の全国会議があげられる。「全国高校生１００人委員会」は，全国から参加
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する高校生が教育政策について考える機会として同NPOが企画し，各地域でのプ

レ会議や全国会議の開催を経て，出された意見をもとに入試改革や教育格差の是

正，英語教育などの提言をまとめ，文部科学省に報告を行った。GBは，東京での

全国会議の開催にかかる事務サポートを行ったほか，当日の会議運営にも協力し，

会場受付や高校生が参加する都区内でのオリエンテーリングへの同行などのサポー

トを行った。

ｂ 「GBの手」

「GBの手」は２０１５年から始めた取り組みで，とくに設立後間もないNPOが成長軌

道に乗るための支援を行うことを目的としており，期限を設けて無償で支援を行う

点がNPOサポート事業と異なる。NPOには適正な会計書類の作成が求められ，毎

年度，所轄庁への事業報告書等の提出が必要であるが，「GBの手」では次期決算が

終了するまでの約１年間を目安として，主に経理面での処理手順の作成や日常作業

のサポートをGBからシニアが２人１組で担当し，支援先の担当者と一緒になって

業務を行うこととしている。

支援を希望する団体は公募により募集し，一次審査（書類審査）の後，二次審査

（応募団体によるプレゼンテーションとGBによるヒアリング）を経て，最終的に

支援先を決定する。２０１５年度は１団体を支援し，２０１６年度は上半期と下半期の年２

回募集し，上半期に１団体，下半期に２団体の計３団体の支援を決定している。対

象となるのは営利を目的としない団体であるが，NPOおよび任意団体に加えて，

第３回からは公益財団法人・一般財団法人および公益社団法人・一般社団法人へと

拡大している。また，定款や明文化された運営規約があること，１名以上の専従ス

タッフ（週に４日以上従事）がいること，都心から通常の公共交通機関を利用して，

概ね片道１時間程度に事務所があることなどを対象団体の条件として定めている。

なお，任意団体については，NPOへの移行予定について応募書類に記載すること

としている。

サポート内容は，支援対象となる団体によって若干異なる。一定期間の活動実績

がある団体に対して，日頃の経理処理のルールづくり，会計ソフトの導入などを支

援する「経理サポート」，NPO取得前後の団体を対象として，運営面も含めてサ

ポートする「経理を中心とした運営サポート」がある（表５）。前者は経理業務の

効率化を主眼としているのに対し，後者は特定非営利活動促進法（NPO法）に基

づき適正な会計処理が求められることを踏まえ，法人移行前後の経理処理体制の構

築に寄与することを中心として運営全般について相談に応じられるようにしている
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ことを本旨としているが，いずれも経理を中心とした支援を通じて組織基盤の強化

を図ることを狙いとしている。つまり，アウトソーシングサービスとして，団体に

おいて負担となっている業務を有償で引き受けるNPOサポート事業に対し，「GBの

手」は萌芽期から成長期に移行しようする段階にある団体の発展を支援する，コン

サルティングサービスとしての側面が強いといえる。

「GBの手」の代表的な支援先としては，支援第１号として２０１５年４月から支援

を行った，特定非営利活動法人ダイヤモンド・フォー・ピースがあげられる。ダイ

ヤモンド・フォー・ピースは，児童労働，強制労働，貧困，環境問題など，ダイヤ

モンドの採掘をめぐる多くの問題について日本国内で啓発活動を行うとともに，現

地労働者の自立支援活動等に取り組んでいる。

同団体はNPO化に向けて準備を進めていた頃に「GBの手」に応募し，サポート

開始前の２０１５年３月にNPOとなった。当時，NPOとなって間もない時期であった

ため，法人運営に必要とされる適正な会計体制の構築を目指して支援を受けること

となった。GBは，経理面でNPO運営の初心者が陥りやすい点や気をつけるポイン

トについて助言を行ったほか，団体と定期的にミーティングを行い，日頃から経理

処理について整理することを通じて，組織運営全般について幅広く助言を行った。

①－２）サポート活動のマネジメント

ａ 活動の担い手

表５ 「GBの手」の主なサポート内容

種類 支援対象 内容 具体的な支援例

経理サポー

ト

概ね１年以上の活動経験があ

り，経理のルールづくりを進

めたい団体，一定規模の団

体，サポート中に会計ソフト

の導入を検討している団体等

団体の経理について，日々の

処理をサポートしながら処理

手順を作成。

・会計ソフトを利用した日常

処理のサポート

・経理処理手順決定・作成サ

ポート

・事業報告書のうち計算書類

の作成サポート

経理を中心

とした運営

サポート

任意団体から法人に移行する

過程または法人格取得後１年

以内の団体

会計ソフトの利用を前提とし

ながら，まずは日々の取引を

自身で記帳し，その内容と運

営面全体について定期的に打

合せを行いながら確認する。

１年間のサポート終了後には

会計ソフトの導入を目指す。

・月次記帳，証憑整理のサ

ポート

・経理処理手順決定・作成サ

ポート

・事業報告書のうち計算書類

の作成サポート

・運営相談

・サポート終了後の会計ソフ

ト導入支援（半日×２回程

度）

資料：「GBの手」募集要項より作成
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担い手となるのは定年退職前後のシニアである。年齢制限はなく，現在，NPO

のサポート活動に参加するために，５０代前半から８０代までの約５０名のメンバーが登

録している。現職者も参加しており，活動機会は限られるものの，土曜日や夜間を

中心に活動している。

活動参加までの流れとして，まず月１回程度の頻度で開催している説明会に参加

し，エントリーシートの提出およびメンバー登録を行う。GBの活動を知ってもら

うためにも，まずは説明会への参加を呼びかけている。そして，自身の関心や目的

とGBの活動が合致するようであれば，エントリーシートを提出してもらう。エン

トリーシートには，これまでの経験や得意な分野等を簡潔に記入する。エントリー

シートの提出をもってメンバー登録が完了し，活動に参加できるようになる。な

お，メンバー登録は無料であり，会への入会を必須条件としていない。

NPOのサポート活動に参加するためには，随時参加者の募集が行われる各プロ

ジェクトに応募する必要があり，参加決定後に活動開始となる。プロジェクトの参

加募集や団体の活動に関する情報は，ホームページやメールマガジン等を通じて提

供される。プロジェクトに参加するためには，メンバー登録をしていることを基本

条件としており，そのほかにパソコンの操作が伴う活動ではメールや入力などの基

本操作ができること，経理に関する業務では所定の講座を修了した「経理サポー

ター」であることを参加条件としている。また，個人情報等や機密情報も多いので，

機密情報確認書への署名と住所確認の手続きもお願いしている。なお，プロジェク

トによっては，規定により実費程度の交通費や活動支援金（１日あたり１０００円程

度）などを支給している。

活動場所は，GBの事務所のほか，業務の委託元であるNPOの事務所で行う場合

もある。活動頻度については参加するプロジェクトによって異なるが，平均で週１

回程度，多くても週２回程度の活動となる。一例として，公益財団法人東日本大震

災復興支援財団が実施する「まなべる基金」のサポートでは，活動内容や頻度の異

なる，Ａ～Ｄの４つの参加形態を設定しており（表６），メンバーは自身の関心や

都合に合わせて活動を選択できる。

同基金については，２０１６年度に約８ヶ月間にわたってサポートを行っているが，

奨学金の申請受付期間や書類の返送時期などは業務量が多く，時期によって繁閑の

差がある。そこで，参加形態ごとに分業体制をとり，繁忙期の人員を手厚くするこ

とで，安定したサポートを行うために必要な人員を配置している。さらに「まなべ

る基金」の場合は，募集から申請受付，在学の確認等，一連の業務を一体的に運用
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する必要があり，プロジェクト期間を通じて同じメンバーで構成されたチームで業

務にあたるようにしている。そのため，同プロジェクトへの参加募集は年１回のみ

としているが，参加したメンバーには概ね１ヶ月単位で翌月の参加の可否を確認し

ており，旅行など個人的な理由で参加できない期間があっても問題がない程度に人

員を確保している。

ｂ チーム対応

GBは，チーム（複数人）での対応を基本としており，例えば会社員時代にコン

サルティング業務に従事していた経験を生かした活動を行いたいなど，個人を単位

として活動を行うことを希望する人には適さない。また，サポートを行う経理や庶

務などは定型業務が多く，特定の経験やスキルよりもベーシックなビジネススキル

が重視される。メンバー登録を行う際にも，個人の持つ経歴や資格，専門的スキル

等を把握するが，個人の裁量よりも一定のルールに従って作業を行うことを求めて

いる。しかし一方では，特定のスキルや経験を活動の参加条件としていないため，

協調性と意欲を持って作業を担当する意思さえあれば，誰でも参加することが可能

表６ 「まなべる基金」サポート活動の募集内容（２０１６年度）

種類 活動内容 募集人数 参加条件等

A

・通常期は週１回程度，１２～１７時に電話番

をしながら事務処理も行う。

・コール数が多い繁忙期（９～１０月）は週

１，２回程度，１２～１７時で電話対応を行

う。

・繁忙期（申請受付期間，在籍確認の時期

等）は，１０～１６時半頃に集中して事務作

業を行う。

１０名程度

・ゆるやかに週１，２曜日程度，参加可能

な方（週１，２回，月３～６回程度の活

動となる）。

・９～１０月は電話での問い合わせに対応す

る。

※マニュアルあり，一人での対応なし

B

・通常期は週１回程度，１２～１７時に電話番

をしながら事務処理も行う。

・繁忙期（申請受付期間，在籍確認の時期

等）は，１０～１６時半頃に集中して事務作

業を行う。

２～３名

程度

・ゆるやかに週１，２曜日程度，参加可能

な方（週１，２回，月３～６回程度の活

動となる）。

・電話番はするが，積極的対応は原則しな

い。

C
・繁忙期に，１０～１６時半頃に集中して事務

作業を行う。

２～３名

程度

・事務処理の繁忙期のサポートを行う（年

間３～１０日程度のスポット参加とな

る）。

・原則平日のみ（希望者が多ければ土曜も

検討）。

・電話対応はなし。

D
・繁忙期に，１２～１６時頃に集中して事務作

業を行う。
若干名

・事務処理の繁忙期のサポートを行う。

・介護等，家庭の事情などで短時間しか活

動できない方が選択可能。

資料：団体ホームページより作成

―110―



であるといえる。

また，シニアが持つ経験や知識，豊富な人生経験がもたらす安心感などはGBの

大きな強みといえるが，一方で年齢が高くなるにつれて健康上の問題や家族の介

護，孫の世話等を理由に当初の活動頻度を維持することが難しくなることも想定さ

れ，メンバーの欠員により業務が停滞するリスクがある。GBが委託を受ける業務

は，定期的に処理が必要となる経理や繁忙期の事務作業などであり，期間も半年か

ら１年単位となることが多いことから，委託を受けた期間を通じて安定的に人員を

確保することが必要となる。

そこで，経常的業務であるNPOサポート事業では，チーム対応によってリスク

ヘッジを図っている。チームで作業を行う際には，メンバーが急な用事で参加でき

なくなるなどの事態が生じても“お互い様”の精神で助け合って活動することを大

切にしており，また定期的に参加できなくなったメンバーに対しても，退会するの

ではなく，少し間隔を空けたり，活動のペースを落としたりして活動を続けること

を奨めており，負担感の軽減と活動の継続につなげている。

ｃ 業務管理

作業を担当するシニアとは別に，支援先の団体とシニアとの間の“調整弁”の役

割を果たすコーディネーターを配置している。コーディネーターは，支援先との業

務内容の確認や作業担当者のマネジメントや進行管理等，NPOのバックオフィス

業務をサポートする各プロジェクトのマネジメント全般を担当する。

作業担当者に対しては，個別のルールの存在や特定の個人への依存が常態化しな

いように，「業務の標準化」を徹底している。業務の標準化は，アウトプット（成

果物）の標準化につながり，委託元に対する業務の質の担保の点からも重要といえ

る。そのためには，作業日ごとに参加メンバーが入れ替わっても同じように取り組

むことができる環境を整える必要があり，メンバー間での作業手順やルールを統一

するなどの工夫を行っている。具体的には，マニュアルの作成等，知識やノウハウ

を文章化してチームで共有することを行っており，非効率な作業の繰り返しや作業

ミス等の抑制につなげ，業務の質の確保を図っている。なお，支援の一環として，

業務を委託した団体側にもノウハウが蓄積するように配慮しており，委託元との情

報共有に努めている。

さらに，チームとして取り組む上で，参加メンバーには協調性や同じプロジェク

トに参加するメンバーへの配慮を求めており，その一環として，スケジュール等の

情報を共有するほか，事務所で作業を行う時には１５時頃に全員一斉に休憩する“お
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茶の時間”を設けている。この時間は，作業効率を上げるための休憩であるととも

に，お茶やお菓子を囲んでコミュニケーションをとる時間と位置づけている。参加

メンバーは作業日ごとに入れ替わるため，限られた時間ではあるものの，会話を交

わす時間帯を設けることで連帯感を醸成している。

また，コーディネーターには，支援先の担当者と作業担当者のシニアとの間で行

われる意思疎通や情報伝達を円滑に進める役割もあり，作業の進行過程において

NPOの状況と要望に合わせて臨機応変に対応できるように努めている。例えば，

年配であるシニアが作業担当者であるために，支援先のNPOの担当者が要望等を

直接言いづらいのではないかといった不安を抱くことも考えられるが，シニアのみ

で業務を行うのではなく，コーディネーターが間に入ることでそうした不安を解消

し，NPOが支援を受け入れやすい態勢を整えている。一方で，作業時にはコーディ

ネーターがサポートすることで，活動経験の浅いシニアでも安心して取り組めるよ

うにしている。

② 担い手の育成

ａ 「経理サポーター養成講座」

NPOの経理事務のサポートに従事するにあたり，経理処理に関する基礎知識と

NPOの運営についての一定の理解が必要となる。そこで，GBでは経理事務のサポー

トを行う人材（「経理サポーター」）の養成やほかのNPOで活動する経理スタッフ

の養成・スキルアップを目的とした「経理サポーター養成講座」を年１回開講して

いる。

２０１６年１１月に開講した第４期講座では，NPOの運営や経理および税務に関する

基礎知識，経理処理に必要な基本的な簿記，会計ソフトの使用方法等に加えて，実

際の作業をイメージして日常的な経理処理から決算書の作成までの一連の作業を行

う演習から成る，全８回のカリキュラムを提供している。講師は，公認会計士のほ

か，すでに活動している経理サポーターから，金融機関勤務経験者や中小企業診断

士の資格を持つメンバー等が担当している。なお，受講料は２万５０００円であるが，

経理についての実務経験や資格（簿記２級以上）等，所定の条件を満たせばカリキュ

ラムの一部が免除され，それに応じて受講料も割引される。

講座の全日程に参加した受講者は，GBでの３ヶ月程度のOJT（On the Job

Training）を経て，経理サポーターとして登録することができ，NPOから仕訳の

入力やそのチェック作業などの依頼があった際には作業の担当者として活動するこ

とができる。さらに，経理サポーターの勉強会を定期的に開催しており，情報交換
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や簿記３級合格を目指すなどのさらなるスキルアップが図られている。

そのほか，作業に必要なパソコンスキルを習得する勉強会等も別途開催してお

り，個人のスキルアップを図りつつ，GBで滞りなく作業ができるようにサポート

を行っている。

ｂ 「NPO勉強会＆ワークショップ」

「NPO勉強会＆ワークショップ」は，主に定年退職後の活動を検討している人

を対象に，地域課題やNPOが抱えている問題点を理解し，それに対して自らがど

のような関わり方ができるのか，これからの役割を考えてもらう機会として，２０１６

年に実施した。講座は全４回構成で，参加費は５０００円としている。内容について，

実際にNPOの活動の現場を訪問する機会を設けるなど，次の４つの段階から成る

カリキュラムを提供している。①NPOについて理解を深める，②NPO訪問の準備

（訪問時のロールプレイング等），③NPO訪問（グループごとに異なる団体を訪

問，インタビューを通じて地域課題やNPOが困っていること等を把握），④訪問団

体ごとに結果を発表。

なお，本講座の受講者が，さらに前述した「経理サポーター養成講座」も受講す

る場合は，同講座のカリキュラムのうち，NPOの運営にかかる科目（全８回の講

座のうち１回分に相当）が免除される。さらに，免除を受けることができる科目数

についても，通常は実務経験や資格等に応じて２科目まで免除を受けることができ

るが，本講座の参加者は最大３科目まで免除を申し出ることができる。また，免除

される科目ごとに割り引かれる受講料も，１０００円引きから２０００円引きとなる。

③ その他

NPO市場の拡大を受けて，NPOの支援を目的とする中間支援組織に加え，企業等

がNPO向けの支援サービスの提供に参入する動きが社会に広がっているが，そうし

たNPO支援のためのコンテンツを持つ団体や講師が一同に会する見本市や相談会な

どのイベントが各地で開催されている。GBは，事務局業務を支援するサービス提供

主体の１つとして，特定非営利活動法人NPOサポートセンターが主催する国内最大

のNPO支援展示会「BUSINESS to NPO World」や公益財団法人かわさき市民活動セ

ンター主催の「もっと組織基盤を強化したいNPOのための支援サービス相談会」等

に出展・参加しており，外部で開催されるイベントへの積極的な参加を通じて支援拡

大を図っている。また，自団体においても，活動を始めた団体や経理等のバックオ

フィス業務の担当になったスタッフを対象として，バックオフィス運営のポイントを

教えるセミナーを開催している。

第２編 生きがい健康づくり事業報告
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� 事例の特徴 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●

GBの事業展開について，各主体・段階別に図３のように整理した。

まず，業務量の多い繁忙期の事務サポートや経理業務（仕訳入力・チェック，証憑

書類の整理など）のサポート等，NPOのニーズに応えるためには相応の人員が必要

であり，担い手となる人材を確保することは活動の継続において最も重要な要素の１

つである。そこで，GBでは，豊富な社会経験を有するシニアに着目し，その参加を

促進することで，NPOを支援するために必要な体制を整えている。退職後の仕事や

社会活動等へのニーズを持つシニア世代に対し，GBでは「参加にあたって特定の経

験やスキルを必要としない」「経理等の業務に必要な知識を習得する機会がある」「活

動頻度は比較的ゆるやかで個別の事情によって調整可能」など，参加の敷居を低く

し，多様な活動形態を認めることでシニアが参加しやすい環境を整えていることが特

徴としてあげられる。

そして，GBの目的は，「社会課題の解決に取り組む団体を応援する」ことであり，

東日本大震災の復興や妊産婦の孤独・孤立防止など，社会課題の解決に取り組む団体

のバックオフィスをシニアの社会経験で支えることを通じて，団体が力を十分に発揮

できるように縁の下の力持ちとしてサポートするとともに，シニア世代が持てる力を

余すことなく発揮して，いきいきと社会参加できる機会を創出している。

実際に参加したシニアの様子について，GBのホームページに掲載されている「参

加者の声」によると，NPOの運営や経理等に関する知識を習得し，経理に関しては

さらに進んで簿記３級の取得を目指す勉強会を開催するなど，新たな知識を得ること

の喜びのほか，NPOの運営や経理等の管理業務に携わる中でこれまでのキャリアを

生かせる部分もあることにやりがいを感じているといった声が聞かれている。参加者

の声からは，GBの活動の重要性ややりがいなど，NPOのバックオフィス業務の支援

に対する理解を深めたシニアが継続的にプロジェクトに参加するという好循環が生ま

れている様子がうかがえる。

次に，支援の対象とするNPOについては，NPOの支援ニーズに合わせて大きく２

つのプログラムを設けている。１つは，膨大な事務作業や一時期に集中する経理業務

など，バックオフィス業務に負担を感じながらも既存スタッフの教育や新たな人員の

補充といった解決策をとることが難しい団体である。もう１つは，法人化前後の発展

途上の段階にあり，適正かつ効率的な経理処理体制の構築に向けて課題や不安を抱え

ている団体である。前者については「NPOサポート事業」によって業務の委託を受
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けることで負担軽減を図り，また後者については「GBの手」による無償支援を行う

ことで組織の基盤づくりとその発展を支えることを目指している。

リソースの限られるNPOの事務局では，必ずしも十分な人員体制が整っていると

はいえない状況があり，事務作業や経理業務などにおける定型業務の切り出し，アウ

トソーシングによる負担軽減へのニーズは高いと考えられ，GBはその受け皿として

重要な役割を果たしている。また，適正な会計処理が求められる法人運営において，

健全な組織運営に向けた経理業務の適正化・効率化は欠かせない課題であり，「GBの

手」によって発展途上にある団体を無償で支援することの意義は大きいと考えられ

る。

以上のように，豊富な社会経験を持つシニアが社会課題の解決に取り組む団体の活

動をサポートする仕組みが確立されており，GBは，まさに「社会を変えるNPOのベ

ストパートナー」としての務めを果たしているといえる。

おわりに

活発な経済活動を背景に，都市部において定年退職を迎えたシニアが増加する中，

退職後の社会参加を促進するための方策の１つとして，本稿では，NPOが東京や一

部の大都市に偏在していることを踏まえ，社会課題の解決に取り組むNPO等の非営

利法人をシニアが支える仕組みづくりに着目した。シニア世代の活躍の場の拡大に向

けて，取り上げた東京の３つの事例から，シニアが外部や間接的な立場からNPO等

の活動と関わりを持つことについて，次のように考察される。

まず，「プラチナ・ギルドの会」では，表彰事業や定例会での外部講師の招聘等を

通じて，すでに社会貢献活動に取り組んでいるNPO等の代表者や若手の社会起業家

との接点を積極的に構築している。そうした社会イノベーターの中には，優れたビ

ジョンを持ちながらも経営リソースの乏しさから，資金や経験，人脈等が不足してい

る場合もあり，豊富な社会経験を持つシニアが，そうした人たちにアドバイスをした

り，協力者を紹介したりするなど，相談役やアドバイザーといった役割を担うことが

考えられる。また，同会ではスタディツアーの実施により，地域の活性化に取り組む

過疎地域や農山村等の集落と関わりを持つ機会を設けている。過疎地域や農山村等の

集落では，人口減少や少子高齢化によって担い手が不足しがちであり，例えばシニア

が企業での経験を生かして観光資源等の地域資源の活用に向けたアイデアを提案する

など，そうした都市と地方との交流の中で，“よそもの”であるシニアの活躍の場を

模索していくことも重要な視点であることが示唆されていると考えられる。
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次に，「サービスグラント」は，NPOをはじめとする非営利法人では，その運営や

意思決定において理事が重要な役割を担っていることを踏まえ，理事や監事などの役

員をはじめ，顧問，アドバイザー等として，主として団体の根幹を担う人材をマッチ

ングする「ボードマッチ」を開催している。同イベントは，対象をシニアに限定した

ものではないが，多様な担い手の１つとして，シニア人材も想定されている。単にス

タッフを募るのではなく，主として組織運営に関わる重要な役割を担う人材を求めて

いることから，企業等での管理職などの経験，経営や会計等の専門的な知識を持つシ

ニアが，自身がこれまでに培ってきた経験や知識を生かした活躍の機会として，キャ

リアの維持にもつながる活動が期待される。また，役員となることを前提とすると，

必然的に中長期的に関与することを念頭に置く必要があるが，退職により，就労に関

する時間的拘束が少ないシニアは，現役世代と比べて参加の障壁が低いとも考えられ

る。

最後に紹介した「ジービーパートナーズ」は，社会課題の解決に取り組むNPO等

のバックオフィス業務を支援しており，その担い手としてシニア世代が参加してい

る。活動の内容は，経理や電話対応，書類の受付・チェックといった事務サポートが

中心であり，定型的でありながら日々発生し，NPO等の非営利法人にとっては大き

な負担となっている業務を代替している。同団体での活動を通して，シニアはNPO

等の活動の発展・充実に寄与しており，直接的に団体の活動に従事する活動の形態以

外に，間接的・スポット的な活動にシニアの活躍の場を見出した好事例といえる。大

都市には，NPOをはじめとした非営利法人の事務所や全国組織の本部機能が置かれ

ている場合が多い。そうした団体の事務・管理業務（バックオフィス）を支援するこ

とも重要な役割であり，例えば東京にいながら東日本大震災の復興活動に関わるな

ど，広域的に活動する団体と連携することで，シニアに幅広いテーマの活動に関わる

機会を提供することにもつながっている。

本稿で取り上げた事例からは，以上のような点が考察された。就労も含め，シニア

世代の活躍の場は多様であり，そのほかにも趣味活動やスポーツ活動など，様々な社

会参加の機会がある。近年の公衆衛生分野等での研究からは，社会参加活動を行って

いる高齢者は行っていない人と比べて健康状態が良いことが明らかになってきてお

り，いずれの場合も社会参加を通じて，健康で生きがいのある生活を送ることができ

るよう環境の整備を進めていくことが望まれる。
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編集後記

昨年１０月にワルシャワ大学社会学部で開催された研究会に出席した帰りに，ラトビ

アに立ちよりました。宿泊したレストランで，何気なく注文したフォアグラの舌触

り，香り，おいしさに，思わずため息が出る体験を久方ぶりにしました。振り返って

みると，若いころに初めて体験した時の，新鮮で強烈な感動は，年をとるにしたがっ

て，徐々に少なくなり，おいしいモノを口にしてもこのような感動を体験すること

は，正直，もうないのではないかと思っていました。フォアグラのおいしさもさるこ

とながら，まだ，こういう感じ方ができる力があることに喜びを感じる自分がいるこ

とに気が付くと，なぜ，若い時に感じる感動は強烈で，そういった強烈な感動に郷愁

を感じるのかがふと気になりました。帰国して，現在取り組み始めた研究課題の一つ

である，対話が思考プロセスに及ぼす影響についての実験デザインを練るために文献

を集めていると，fMRIを用いた思春期の脳研究論文が目に留まりました。

fMRIは，ご存知の方も多いと思いますが，強力な磁場を使って脳の血流を測定

し，脳の働いている部位を特定するための装置です。それによると，生存，生殖，情

動に関連する辺縁系と行動の計画的制御に関わる前頭前野の発達時期にタイムラグが

あり，思春期は，後者が未発達のまま前者が先行的に発達するために，しばしば衝動

的に，リスクに無頓着な行動を起こすようです。前頭前野のコントロールをうけな

い，ピュアな感情を感じることができるのも，そのためかと納得した次第です。ま

た，なぜこのようなタイムラグが生じたかについては，個体が親の保護から離れ独立

する必要から進化的に発達したのではないかともいわれています。

この２０年くらいの間にfMRIを用いた研究の成果が急速に蓄積されつつあります。

つい最近まで，脳神経の動きがわかっても，人間の心理や生きがいの意味については

あまり意味のある知見はもたらさないだろうと考えていました。ですが，生きがい研

究も，こういったアプローチを無視できない状況になったのではないでしょうか。

東京工業大学 坂野達郎
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